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台湾過労死会議

台湾您われた 麵過労症検討会 
台湾•香港•日本の経験交流と討論

天明佳臣
全国安全センター議長

はじめに
いささか旧聞に属するが、4月25日に台北市で開 

かれた過労死の国際討論集会に出席したので、そ 
の周辺の雑事もふくめて報告したい。

この討論集会は、主催団体が台北労働組合連合 
会(産業総工会)と労災被災者を支援する:NPO (エ 
作傷害受害人協会、略称TAVOI)で、東アジアで過 
労死を問題にしている香港、韓国、日本を招いて咋 
年開催されるはずだった。ところが、例のSARS発 
生のために延期されたのだ。当初、日本からは全国 
安全センターの古谷事務局長が出席する予定で、 
日本の過労死認定基準の変遷から過労自殺基準 
もふくめて詳細な資料を英訳して送ってあった。

ところが、彼は5月はじめにベトナムでのアジア労 
災被災者ネッワークの会議に出席することになっ 
ており、続けて事務所を空けるわけには行かず、私 
に振られてきたのだ。

TAVOIを目指して
私はよい機会だから台北の後、GAC2004 (2004 

年世界アスベスト東京会議)のオルグのために香港

に立ち寄る計画を立て、同行の妻とともに、24日の 
午後に成田を発ち19時30分に台北国際空港に着 
いた。台湾は2回目で、前回は午後の明るい内に 
着き空港からすんなりと予約したホテルに着けたが、 
今回はもたついてしまった。

TAVOIの指示は、空港からバスで台北駅、そこ 
からタクシーでTAVOI事務所へ来てというもの。さ 
て空港ビルを出ると、バスは沢山止まっていたがど 
れも団体用で、大汗かいてやっと発車直前の台北 
駅行き急行バスにたどり着き、飛び乗った。ともかく 
座席に坐わると、たとえば窓のカーテンが針金で押 
さえてあり、シート•リクライニングのレバーはがたが 
たで作動しない相当のおんぼろバス、乗客は数人 
しか乗っておらず、それで真っ暗な高速道路をぶっ 
飛ばしてゆく。思わず運転席のバックミラーに写っ 
ている運転手の顔をうかがったが、善良そうなおじ 
さんでとりあえずひと安心した。バスは市街に入って 
から確か3か所ほど止まり、一時間余りで台北駅前 
に着いた。

やれやれと、バスの荷物入れから私たちのスー 
ツケースを取り出すと、いささか人相の悪いおっさん 
が黙ってさっさと運んでゆく、あわてて後を追うと彼は 
タクシーの運転手だった。あらかじめ大型のカード 
に書いておいたTAVOIのオフィスの住所を示すと、
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天明佳臣さん

胡散くさげにこちらをじろっと見て、明らかに友好的 
でない雰囲気でハンドルをきった。しかし、指示書に 
あったように、約15分で活気あふれる大衆食堂の 
前に止って、運転手君はあごをしゃくった。深夜営業 
の食堂や、ネオンけばけばしい風俗店が立ち並ぶ 
街区にある雑居ビルの10階にTAVOIの事務所は 
あった。外国のよく知らないところに行くときは、旅慣 
れているつもりでも、得てしてこんなものだ。

TAVOIの事務所は、全国安全センターと東京セ 
ンターのZビル5Fより少し狭いかなと思われた。午 
後の10時を過ぎているのに、小さな女児がひとり活 
発に走り回り、10人余りの若者が忙しそうに働いて 
いた。あとで分かったのだが、若者たちは、25日の夜 
に市内の公園で行うコンサートと労災事故の音楽 
劇ための準備をしていたのだ。

あとで分かったこともうひとつ、TAVOIが入居し 
ているビルは、2Fから9Fまでは日本人男性観光客 
のための怪しげなキャバレーの類が入っている。エ 
レベターホールには1階と10階の入居者の名称しか 
表示されていなかったのは、そのためらしい。タクシー 
の運転手が私たちに非友好的とみえたのは、多分 
このじじ•ばばはなに者だと思ったのだろう。

TAVOIのスタッフとは香港でなん度か逢っている 
が、私が覚えているのはKu Yu-Ling (顧玉玲)だけ。

4年前に東京の労働安全衛生学校に参加したとき、 
彼女は妊娠中だったが、事務所の中ではしゃいで 
た女児は、そのときお腹の中にいた児だった。

Ku Yu-Lingのあとの新任事務局長のMs. Huang 
Xiao-Ling (黄小陵)は小柄で、一見して高校生のよ 
うな童顔だったが、てきぱきと次のような説明をして 
くれた。韓国からは急に欠席の連絡が入ったこと、 
そのため討論集会は25日の1日だけにしたが、私に 
は26日の午前中いっぱい、TAVOIのスタッフとの 
討論につきあって欲しいとのこと。
香港からは私たちが親しく、私の家になん度も泊 

まったことのあるエイジアン•モニター •リソウス•セン 
ター (AMRC、アジア全域の労働問題をチェックして 
いるキリスト団体傘下のNPO)のアポ•ランと労災被 
災者権利擁護協会(ARIAV,これもNPO)のチャ 
ン•カン•ホンが来ていることなど。そのあと、かなり 
余分なことながら、私たち夫婦のために残しておい 
たらしい夕食をすすめられ、私は鳥スープだけにロ 
をつけたが、思わずうなってしまうほどの美味さ、お 
代わりをいただいてしまった。

台湾からの報告
宿舎と討論集会の会場は、台北市教師会館とい 

うところで行われた。翌25日、朝食のときにアポとチャ 
ン•カン•ホンIこ逢った。不思議な人たちで、初めて会っ 
たときからもう20年近くなるのに、容貌がその頃とほ 
とんど変っていないように見え、その上いつもニコニ 
コと実に活気にあふれている。
討論集会の実質の討論は、まず台湾の「台湾に 

おける職業病認定の問題点」で始まった。そもそも 
職業病の報告、調査、認定のシステムが確立してい 
ない。過去10数年、じん肺以外の職業病は公式デー 
夕をふくめてわずか数百例で、毎年5万から6万件あ 
る労働災害と比べて少なすぎる。多くの労働者が腰 
痛、騒音性難聴、職業がんに罹患し、過労死してい 
ても、記録に載っていないに違いない。
過労死ばかりでなく職業病にっいて、交渉を持っ 

ても、所管の労働保険局(Bureau of Labour Insu- 
rance、BLI)は職業病専門医を隠れみのにしてほと 
んど聞く耳を持たない。専門医は疾病の病理につ

安全センター情報2004年12月号3



|台湾海労死会磯 E

いての知識はあっても、労働現場

には閣心なく、そもそも労働引場

を調査する人もいなければ時間

モない。現場実態を最モよく知るの

は、そこで働ぐ労働者である。とこ

ろが彼らが職業病ではないか、作

業環境中になにか有需物質があ

ξのではないカミと疑つでも、それを

証明する千段を持っていない。

過労死の認定基準はあっても

なし刊さ等しい。最近も、 32成の青

年の明らかに過労に起凶すると

考えられる心筋便塞死を BLIは

却下した。産業構造と労働態様の

変化、リストラやレイオフの嵐の

下で、多くの労働者は織をつなぎ

とめることにやっとで、労働負担の増加に耐えてい

る。いま台湾では、 く2人分の給与で3人雇い、 4人

分の仕事をさせる> この手の状況がいつでもみ

ら才1る。

過労死認定法準は労働問題審議会(Cou n c1 of 
L a bレLlf Affairs、C L A )によって2年前に改定された

が、なお満足なものからはほど泣い。タヒ亡前の労

働時間 ;24時間の連続労働、 1週間毎日 16時間以

|の労働、まるいは死亡前の2カら6か月の各月ご

との残業が 80 時間以上あること、こうした条件が明

らかに通常の作業負但をとえているというd拝観的な

証拠を提出できξこと、さらに作業現場において疾

病を引き起こしたストレスの強さが、その疾患のほん

とう『病凶で主ると証明されること(これはむちゃくちゃ

だ)。

したがって、<ひどく違法な残業>に基づき、夜

桜にわたって死ぬまでとき伎われて死亡しでも、過

労死とされξとは限らないのだ。職業病の下防につ

いてのTAVOIの主張は、 1)報告の権利,職業病

の切符システムに第一線の労働組台、労組連台、

労災被災者団体も加えるべきである、 2) 検討の権

利,労組が労働羽坊において過労死あるいは他

の職業病ではなL功、という事相uを見つけたならば、

調杏検討をするために公的補助金が利川できるよ

うにすべきである。

香港からの報告

発言のl順庁,では台湾の後に私が訴したのだれ

チャンさんの苔港報告を先に紹介する。

香港政庁の過労タじに対する姿勢に閣するかぎり、

台湾となんら定わりがないようだ。しかし、関連する

運動を長11寺山労働の規制にしぼり、また、政げの作

業閣連必亡データカミらのアプローチもしている,I.~で、

台湾の人たちに参考になる情報を提供したように思

えた。

政庁は、「過労兆」は円本で馬重かれているだ貯で、

心閉口する必要などな, lという姿勢で、調査も削|究も

しようとしていない。一方、過労死が疑われる被災者

が山た労働組合も、人材不足で十分な資料が収集

でさずにいる。したがって、過労死は、ベールに包

まれたままの状態にまる。しかし、そうした状況下に

あっても、チャンさんたちのN P Oグループは、政庁

発表データの「作業関連死亡J(Work-rclatcd Fatali

ties)というr~ Flの中に、 rDeath by Natural Causes 
C<普通江病兆>とでも訳したらよいカ入以下D N C S

と略)Jがあり、とれらは、しばしば心臓発作や脳卒

中による死亡であり、過労死に該当する事例であ

ろうとちえている。
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2002年の「作業関連死亡」228件のうち35件が 
DNCSで、2003年には184件中25件がDNCSだっ 
た。香港シティ•ユニバーシティが2004年3月に発 
表した調査データによると、香港労働者に共通する 
特徴的な労働過重負担の主要因は、長時間労働 
にあるとしている。労働者の年間平均労働時間は 
3,398時間であり、1日8時間を標準労働時間とする 
と、1年間に420日も働いていることになる。ちなみ 
に、パリの労働者の年間平均労働時間は1,561時 
間であり、香港の半分である。

さらにチャンさんたちが問題にしているのは、長時 
間労働とともに、作業過密性である。労働者は過密 
労働のゆえに、労働時間を気にしていられない。近 
年の不況の下で、賃金カットされて、2つも3つもの 
勤め口を持っている人が当たり前になっている。配 
膳業(ケータリング)、不動産管理、看護、流通の分 
野でとくにひどい。建物のガードマンや看護師の交 
代制は、1シフト12時間で組まれるのが普通だし、 
トラックドライバーは、毎日18時間も働いている。ホ 
ワイトカラーの人たちも、夜8時まで働くのが普通に 
なっている。< 目を覚ましすぐに働け、働いたらす 
ぐに眠れ、目を覚ましたらまたすぐに働け>(睡眠 
以外の休息なしということになる)、これが大げさで 
ない香港の現状である。
典型例はトラックドライバーである。香港と中国本 

土との間の往き来は24時間かかるが、彼らは、しば 
しば途中での休息を許されていない。過去2年間に

<過労運転 >によるとみられる交 
通事故のうち死亡事故7件、重症 
事故298件に昇っている。化学物 
質中毒によるまれな例を除いて、 
仕事中の心不全や脳卒中で亡く 
なった人たちは、いつもDNCSと 
されて、補償を受けられない。香 
港の医師たちは、こうした事例が、 
過重労働による過労死の可能性 
を検討せず、運命とみなしてしまう 
のだ。
労働の過重負担と死因との間 

の因果関係を証明するのは難し 
く、現状は絶望的である。死亡前 

の作業記録や作業実態などの資料をとるのも難し 
い。さらに、法的手段に訴えようとしても、香港の場 
合、弁護士のための費用は恐らく世界で一番高い。 
そのため原告は、訴えを起こすのを尻込みしてしま 
う。にもかかわらず、チャンさんたちは、過労死対策 
では、労働時間規制の法制化にターゲットをしぼっ 
てキャンペインを行っている。これが過労死問題を 
解決する究極の法的対策のひとつであろうと、チャ 
ンさんは述べた。

日本からの報告と議論
私はなにを話し、全体討論にどう参加したか。 
はじめに述べたように、日本の状況については、 

古谷事務長の詳細な資料が送られてVゝる。その上、 
私になにを期待するのか聞いたところ、TAVOIか 
らのリクエストは、次の4点だった。
(1) 日本ではKAROSHIとその家族をどのようにし 

て組織し、政府の認定基準や認定過程の改定を 
どのように迫っているか。この運動のなかで、最 
も困難な点はなにか。

(2) 労働組合や被災者とその家族は認定の決定 
に、参加できるか。(できるとして)本当の圧力と^っ 
ているか。

(3) 日本における過労死認定基準と補償方法
(4) なんらかの過労死予防法規はあるか

ほとんどは古谷資料で分かるはずだと思ったが、
安全センター情報2004年12月号5



|台湾海労死会磯 E

リクエストに該当する古谷資料を改めて示して簡単

に説明した。政府を過労死認定基準の改定に動か

した応大の力は、労災と認定られなかった'*族が起

こした裁判Iによって過労死と改めて判断された事例

だろうという茸見を述べた。また、被災者の家族のな

かには、大変な努力をして夫や息子や娘の過重労

働についての資料を集めて、非認定ィ、服審杏ある

いは裁判で「勝利」した例も少ないけれどあξことに

も点、れた。

いずれにしても、過重労働かどうかの判断材料

の大きな乙とつは、円本においても数字で示される

労働時間であり、「脳・心臓疾1: L ¥の認定尾市」の専 

門検討委員会は (1)発府前1か月なLミし 6か月にお

いて、 jさおむね 45時間を感える時間外労働時間が

長いと発症との関連性が強まる、 (2)発症前lか月

における1 ω |時山又は発府前2か月山ないし6か月

間にわたって、 lかけ当たりおおむね 80 時間を超え

る時間外労働が認められる場台は、業務と脳・心臓

疾患の発府との悶連刊が強いとされている。しかし、

ここにいたる経過を示した。

1961年法準,ぴえ害主義)r発症直前モしくは24干日

|山内の災常的出来事」

1986年改定;(過重負借主義)r発症前1週間内

に縦続する過剰負荷の存布」

1995年通i土; r,ヰ刈る認定基準の弾 )J的運JIJJ

1996年部分改定 r心臓性突然死」の認知

2001年改定,上述の長時間労働(長期間にわた

る場合も台めた)による「疲労の蓄積と脳・心臓疾患

との関連性」の認知など。

過労死の予防には、 11事の呈(時間外労働、休

H労働などの労働時|自J)と仕事の質・長{モ(交代制

勤務、仕事の密度の増加など)が、検討必須の項目

の中では、まずなされるべきでだと考える。そうする

i且科で、たとえば、ホワイトカラーの「裁量労働時|山

市IJが、必ず'Gも企業の業績向上につながらなかっ

た例も紹介した。労働の長時間化と過街化の問題

である。

さらに、労使によって、事業所内で行う検討の子

法として「労働安全衛生マネジメン卜システム」につい

て言及し、作業環境内の危需 '}J!:囚(ハザード)とリス

クをはっきりと区別し、危自要閃を特定してリスクの

低減を図ること、また明Hからできる低コスト改善は

必ずあり、その積み重ねによって、労使双 )j はさら

に改書志向型になってゆくようなマンネリスムにお

ちL沿ぬ、スパイラル・アッフ。の取り組みの重必刊を

強調した。

しかし、げl席斉の反比、はどうだつたか。こんなフロ

ア カもの質問があった。その人は労組の役員だっ

たが、どうも「労使」というのが気に人らなかったのか、

かなりしつこく(つ)台開化に組みするととにならない

か、という。こちらも一平懸命のリスケアセスメントと

職場改善によって、労働者の負担を軽減し、生産量

も向上させた例はいくら毛あると反論した。

T-'f湾の報告では、労働者がどれほど過階な労働

条件の下で働かせられているか分かった。あなたた

ちは明日から緊泊、に労働者のためるとしなければ

ならないことがー材、あるのではありませんか。その

ために、あなたはなにもしないのですか、とやや挑

発的に言った。之江キつ取りを聞いていたKuY u - Ling
が、以ったず供を小脇に抱えて、すっとなち -l iJ旬、

毛のすこ、く力の人った演説をした。私の主張を文持

してくれたのかどうか、私の妻は、彼女の早Uの中

国語は聞き取れなかったそうだ。ともかく、 TAVOIの

メンバーも総工会の役員も、労働法規ば均匂にこだ

わるのはなぜか。かオ LE の運動に医師と労働安全

衛中領域の研究者がいないことによるのではない

か、と思えてならなかったo
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その伐、 T A V O I主催のコンサートと音楽劇に誘

われた。その会場は、下町の表通りから少し入った

公同だ!った。野外。コ組み立てステージはは月々と照明

されて、すでにコンサートが始まっていた。グ?ルー7

サウンドのイケメン凪のボーカルに、 T A V O Iの人

たちとは雰囲気も服装も違う娘たちが、しきりに声援

を送っていた。

音衆劇は、労災事故で膝カも下を切断した労働

者の裁半Ijを主題にしていた。通訳の人がときどきい

なくなったが、内容はお宇3よそ怒、像できた。原作と会

社との IUJの争いは、社余出J万の後に、原告勝利Iの
判決が山ると、公同に集った人たちは大し刊さ盛り上

がった。!剥が終わると、大勢の人たちと一緒に私た

ちもステージに|一け芋られて、写真を撮られた。

そして、全体のしめで歌われたのが、私たちにとっ

てほとんど4 0年以上ぶりであったが忘れられないメ

ロデイ、「インターナショナル」だった。周阿をみξと

大休皆さん歌詞は知っているようで、文子どおり合

唱である。 1943年に解散した第3インター(コミテ

ルン)の歌が、なぜ2 0 0 4年4月の什湾で歌オオほの

か、よく分からない。

アジアの仲間として付き合う

2 6日の午前中は、 T A V O Iの事務所での訴し台

いには、苔港のチャンさんと私が出た。しかし、やは

り労災関連の不服審金子続などの法規ばかりを聞

かれた。私は前のHから考えてい

たことを口にした。へ司まりT A V O I 

の運動には、医師や労働安全衛

干の専門家が)JUわっていないの

だ。「医師はエリートだから、私た

ちと一緒に運動をする人はいな

い」、という。 r(まあそれなりにとい

う程度だが)私もリッチファミ '0ーの

問だけど、とういう11事をしている

よ」、「いや、臼本と比べて、貧官長

のレベルが泣う」となかなか認め

ないが、医師や仙究者の協力の

必 l止刊、それを求めξことの必位

性には、同意をえたのではないか。

日本でいま直刊している労働時間関連の問題で

は、裁量労働時山制ばかりでなく、情報技術の革新

の進む'1'で、メール、携帯、ラ1ソプトッフ。などによって、

週7口X 2 4時間のオンコール状態に置かれている

労働者も出ている。と私が話いる最中「ヒ。ピッ」と誰

かの携帯のベルが引って、皆が苦笑いした。

しかし、 T A V O Iのず1誉のために言っておくが、彼

巳の労災被災者対策は実に多様だ。|述した音衆

劇に役者や楽出j出奏者の多くは労災被災者やその

サボータ一だい被災者のための絵画教室もキって

いて、その先桁は|手に拍こうしないで、自分の気

持ちを描けと指導しているそうだ。 T A V O I事務所の 

隣室では、その絵画展が閃かれていた。お互いに

学ぶ点が多くあるのである。今後、さらに交流を進

めてゆきたい。

香港では、それほど書くことはなかった。しかし、ひ

とったけ、新聞の漫|同lを紹介する。 2 α J 4年4月2 8 F1
付けのインターナショナル・ヘラルド・トリビューンの

マンガを見てください。

ブッシュ氏が演説しています。「ビジネス・ビープル

による、ビジネス・ビーブI')~のための政府」、言うま

でモなく、第16代米圃人一統領・エイフラハム・リンカー

:の吉長のもじりで£る。しかし、 rby the people,fo r

thcロcop1c Jの前のr01 thc p co p1c Jが抜けている。

「人民の、人民による、人民のための政府」の「所有

のo f Jカぎないところ、よりひねりが効いていると思い
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台湾過労死会議

ませんか。とりあえず、切り抜いてきました。
「およそ民主主義を完全に体現したような制度とい 

うものはかっても将来もないのであって、人はたか 
だかヨリ多い、あるいはヨリ少ない民主主義を語りう 

るに過ぎない」、丸山真男の言葉です。しかし、ブッ
シュ氏の政府は、「ヨリ多く」も「ヨリ少なく」も 
民主主義ではない。

台湾における職業病認定制度の問題点
黄小陵

中華民国工作傷害受害人協会秘書長

1.職業病の通報■調査■認定■補償体系が未確 
立
過去数十年間、毎年の公式の統計に含まれる 

職業病の件数は、じん肺を除くとわずか数百件に 
すぎなかった。毎年5万から6万件という台湾の労 
働災害件数と比較して、職業病は真実というには 
少なすぎる。さらに、毎年数万件が記録される欧米 
等諸国と比べると、台湾の職業病率は、疑いを生じ 
させるほど少ない。
台湾においては、職業病の通報•調査•認定•補 

償体系がいまだ確立されていない。多くの労働者が 
何ら顧みられることなく、腰痛、難聴、職業がんや過 
労症に苦しんでいるものと想像できる。職業病は、 
究明することのできないブラックホールとなってきた。
職業病は、たんに医学的問題であるばかりでな 

く、社会的問題である。職業病の認定は、本原的に 
は労働行政機関の職責であるが、労働災害を所掌 
すべき労働保険局(BLI：労保局)は、全ての責任 
を職業病医師に推しつけている。労働者が労災保 
険給付の審査に異議があるときにも、政府の役人 
は医師の背後に隠れて、「これは専門医による認定 
だ」と言う。専門医を弁明に使って、行政の責任を回 
避することができ、また同時に、労働者に面と向かっ

て説明するのを拒絶することもできるのである。
実務上、医師は疫学的病因がわかったとしても、 

彼らは、労使関係や労働現場のことは知らず、さら 
に調査を実施するために直接労働現場に立ち入る 
時間的、人的余裕ももっていない。これらの種々の 
制限は、医師を保守的な態度に傾けさせ、結果的 
に罹患労働者が労災給付を獲得するのを困難に 
している。労働組合幹部及び労働者自身が、労働 
現場の諸々のこと全て、労働過程における細緻な 
管理統制、労働環境における有形無形の危険をもっ 
ともよく知っている。しかしながら、原行の制度にお 
いては、労働者が自らの労働が職業病を引き起こ 
したと疑ったとしても、この関連性を詳しく説明するこ 
とのできる道は存在していない。
2. 「疾病」だけをみて「労働」をみない過労症認 
定制度
32歳の青年が、婚礼の直前、土壇場になってか 

ら上司の代わりに海外での会議に派遣されることに 
なった。彼は、連日連夜会議の資料を準備し、飛行 
場へ向かう途上心筋梗塞で倒れた。驚くべきことに、 
労働保険局の職業病医師は、これが特殊な労働圧 
力(プレッシャー)と関連した可能性があるとは考えな 
かった。労働委員会(CLA:労委会)の職業病鑑定 
委員会も、これを過労性疾病と認定しなかった。家
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放は大変悲しんだが、請求を訴える道はなかった。

産業構造と労働型態が急激に変化し続けている

状況のもとで、ii&労症と思われる事情がますます頻

繁にやじている。企業の人員削減の皿潮のもとで、

雇用の維持を願う多くの労働者が、所属する首~I"J

の人Hが削減されるにつれて、ますます多くの労働

量を引き受けさ守るをえない。いわゆる、 r2人分の給

料で3人雇い、 4人分の仕事をさせる」状況で～る。こ

の種の状況は常に起乙る。ますます多くのホワイト

カラー労働者が、労働圧 )Jによる過労痕候群を有

している。心筋梗塞、日制本 '1' 、さらには援や自殺さ

えも、しばしばτ IにするカLそうしたケースが職業病

と認定されたことはわずかしかない。

これまで、 2年前に労働委員会によって改訂され

た「職業に起凶する急性循i環器系疾病の診断認定

基準」が、「過労」認定の基礎になってきた。これは、

①通市を超える(主正常な)業務上の特殊圧力(タじ亡

前 24 時間縦続する不断の業務、死亡前l週間毎日

1611寺IUJを超える業務、 7官病当H前1か月の合計|時

間外労働が 100 時間起、または発病前2ないし3か

月¢毎月のw百|時間外労働力 ¥8凶寺聞を超える者) 、

③［異常状況カらJ241時山以内の発病であって、か

つ、この呉市状況が通常の業務負備を明らかに超

えるという清:観的証明を提問できる三と、③労働現

場の疾病を引き起こす特殊圧 }Jの強度が、疾病の

発生原岡となったか否か、に量点を置いている。

したがって、過労の品も具体的な認定法準は、「厳

重違法11寺|山外」に基健を聞いている。すなわち、労

働者がタヒぬまで連円連夜超過労働した場合に¢み、

「過労死」と青そ三とができるのである。通常の労働

11寺|山以内であったら、人々がフ。レッシャーによって

病気になったとしても、過労症と呼ぶことはできない

のだろうか。責任制的労働型態のもとでは、通常の

労働時|山なしに労働したり、通常の労働|明日j後でさ

えも働き続けξことは常態で~ξ と言わざるをえJない。

過労認定法準に労働時間を用いる三とは台開的で

ない。

もうひとつ深刻な問題がある。過労鑑定の過程

のなかで、大部分の時間、職業病医捕によって認

定がなされる。政府の役人は、「専門的職業医学」

の背後に隠れ、医師の背後に隠れ、行政裁量責任

を果たさない。長い|山、職業病の審杢・認定の権限

は、政府と医学専門家に握られている。両者とも、

個人の体質や生活台I慣によって認定しよそとする傾

向をもち、労働自体の囚千はその後ろに隠れ、み

られるのが困難である。労働現場について最もよ

く知って, lる労働災害にi宣ったヨ事者、草の根の労

働組合や労働者凶体は、全く参加する機会をもっ

ていない。政府は行政裁量責任を負い、「医学」と「労

働」を同等に扱う、職業病の予防及び鑑定制度を倖

¥r.すべきである。

3 過労認定及び職業病制度に対する工傷協

会の助言と意見

(1)過労認定基準
I 過労認定基準を見直すべきである。そのしきい

を引き下げるべきである。

Z 労働委比二ミは、個別過労事案を収集、関連速

する凶体を参集し、異なる職業の労働状況に悶

して研究して、各職業別の過労認定基準を策定

すべきである。

(2)職業病の鑑定

1 職業病の鑑定は、書面審金を廃し、代わりに

而談によって進めるべきである。

2 職業病の鑑定は、労働現場の調査に労働組

合を参l向させるべきで~る。鑑定委員会には、労

働者の代表を含め、また、労働組台や3事者に

出席して説明するよう料請すべきである。

(3)職業病の予防

l 通報権 職業病の通報制度には、市の根の

労働組合、労働組合の連合会、被災労働者凶体

を含め、彼らに職業病医師に対するのと同様に

補助を支給すべきである。

ユ 研究権.労働組合が労働現場において、過

労あるいはそ江他職業病と疑われる事例を発見

した場台には、調査研究を実施するために公的

補助を中請することができる。 国
※英文と中文のテキストを参照して訳向。漢字はで

きるだけ中文に合わせた。 9'f 1の実例が一覧表

で紹介されているが、その '1'には行政救凶を受

けられたものはない。

安全センター育報 2004年 12月号 9



特集/新局面迎えたアスベスト対策 E 

「原則禁止』政令が施行
新局面迎えた石綿対策
「石綿障害予防規則」の制定も提案

古谷杉郎
全国安全センタ 事務局長

2004年10月1日、アスベスト含有製品の製造、輸

入、譲渡、提供または使用を「原則禁止」する、改正

労働安全衛生法施行令が施行された。それに伴っ

て、輸出貿易管理令、特定化学物質等障害予防規

則労働安全衛生規則、建築基準法施行令、建築基

準法関連告示なども改正・施行されている。

わが国のアスベスト対策は、新たな段階を迎えた

と言ってよい。

今(2004)年の9月分までのわが国のアスベスト輸

入量は8，122トンで、前年同期19，067トンの半分以

下。ピークであった1974年の352，110トンと比べる

と、2.3%にまで減少したことになる。2000年に初め

て10万トンを害リってから、2001年79，463トン、2002

年43，390トン、2003年24，653トンと減ってきている。

問題は、来(2005)年、この数字がどうなるかであ

り、しっかり監視してし〈必要がある。

本誌では再三指摘してきたように、日本の「原則

禁止」措置の規定の仕方はきわめて不十分であり、

「全面禁止」に向けた課題は残っている。

昨年10月の労働安全衛生法施行令が改正され

てからの1年間、厚生労働省が何をしてきたのか。

今回、情報公開手続等によって入手した資料を、13

~26頁に掲載した。

厚生労働省が、改正政令の周知、関連事業者の
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把握、無石綿製品への生産転換、在庫品を残さな

い、経過措置期間中に駆け込み増産をしない、等

の指導等を行ってきたことはうかがえる。

これらを見ると、「現在わが国で製造されている石

綿含有建材は、すべて禁止対象製品のいずれか

に含まれる」と、再三、言明してきたことがわかる。

にもかかわらず、「無石綿J等と表示されて堂々と

販売されていた「左官用モルタル混和材」に、実はか

なりのアスベストが含有していることが判明し、厚生

労働省は、この事実を今年7月に公表した。しかし、

そこでは、「左官用モルタル温和材」は禁止対象製

品のいずれにも該当しないので、10月1日以降も、特

化則に基づく措置を講じていれば、使用等し続ける

ことがでさることとされている(関係文書は10月号に

掲載したので、今号では載せていなしゅ。

ちなみに、厚生労働省の担当者も、「左官用モル

タル混和材Jが、「国民の安全確保等の観点から石

綿の使用が不可欠、あるいは、技術的に代替化が

不可能な石綿含有製品jと考えていないことは、確

認している。労働安全衛生法施行令改正に先立つ

調査から漏れていたために、このようなお粗末な結

果になったのである。私たちが要求してきたように、

同令で、すべての石綿含有建材を禁止すると規定

しておけば、こうはならなかった。



厚や労働省の説明では、禁止の対象カら外れる

のは、①ジョイントシート・シール材③耐熱・電機

絶縁板、～石綿布、石綿糸等、の 3種類の石綿含

有製品江みのはずであった。「六三官川モルタル混和

材」以外にも、この 3種類の製品区分に該当しない

にもかかわらず、祭 l上の対象とされない石綿含有

製品が印式存在している可能刊を再定しき才V立l,¥
このr3種類の石綿含イl製品以外の有綿含イJ製品

の使用等を主主 l上する」と規定していれば、そのような

心配をすることも、「た官川モルタル混和材」を見逃

すこともなかったのである。

「石綿布、石綿糸等」については、「これらの製 l日

はシール材等として使川されるか、ー'/1く的にシール

材等に加工されることから、シール材等の代啓可能

性に連動すると考えられる」と、説明されてきた。こ

れに対して、私たちは、七綿布が溶接の火受けとし

て用Lめれたり、石綿子)プがガラス工芸になど、手ー

ル材以外に多様に使用されている現実を把搾・直

視すべきであると主張した。

私たちの指揃を受けたからかどうかはわからない

が、厚生労働省は、「石綿紡織 1]'1の使用に係る健

康障需防止対策の徹底について」、通知している。

しかし、通知の '1'でも示してしだような健炭被告発生

の実例が多数あり、 lr玉|民の安全候保等の観点か

ら｛J綿の使川が不可欠、あるいは、技術的に代替

化が不可能な石綿含イl製品」で毛ない用途への「有

綿布、石綿糸等JO:使用等は、やはり速やかに祭 IC
されるべきものである。

これも禁止のf士山のまずさの問題であるが、そも

そも製品でしばりをかけて禁止してい  ζの

で、原料石綿の輸入・使用等に閣しでは、

何ら規制がかからない 11組みである。再ニ

指摘しているように、「例外として使 JIJの継

続を認める製品用途以外のアスベストの

使用等を全て栄 IcJするとととそが、「原則

禁止」の本来のあるべき姿である。

なお、 2004 年 3月30 円付け基安化発第

03 30 00 1号によって、厚生労働省は関係団

体に対して、｛J綿子ミ有製品の代替化計画

等の提山を求めている。提出期限は 2004

年日月 31日とされ、「提,'1",いたたU た資料は

原則公閣の扱いを予定しています」とことわってい

る。機会あるごとにいつ粘栄を公表するのか問い

台わせているが、いずれ何らかのかたちでは公表

さオlるものと ιlわ才1る。

)j 、アスベスト問題について考える会の大内加

寿子さんが、「石綿の代替化等検討委 H会」の関係

資料を情報公閣請求によって開不させており、全

7回の議事要情はすでにホームベジ上で公開さ

れている (http://park3 .wa kwak.com( hcpafi 1/)。な

お、大内さんは、 2003 年 4・5月に厚十労働省が行っ

た円本のアスベスト禁止の MIについての外国関

係者カミらの4E見聴取の概要と、カナダ清ら提 l引され

た意見等も入手して、ホームページ|で公閣してマ三

さっている。

それらの資料を検討するととによって、わが同に

おける代替化の進展について、さらに判明するも

のと思われる。「全面禁止」の五羽まで、監杭を緩め

るわけにはいかない。

厚恒労働省はまた、作業環境測定評価基準-管

理濃度を改在して、 2αJ5 年 4月 lF 1カ泊施行する)j

針を公表し、すでにパブリック・コメント手続も終了し

ている。

今回の提案は、 2 2物質について、作業環境測定

の結果の詐価に用いる管理濃度を変更・設定する
3 というものだが、｛J綿についても、現行の 2f!cm か

ら0. 15f/ c m3に引き下げることが提案されている。

これは「管理濃度等検討会切符占 J(http://www

rnhlw.go. jp/shing i! 2(旧4/C町正809-1d.h釦11)を踏まえ

たものであるが、この検討会の検討経過・内存は、
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できればあらためて吟味する必 l止があると考えて

いる(http://www.mhlw.go.ip/shingijother.html

的 o u d o u ) 。とりわけ、とれ以卜ならば安全という悶

値のない発がん物質等に係る管理濃度を設定す

るに当たっての考え )jの問題が重要である。

検討会の議論の中では、いったんは「日本虚業

衛小学会により『過剰充がん乍流リスクレベル』が

提示された物質の管理濃度について」という文書が

つくられてみたり、「発がん物質に関しての算,'1iする

11寺の考え方というもじとを、報告書の中に盛り込んで、

極力誤解を招かないように、 ;PJえ )jはこうLめ考え

で作りましたというととは、記録に残したい」と事務方

(環境改善室長)が発言していたりするのだが、結局、

報告書には全く盛り込まれていないのである。

背京には、石綿について 0.15f/cm'という、日本

産業衛恒学会の「過剰j発がん小沢リスクレベル

m' に相当する評価il古」と同じ数怖になったことをもっ

て、労働者 l β 0 0人出たり1人0:犠牲(過剰発がん) 

を許容するモのと理解されることは凶るという心情が

あるようだ。 )jで、現実には、閣怖のない発がん

物質についても、管理濃度を超えないように管聞す

れば安全=健康被需はやじない、と受けl収ってい

る場合が多いであろう。

石綿対策全|玉|連絡会議は、以トの 3点を,ê~見と

して提出した (29~30n参照J。

C［) 安全レベルではないことを周知徹底、 層の

引き下げを指導すること

② { i綿に閲する管理濃度を0.15f! crぜではなく

。lf/cm3とすξ こと

③石綿に係る屋外作向け牒境管理対策を修立

すること

さらに厚生労働省は、「アスベスト対策の充実強

化に向け、 2 5年ぶりに健康障害防止のための省令

を新たに制定へ」とうたって、充がん物質対策を規

定した特化別カミら独立させて、新たに「石綿障百予

防規則」を制定する古|回を発表した。新規則の施行

は、 2 0 0 4年7月H Jか比予定されている。

アスベストの「原則禁止」という新たな局面を踏ま

えた、しかも今後のアスベスト対策の重要性を明確

にするものとして、歓迎したい。

ただし、同規則案要綱が、石綿を吹き付ける作業

を禁止する提案を含んでいξ二とは、改正労働安全

衛生法施行令による「原則禁止」措置が、最悪の曝

露形態で主る石綿吹き付けを祭I上していなかったと

いう事実を、あらためて際¥r:たせる。吹き付け{J綿

は、 2005 年7月l円まで禁止されないわけである。

それ以外の「石綿障害予防規則五要綱」の内容

は、今後のH本のアスベスト対策の有効 flをホ右

する重要なものである。

石綿対策全国連絡会議では、 28項Uにのぼる志

見を提出している (35~37n参照)。率直に言って、

関係者が［!l界会議の準備に追われてL沼という状

況モあって、関係団体・関係者の問で|分な検討が

行われているとは言い難い由もある。ぜひ、広範な

議論を期待したい。

本誌ができあがる頃には、その 2004年世界アス

ベスト東京会議 (GAC2004)が閣催されていξこと

だろう。幸い［!t界会議に対する閣心は高く、 40か国

近くか3の 120名以上の海外参加斉を初めとして、

すでに500 名を超す方々が参加の登録を行ってい

る。アスベスト被災者とその家族、労働者、巾民、医

晴、弁護士、研究青、行政関係者、政策立案者等々、

顔ぶれも実に多彩である。

発表数は約 150 、アスベスト問題の様々な側面を

網羅していると育ってよい。すでに祭I上導入カも長

年経過してL渇圃も、まさに「原則禁止」を存入した

ばかりの円本も、いまだアスベストの使用量が増え

続けているアジア等の諸|玉|にとっても、解決してい

かなければならない課題は共通してL渇。大きな柱

だてて百えば、 CD全面禁止の早期実現、②将来の

健康被害対策、③既存アスベスト対策、④海外移

転の阻止と地球規模での禁止、ということになろうか。

目界会議は、文子どがフ、国際的・学際的なオー

ブ戸ン・フォーラム、ビ、ソグ・イベン卜になりそうな予感

がしている。 10月 HJの rJ京則禁止」実施と11月19~

21円の東京会議が、円本の今後のアスベスト対策

を前進させるとともに、アジアと↑世界に大きな貢献が

できるよう最菩の努 )Jを尽くしたい。

アスベストのない円本・アジアと目界に向けて、

Togcthcr for thc Fulurc !J(GAC2004メイン町内 

テーマ) 魁よ岨
(写実は日月の被災者・家族の会の厚労省交渉)

12 安全センター情報2Cコ4年 12月号

http://www.mhlw.go.ip/shingijother.html


「原則禁土」政令改正から施行まで
基発第1030007号
平成15年10月30日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

労働安全衛生法施行令の一部を 改正する政令の施行について

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令(平成15 
年政令第457号)が平成15年10月16日に公布され、平 
成16年10月1日から施行されることとされたところであ 
るが、その改正の趣旨、内容等については、下記のとお 
りであるので、その施行に遺憾なきを期されたい。

記
1改正の趣旨
石綿のうちアモサイト(茶石綿)及びクロシドライト(青石 

綿)については、平成7年政令第9号による労働安全衛生 
法施行令第16条の改正により、その製造、輸入、譲渡、 
提供又は使用(以下「製造等」という。)が禁止されている 
が、近年,その他の石綿についても代替品の開発が進ん 
できていること等を踏まえ、国民の安全確保等の観点から 
石綿の使用が不可欠なものではなく、かつ、技術的に代 
替化が可能な石綿含有製品について、その製造等を禁止 
するものである。
2 改正の要点
(1) 石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)を含有す 

る石綿セメント円筒、押出成形セメント板、住宅屋根用 
化粧スレート、繊維強化セメント板、窯業系サイディング、 
クラッチフェーンング、クラッチライニング、ブレーキパッ 
ド、ブレーキライニング及び接着剤(以下「石綿セメント 
円筒等」という。)の製造等を禁止すること(第16条及び 
別表第8の2関係)。

(2) この政令は平成16年10月1日から施行すること(附 
則第1条関係)。

(3) 平成16年10月1日前に製造され、又は輸入された

石綿セメント円筒等については、労働安全衛生法第55 
条の規定は適用しないこと⑽則第2条第1項関係)。 

⑷ 平成16年10月1日において現に石綿セメント円筒 
等を試験研究のために製造し、又は使用している者に 
ついては、平成16年12月31日までの間は、改正後の 
労働安全衛生法施行令第16条第2項の要件に該当し 
ない場合にも、当該石綿セメント円筒等を製造し、又は 
使用することができること(附則第2条第2項関係)。
3細部事項
⑴ 石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)には、クリ 

ソタイル(白石綿)、アンソフィライト、トレモライト及びア 
クチノライトが含まれること。

⑵ 石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)をその重 
量の1%を超えて含有する石綿セメント円筒等の製造等 
が禁止されるものであり、すべての石綿セメント円筒等 
の製造等が禁止されるものではないことに留意するこ 
と。

なお、石綿セメント円筒等以外の石綿を含有する製
品については、従前のとおりとすること。

(3)石綿セメント円筒は、石綿及びセメントを主原料とし 
て製造される円筒で、主に煙突として用いられるほか、 
地下埋設ケーブル保護管、臭気抜き、温泉の送場管、 
排水管等にも用いられるものであること。

⑷押出成形セメント板は、セメント、ケイ酸質原料及び 
繊維質原料を主原料として高温•高圧下で空洞を持つ 
板状に押出成形し、硬化させたものであり、主に建築 
物の非耐力外壁又は間仕切壁等に用いられるもので 
あること。

(5) 住宅屋根用化粧スレートは、セメント、ケイ酸質原料、 
混和材料等を主原料とし加圧成形されたものであり、 
主に、住宅屋根に張られた板の上にふく化粧板として 
用いられるものであること。

(6) 繊維強化セメント板は、セメント、石灰質原料、パーラ 
イト、ケイ酸質原料、スラグ及び石膏を主原料とし、繊 
維等を加え成形させたものであり、主に、工場等の建 
築物の屋根や外壁に用いられるものであること。

⑺窯業系サイディングは、セメント質原料及び繊維質原 
料を主原料とし、板状に成形し、硬化させたものであり、 
主に、建築物の外裝に用いられるものであること。 

⑻クラッチフェーシングは、クラッチデイスクの円板面又 
は円筒端面にはり付けて使用される摩擦材部品であり、
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主に、クラッチディスクとフライホイールの間に配置さ 
れ、駆動力の伝達を制御するものとして用いられるもの 
であること。

(9) クラッチライニングは、クラッチシューの円周面には 
り付けて使用される摩擦材部品であり、主に、クラッチ 
シューとクラッチドラムの間に配置され、駆動力の伝達 
を制御するものとして用いられるものであること。

(10) ブレーキパッドは、キャリパーに取り付けて使用され 
る摩擦材部品であり、主に、ディスクローターをその両 
側からはさみ込むことで制動力を発生させるものとして 
用いられるものであること。

(11) ブレーキライニングは、ブレーキシューの円周面に 
はり付けて使用される摩擦材部品であり、主に、外側 
に広がることでブレーキドラムの内側との摩擦により制 
動力を発生させるものとして用いられるものであること。

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令
内閣は、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第55 

条及び第113条の規定に基づき、この政令を制定する。 
労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号)の一 

部を次のように改正する。
第16条第1項中第10号を第11号とし、第9号を第10 

号とし、第8号の次に次の一号を加える。
9石綿(第4号及び第5号に掲げる物を除く。以下この 
号において同じ。)を含有する别表第8の2に掲げる製 
品で、その含有する石綿の重量が当該製品の重量の 
1パーセントを超えるもの
別表第8の次に次の一表を加える。

別表第8の2石綿を含有する製品(第16条関係)
1石綿セメント円筒
2押出成形セメント板
3住宅屋根用化粧スレ-卜
4繊維強化セメント板
5窯業系サイディング
6 クラッチフェーシング
7クラッチライニング
8ブレーキパッド
9 ブレーキライニング
10接着剤
附則

(施行期日)
第1条 この政令は、平成16年10月1日から施行する。 
(石綿含有製品に係る製造等の禁止に関する経過措置) 
第2条 改正後の労働安全衛生法施行令(次項におい

て「新令」という。)第16条第1項第号に掲げる物(次項
において「石綿含有製品」という。)で、この政令の施行 
の日(次項において「施行日」という。)前に製造され、 
又は輸入されたものについては、労働安全衛生法第55
条の規定は適用しない。
2施行日において現に石綿含有製品を試験研究のた 

めに製造し、又は使用している者は、平成16年12月31 
日までの間は、新令第16条第2項の要件に該当しない 
場合においても、当該石綿含有製品を製造し、又は使 
用することができる。

(輸出貿易管理令の一部改正)
第3条 輸出貿易管理令((昭和24年政令第378号)の 
一部を次のように改正する。
別表第2の21の2の項⑵中「第10号」を「第RTTl 

11号」に改める。 _

基発第1119004号
平成15年11月19B 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

改正労働安全衛生法 
施行令の周知について

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令(平成15 
年政令第457号。以下「改正政令」という。)が本年10月 
16日に公布され、その主な内容については、平成15年 
10月30 0付け基発第1030007号「労働安全衛生法施行 
令の一部を改正する政令の施行について」(以下「施行通 
達」という。［前掲］)により指示したところであるが、改正 
政令の施行に当たっては、関係事業者等に事前に十分 
に周知を図り、円滑な施行に向けて万全を期すことが重 
要である。

このため、標記について下記によることとするので、そ 
の実施に遺憾なきを期されたい。

記
1改正政令の周知に当たっての基本的な対応

(1)改正政令は、令別表第8の2に掲げる石綿セメント円 
筒等の石綿含有製品(以下「石綿セメント円筒等」とい 
う。)について、その製造、輸入、譲渡、提供及び使用を 
禁止するものであることから、その適正な履行を確保す 
るためには、石綿セメント円筒等の製造者、輸入者、販
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売者及び使用者に対し改正政令の施行前に十分な周

知を図ることが必要である。

このため、可能な限り多くのこれぞの事業者腎を対

象として改正政令の内容について確実な措置が|航れ

るよう周知を図ること。

(2)次に小すところにより積極的な周畑活動を展開する

とと。

ア改正政令の施行はヰb H 6年 10月HJ とされている

が、石綿セメント円筒守の製造者においては、無石綿

製品への転換のための技術開発、実証試験の実施、

製造設備の変更等のために相当の期間を要する場合

が庇ること、また、石綿セメント円筒舎の使用者におい

ても、使用状 1][の把握、設計、イ十様等の変更、実証試

験の実胞等のために相「の期間を要する場合毛ある

ことカ仏できるだけ速やかに集中的な周知を行うこと。

イ周知手法や同知対象となる事業育団体等の状1][に
応じて、都道肘県労働局(以下「局」むち。)及び労働

基準監督署(以下「署」という。)の役割分担、実施時期|

等を明確化した卜で、効果民な!吋知市動に努止と三 ι

2 周知に当たって留意すべき事項

周加に当たっては、事業者等に対し、施行通達により

示された改正の趣旨・内容について、次に示す事項にも

留丘の上、止確な理解が得られるよう十分に説明する二

と。

(1)石綿の種類における使用状況lこついて

む綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)のうち、アン

ソブィライト、トレモライト及びアケチノライN立、鉱物学にノド

純物として含まれξ 三とが左るもので、我が|川の産業界で

は使同されていないものであり、 I見i'T:I'生同されているむ綿

のほとんどすべてはクリソタイル(白石綿)であること。

(2)別表第8の 2に掲げる製品について

I見肯我が国で製造されているむ綿斤有建材は、すべて

別表第Rの2第 l片から第 5片のいずオかに含まれるも

のであり、また、ブレーキ又はクラッチに用いられる石制 11

7T有陛擦材は、すべて第 6号カら治 9号のいずれかに fT
まれるものであること。万 、これらの製品に該当しない

と思われる石刺 1I含右建材等を製造又は輸入しているとと

を把保した場合は、木也化学物質調査課あて連絡するこ

と。

「作宅屋根用化相土スi一卜」には、件宅屋根用化粧石綿

スレート、住宅用根ふさ崩心綿スレート等の名称もiJ6るこ

と。

「繊維強化セメント板」は、波形スレート、スLートボード、

パーライト板、けい椴カルシウム板、スラグせっこう板等の

総称であること。

「窯業系サイデイシグ」には、 f午宅外!乱用石市1Iセメント卜

見抜・*JH抜、石料セメントサイディシグ等のずI称協'"と

と。

号JI表第日切 2第 6月均、ら第9月までの摩探材製品は、向

苦手J車に用 Lもれる｛也、クレーン、コンベア等の産業機械等

に同いられること。
(3)石綿セメント円筒等製造事業者に対する周知等

管内に刻する建材、自動車部品(摩擦材)、接着剤製造

事業苫における円筒等の製造状況の把搾に努め、これ

らの製品が製造されていることを但握した場合は、改了下

政令の内容を同知し、適切に生並転換を進め、施行口ま

でにi ' T :庫品を伐さないようにすること等の指導を行うこと。

なヰ主無石綿製品へ¢転換までの聞に干lt申告も有製品を

製造又は取り扱う場台においては、特定化学物質等障害

予防規則J(昭和47年労働省令第39号」以下「特化民IJJと

いう。)手に基づくぱく露防止対前正故底を図ること。

(4)石綿セメント円筒等使用事業者に対する周知等

建材については、それを使用するム務庖等の建設事業

者等、また、摩擦村に-)いては自動時整備事業者手の中

小零細な事業者へのきめの細かい同知に努める三と。

なオネ無｛j綿製品へ江血、換までの聞にむ綿~有製品を

取り扱う場合においては、特化則守に基づくばく露防止

対策の徹底をド|ること。

3 具体的な取組

(1) リフレッ卜の活用

各同署あてに配布する周知用のリーフレットを前用し、

以下の各種行政で法を積制的に反問し、改止内容の周

知に努めること。

(2)周知のための各種行政手法

ア広報活動

広報活動については、改了日立??の施行を所掌する部

署と広報担当部署との辿携により、創意て夫を凝らし

た効果的な取組を行うこと。

具体的には、以下のような取組が考えられること。

(ア)事業主団体、都道府県労働長準協会、労働災当

防止凶休地)j支市等が発行宇る機関紙誌等を通じ

た広報

(作地方公共団体が発行する広報紙・誌等釘目じた広

報
(ウ)建設専門紙幣地元報道椛闘を通じた広報

位 jホームページを前用した広報

なお、本省においては、別耐えにより関係事業昌凶休

等及び建設専門紙に対し、周畑守年を要請したところで

ある。

イ 集団指導、説明会等の実施

必要に応じ、建設事業者等に対すξ集同指導説明

会等を実施するとともに、他の事頃について実施する
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特集/新局面迎^:アスベスト対策
集団指導や事業主団体等の会議、会合の場など、多数 
の事業者が參集する機会を積極的に活用し、効率的、 
効果的に周知を図ること。

さらに、労働安全衛生コンサルタント、社会保険労務 
士、労災防止指導員等の事業場を指導する者に対し改 
正内容を周知し、これらの者による関係事業場への周 
知、指導等が可能となるようにすることにも配意するこ 
と。
ウ監督指導■個別指導時における対応
以下のような事業者の監督指導•個別指導時におい 

ては、石綿セメント円筒等の製造、使用状況等の把握 
に努めるとともに、リーフレット等を活用し事業主等に 
改正政令の周知を図ること。
(ア)建材•自動車部品(摩擦材)•接着剤製造事業者
(イ)建設事業者
(ウ)建材販売事業者
(ェ)自動車整備事業者
ェ窓□における対応
⑺局及び署においては、リーフレットを窓口の見や 

すい場所に備え置くこと。
(イ)建設工事等に係る計画届の受付時等において、

必要に応じリーフレットを活用して改正政令の周知 
に努めること。

(ウ)改正政令に対する事業主等からの相談があった 
場合には、リーフレットを活用し、十分な説明を行うこ 
と。
才関係行政機関に対する協力依頼
地方公共団体、事業主団体、建設工事発注機関等 

に対し、周知について協力を依頼すること。
なお、本省より国土交通省に対し、建築基準法(昭和 

25年法律第101号)に基づく建築確認を行う地方自治 
体建築部局への改正政令の周知リーフレットの備え置 
きについて協力を依頼しているところである。局署にお 
いても必要に応じ、当該部局との連携、協力を図ること。 
力局及び署の各部署の連携
局及び署の各部署が連携することにより、例えば、 

改正政令の周知を担当する部署以外の部署において 
実施する集団指導、説明会等の場を利用して改正政令 
の説明を行う等、効率的な周知を図ること。

別添1一基発第1119005号(後掲)
別添2—基発第1119006号(後掲)

基発第1119005号
平成15年11月19B 

別紙の関係団体の長殿
厚生労働省労働基準局長

石綿含有製品の製造等禁止に係 る労働安全衛生法施行令の改正 について

日頃から労働安全衛生行政の推進に格段の御協力を 
賜り厚くお礼申し上げます。

さて、石綿はその粉じんを吸入することにより、労働者 
等に肺がん、悪性中皮腫、石綿肺等の重篤な健康障害を 
もたらすものであることから、当省におきましては、平成7 
年に石綿のうち特に有害性の高いアモサイト及びクロシド 
ライトについてその使用等を禁止したところです。その後、 
クリソタイル等のその他の種類の石綿についても、近年、 
他の材料への代替化が進んできたこと等を踏まえ、石綿 
を含有する製品のうち国民の安全確保等の観点からその 
使用がやむを得ないものを除き、その製造等を禁止する

ことを内容どrる、学識経験者による検討結果を得て、平 
成15年10月16日公布の「労働安全衛生法施行令の一 
部を改正する政令」(平成15年政令第457号)により,建 
材、ブレーキ等の摩擦材及び接着剤の製造等を禁止する 
こととしたところです。

つきましては、貴団体におかれましても、この趣旨を御 
理解いただくとともに、下記に留意の上、傘下会員事業 
場等に対する通知、広報誌等への掲載、会員事業場等の 
取組の進渉状況の把握等により、本改正内容の周知徹 
底に御協力を賜りますようお願いいたします。

記
1メーカー及びメーカー団体に係る措置
製造等が禁止される製品を製造しているメーカーは、無 

石綿製品への生産転換を進める等により、施行日までに 
在庫品を残さないようにすること。また、経過措置を利用 
して施行日後に製造等禁止製品を販売することを目的と 
して、施行日前にこれらの製品を駆け込みで増産するよ 
うなことがないようにすること。

メ ーカー団体においては、会員事業場等の取組の状況 
を適宜把握するとともに、無石綿製品への生産転換のた 
めの技術情報の収集•提供その他必要な援助に努めるこ 
と。

なお、無石綿製品への転換までの間に石綿含有製品を 
製造又は取り扱う場合においては、特定化学物質等障害
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予防規則(昭和47年労働省令第39号。以下「特化則」と 
いう。)等に基づくばく露防止対策の徹底を図ること。
2ユーザー及びユーザー団体に係る措置
製造等が禁止される製品を使用している又は使用して 

いる可能性のあるユーザーは、使用している製品中の石 
綿含有製品の有無を確認し、石綿含有製品を使用してい 
る場合は、今後新たに導入する製品については無石綿製 
品に転換すること。

ユーザー団体においては、会員事業場等の取組の状 
況を適宜把握するとどbに、技術情報の収集•提供その 
他必要な援助に努めること。

なお、無石綿製品への転換までの間に石綿含有製品を 
取り扱う場合においては、特化則等に基づくばく露rTji 
防止対策の徹底を図ること。 _
別紙一周知依頼団体一覧
1災防団体(6)中央労働災害防止協会/建設業労働災害防止協会/ 林業•木材製造業労働災害防止協会/陸上貨物運送事 業労働災害防止協会/鉱業労働災害防止協会/港湾貨 物運送事業労働災害防止協会2安全衛生団体等(14)

(財)安全衛生技術試験協会/ (I才)産業医学振興財団 
/(社)産業安全技術協会/(社)日本作業環境測定協会 
/(社)全国労働衛生団体連合会/(社)日本クレーン協 
会/(社)日本ボイラ協会/(社)ボイラ•クレーン安全協会 
/(社)建設荷役車両安全技術協会/(社)日本保安用品 
協会/®:)日本労働安全衛生コンサルタント会/全国社 
会保険労務士会連合会/労働福祉事業団/(社)日本化 
学物質安全•情報センター
3アンケート調査対象及びヒアリング対象団体(29)
(1) メーカー団体(11)
押出成形セメント板(ECP)協会/セメントファイバーボー 

ドエ業組合/せんい強化セメント板協会/全国石綿スレー 
卜協同組合連合会(社)日本建築材料協会(社)日本 
自動草部品エ業会/(社)日本石綿協会/(社)日本接着 
剤工業会/(社)日本塗料工業会/日本窯業外装材協会 
/大阪石綿紡織工業会
(2) ユーザー団体(18)

① 建材関係⑺(社)建築業協会/ (社)住宅生産団体連合会/ (社) 全国建設業協会/ (社)全国中小建築エ事業団体連合 会/(社)日本建築士会連合会/(社)日本鉄道建設業 協会/全国建設労働組合総連合
② 非建材関係(11)
石油連盟/電気事業連合会/(社)日本エレベータ

協会/ (社)日本化学工業協会(社)日本航空宇宙エ 
業会/(社)日本自動車工業会 世)日本舟艇工業会 
/(社)日本造船工業会/(社)日本中小型造船工業会 
/(社)日本舶用エ業会/(社)日本産業車両協会
4建設関係団体等(18)

(財)建設業振興基金/ (社)プレハブ建築協会/ (社) 
建設産業専門団体連合会/ (社)全国中小建設業協会/ 
(社)日本建設業団体連合会/(社)日本土木工業協会/ 
(社)日本道路建設業協会/(社)全国建設産業団体連合 
会/全国建設業共同組合連合会/全国建設産業協会/ 
(社)日本建築学会/(社)日本電力建設業協会/住宅リ 
フォーム推進協議会/ (社)日本ビルヂング協会連合会 
/(社)不動産協会/(社)日本建築士事務所協会連合会 
/ (社)日本建築家協会/ (社)全日本建築士会
5その他業界団体(23)

(社)セメント協会/ (社)全国建築コンクリートブロックエ 
業会/ (社)全日本トラッグ協会/ (社)日本機械工業連合 
会/(社)日本建設機械化協会/(社)日本建設機械工業 
会/(社)日本自動車整備振興会連合会/(社)日本倉庫 
協会/(社)日本鉄鋼連盟/(社)日本民営鉄道協会/日 
本鉄道車輛工業会/普通鋼電炉エ業会/(社)日本産業 
機械工業会/ (社)全国建設機械器具リース業協会/化 
成品エ業協会/石油化学工業協会/日本無機楽品協会 
/関西化学工業協会/(社)日本化学会/(社)日本DIY 
協会/(社)日本電機エ業会/(社)日本建材産業協会/ 
日本鉱業協会
6労使団体(2)

(社)日本経済団体連合会/日本労働組合総連合会

基発第1119006号 
平成15年11月19日 

別紙の建設専門紙の長殿
厚生労働省労働基準局長

石綿含有製品の製造等禁止に係 る労働安全衛生法施行令の改正 について

日頃から労働安全衛生対策の推進に格段の御協力を 
賜り厚くお礼申し上げます。

さて、石綿はその粉じんを吸入することにより、労働者 
等に肺がん、悪性中皮腫、石綿肺等の重篤な健康障害を 
もたらすものであることから、平成7年に石綿のうち特に

安全センター情報2004年12月号 17



特集/新局面迎^:アスベスト対策
有害性の高いアモサイト及びクロシドライトについてその 
使用等を禁止したところです。クリソタイル等のその他の 
種類の石綿についても、近年代替化が進んできたこと等 
を踏まえ、石綿を含有する製品のうち国民の安全等の観 
点からその使用がやむを得ないものを除き、その製造等 
を禁止することとして検討を行ってきたところですが、平成 
15年10月16日に公布された「労働安全衛生法施行令の 
一部を改正する政令」(平成15年政令第457号)により、 
石綿を含有する建材、ブレーキ等の摩擦材及び接着剤の 
製造等が禁止されることとなったところです。

つきましては、貴紙におかれましても、この趣旨を御理 
解いただくとともに、本改正内容の周知、徹底に御協力 
を賜りますようお願いいたします。

別紙
【労政記者クラブ会員】
(株)日刊建設産業新聞社/(株)日刊建設工業新聞社/ 
(株)建通新聞社

基安化発第1119001号 
平成15年11月19日 

«関係団体の長» 厚生労働省労働基準局 安全衛生部化学物質調査課長

石綿含有製品の製造等禁止に 係る労働安全衛生法施行令改正 の周知について

日頃から化学物質等による労働者への健康障害の防 
止に多大なる御協力を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、平成15年11月19日付け基発第1119005号「石 
綿含有製品の製造等禁止に係る労働安全衛生法施行令 
の改正について」により、当該改正政令の内容の周知等 
をお願いしているところですが、御参考までに広報誌等へ 
掲載する場合のサンプルを添付いたしますので、必要に 
応じ御活用いただければ幸甚に存じます。

なお、広報用リーフレットにつきましては、別途送付い 
たします。必要があれば在庫部数の範囲内で余部を送付 
いたしますので、以下までご連絡ください

厚生労働省労働基準局安全衛生部 
化学物質調査課調査班 

TEL： 03-3502-6756

FAX： 03-3502-1598

周知依頼団体一覧［省略一前掲平成15年基発第1119005
号号別紙記載の団体と同一］

サンプル1

改正労働安全衛生法施行令の概要
石綿含有製品の製造等を禁止するため、労働安全衛 

生法施行令が改正され、平成16年10月1日に施行され 
ることとなりました。
1改正の概要
石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)をその重量 

の1パーセン！^超えて含有する以下の製品の製造、輸入、 
譲渡、提供又は使用が禁止となります。(第16条及び別 
表第8の2関係)

① 石綿セメント円筒
② 押出成形セメント板
③ 住宅屋根用化粧スレート
④ 繊維強イヒセメント板
⑤ 窯業系サイディング
⑥ クラッチフェーシング
⑦ クラッチライニング
⑧ ブレーキパッド
⑨ ブレーキライニング
⑩ 接着剤
2留意事項
(1)施行日前に製造され、又は輸入された製品は、改正 
政令は適用されません。

⑵ 試験研究目的の場合に限り、都道府県労働局長の 
許可を受けることを条件に石綿含有製品の製造、輸入 
又は使用ができますが、譲渡、提供はできません。

(3)石綿を含有しない①〜⑩の製品が禁止されるもので 
はありません。

⑷石綿を含有する建材は①〜⑤のいずれかに該当し、 
石綿を含有するクラッチ又はブレーキに用いられる石 
綿を含有する摩擦材は、⑥〜⑨のいずれかに該当しま 
す。
詳しくは、最寄りの都道府県労働局又は労働基準監督 

署までお問い合わせ下さい。

サンプル2

改正労働安全衛生法施行令の概要
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製造等が禁止される有害物として石刺li含布製旧仰うち

10品目を追加する「労働安全衛牛法施行令の一部を改止

する政令」が、 10JJ 16円に、平成 15イ|政令第457片とし

て公布されました。

具体的な改正江経緯、政令の概要は以下のとオ式)ですロ

なお、同 fTの施行は、平成 16イH O J J1円とされていま 

す。

1 経緯

石綿は、耐熱性、耐腐食性、耐摩耗性舎に優れた材料

ですが、その粉じんを吸入する三とにより、肺がん、悪性

中皮脂、｛J綿肺を発牛させることが明らかになっています。

このような重篤な健康障害を防止する槻点カ応、有綿のう

ち特に右当性の高いアモサイト及びクロシドライトについ

ては、半成7年に労働安全衛牛法施行令指 16条の改止

によりその使用等が禁止されました。

しかし、その仙の種類の石綿(クリリタイ)J,等)につい

ては他の材料による代替が困難であったこと等から、使

用守の禁止までは行わず、特定化学物質守障宮予防規

則において、局所排気法置の設置、呼吸用保護貝の使用

等のはずく長防止対策等による管理の徹底が図られてきま

した。

近年;三れらの石車lt:ついても代位 ITIW)開発が進んでき

ていることを踏まえ、厚中労働省において国民正安全確

保守にとって石綿製品の使用がやむを得なl'ものを除き

原則として使用等を禁止する方向で守門家による検討が

行われていましたが、その結果、代替化が可能であると

された製品について、労働安全衛生法施行台第 16条が

改正され、その使用等が禁止されるとととなりました。

2 改正の概要

(1)禁止される製品

石市li (アモサイト及びクロシドライトを|徐く。 )をその主主量

の1パーセントを超えて fT有する以下に掲げる製品(以下

「石綿含有製品」と l'う。)を製造し、議波し、提供し、又は

便用してはならないとととなりました。(第 16条汝び別表

治8の2関係)

む: 有綿セメント円筒

号ミ 明'l出成形セメント板

③ 住宅開根用化粧スレト

④ 繊維強化セメントほ

co 窯業系サイディシゲ

⑥ ケラ、ノチフェ シンク

:~?) クラソチライニング

⑧ ブレーキパッド

⑨ ブLーキライニング

⑮ 接着剤

(2)経過措置

胞行l J (半成16年10月j l J )円"に製造し、ムくは輸入され

た有綿含有製品については、議j度、提供又は使用の禁止

は適用されませんo(附則第2条第]J頁関係)
(3)誌験研究に係る例外措置

施行円以降であっても、試験研究目的の場合は、労働

安全衛生法施行令第16条第2Jl ' !に則定する都道府県労

働局長の正l可を受ければ｛J綿 fT有製品の製造、輸入正

は使用ができます。

なお、施行口において現に石市lj含有製1] 1企試験研究の

ため製造し、ムくは使用している苫は、この前可がなくても、

石綿含有製品を製造し、又は使用することができます。(附

則第2条第2Jl ' !関係)

ただし、半成 17年1月以降も製造正は使用を継続する

場合は、この) ! II問中に、都道府HlL労働局長の許可を受け

る必要があります。

3 製品について

2 (1)のくD~⑩lまでに掲げた製品のうちを)~⑤までは

建材、⑥~⑨まではブレ一キ等に用Lい、沿られる摩捺t察村
は按着剤と分類されます。

なお、本改了Eによる製造舎の禁止は、これらの製品の

うち石綿を含有する宅仰のみ対象とする宅のであり、製1]1 1
全体を対象とするものではありませんロ

(1) 建材

①石綿セメント円筒

+:に煙突として同1,られていますn

②押出成形セコメント板

主に非耐 )j外壁又は間i十切壁に用い!?Jオlcいます。

③住宅屋根用化粧スレート

主に住宅屋棋に張巴れた板の上に葺く化粧仮として

用いらオ1ています。

④繊維強化セメント板

主に工場予の屋棋や外壁に用 l'られています。

⑤窯業系サイディンゲ

+:に外装に用いられています。

なお、有綿を含有する建材は、この5製品のいずれ

かに該当します。

また、建材として製品となっているものについては、

穴を空ける腎により製品が粉となって飛散する状態と

な巳ない限り、通常、石制11によるばく露の危険はありま

せん。

(2)摩擦材

フレーキ又はクラソチに用いられる石料を含右する摩

擦材は原則として⑥~直 α 1つの製品のいずれカ斗こ波当

します。 出
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特集/新局面迎^:アスベスト対策

基安化発第1119002号 
平成15年11月19B 

国土交通省住宅局建築指導課長殿厚生労働省労働基準局 安全衛生部化学物質調査課長

石綿含有製品の製造等禁止に係 る労働安全衛生法施行令改正の 周知について

当課所掌の施策について日頃御理解と御協力をいた 
だき感謝いたします。さて,石綿はその粉じんを吸入する 
ことにより、労働者等に肺がん、悪性中皮腫、石綿肺等 
の重篤な健康障害をもたらすものであることから,当省に

おきましては、石綿を含有する製品のうち国民の安全確保 
等の観点からその使用がやむを得ないものを除き、その 
製造等を禁止することとし、学識経験者による検討結果 
を踏まえ、平成15年10月16日に公布された「労働安全 
衛生法施行令の一部を改正する省令」(平成15年政令第 
457号)により、石綿を含有する建材、ブレーキ等の摩擦 
材及び接着剤の製造等を禁止することとしたところです。 
この政令の施行期日は平成16年10月1日ですが、禁止 
対象の製品を使用している可能性のある事業者は建設業 
を中心に膨大な数であり、円滑な施行へ向けて、当該措 
置内容の周知徹底と確実な履行を図る必要があるところ 
です。

つきましては、ご多忙の中恐縮ですが、貴職におかれ 
ましてもこの趣旨を御理解いただき、地方公共団体の関 
係部局等に本改正内容の周知用リーフレットを配置する 
ことについて、御協力を賜りますようお願いいたします。
労働安全衛生法施行令の一部改正について(概要)［省 
略］
政令第457号及び新旧対照条文［省略］

基安化発第0120001号 
平成16年1月20日 

都道府県労働局労働基準部労働衛生主務課長殿厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質調査課長
石綿含有製品の製造等禁止に係 る改正労働安全衛生法施行令の 周知における都道府県建築担当 部局等との連携について
石綿含有製品の製造等禁止に係る改正労働安全衛生 

法施行令の周知については、平成15年11月19日付け 
基発第1119004号により指示されたところであるが、今 
般、別添のとおり国土交通省住宅局建築指導課長より各 
都道府県建築担当部局長、各地方整備局建政部長等及 
ぴ指定確認検査機関(国土交通本省指定に限る)の長あ 
て改正労働安全衛生法施行令の周知について協力依頼 
が発出されたところである。ついては、必要に応じ当該部 
局との連携、協力を図られたい。

なお、リーフレットの送付については、1月下旬頃を目途 
としているところである。

別添一平成15年12月25日付国住指第3094号
各都道府県建築担当部局長宛て
国土交通省住宅局建設導課課長

石綿含有製品の製造等禁止に係る 労働安全衛生法施行令改正について (協力依頼)
平成15年10月16日に公布された「労働安全衛生法 

施行令の一部を改正する政令」(平成15年政令第457号) 
により、石綿を含有する建材等の製造等を禁止し、平成 
16年10月1日(以下「施行日」という。)に施行されること 
となりました。

つきましては、別紙の「石綿含有製品の製造等禁止に 
係る労働安全衛生法施行令改正の周知について」(平成 
15年11月19日付け基安化発第1119002号)に示すよう 
に、下記により厚生労働省の担当課で今般の改正に係る 
リーフレットを作成し、同省より貴職あてに送付するとの 
ことですので、建築確認窓口に配置する等ご協力下さい 
ますよう、お願いします。

なお、貴管下特定行政庁及び貴都道府県知事指定の 
指定確認検査機関に対して、貴職よりリーフレットをご送 
付いただくよう、ご協力をお願いします。記
1.リーフレットについて
内容：石綿含有製品の製造等禁止に係る労働安全衛
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生法施行令改正について作成者：厚生労働省(担当：労働基準局安全衛生部 化学物質調査課)状況：現在作成中各都道府県あて送付部数：数百部
2.施行日以降の石綿含有建材の取扱いについて
改正後の労働安全衛生法施行令により、次の建材等 

が、労働安全衛生法第55条に基づき製造、輸入、譲渡、 
提供、使用の禁止対象となります。
対象：次の建材のうち、石綿を重量パーセントで1%以 
上含むもの
｛石綿セメントン円筒、押出成形セメント板、住宅屋根 
用化粧スレート、繊維強化セメント板、窯業系サイディ 
ング｝

なお、施行日前に製造等された建材(在庫品、既設置 
済建材等)については、労働安全衛生法第55条の対象 
となりません(平成15年政令第457号の附則による。)。
労働安全衛生法の運用については、各都道府 

県労働局にお問い合わせください。
※同日付け国住指第3095号各地方整備局建政部長等 
宛て国土交通省住宅局建築指導課課長、国住指第3096 
号指定確認検査機関の長宛て国土交通省住宅局建築 
指導課課長も添付［同じ内容なので省略］

基安化発第0120002号 
平成16年1月20日 

都道府県労働局労働基準部労働衛生主務課長殿厚生労働省労働基準局安全衛生部 化学物質調査課長

石綿代替化に係る相談窓口の 
設置について

石綿含有製品の製造等禁止に係る改正労働安全衛生 
法施行令については、本年10月1日より施行されることと 
なづているが、関係事業場等の円滑な石綿製品の代替化 
を図るため、今般、中央労働災害防止協会に石綿の代替 
化に関して専門的知識を有する相談員による相談窓口を 
設置したところであり、関係事業場等に対し当該相談員 
の周知を図るとともに、その活用の勧奨を図られたい。記

1設置場所：中央労働災害防止協会技術支援部化学 物質管理支援センター内
(亍108-0014東京都港区芝5-35-1)

2相談時間：月曜日〜金曜日午前10時〜午後4時
3連絡先：電話03-3452-3068

FAX 03-3453-3810
電ナメーノレ ishiwata@jisha.or.jp

基安発第〇216003号 
平成16年2月16日 

別紙の関係団体の長殿
厚生労働省労働基準局 

安全衛生部長

石綿紡織品の使用に係る健康 障害防止対策の徹底について

労働災害の防止につきましては、平素から格別の御理 
解、御協力をいただき厚くお礼申し上げます。

さて、石綿は、その繊維を吸入することにより、肺がん、 
中皮腫等の重篤な健康障害を引き起こす有害な物質であ 
り、本年10月1日に施行される改正労働安全衛生法施行 
令において、アモサイト及びクロシ'ドライト以外の石綿につ 
いても、建材等の他の素材への代替化が可能な製品にあっ 
ては使用等が禁止されることとなりますが、石綿紡織品に 
ついては、ジョイントシート•シール材等の代替化が困難な 
製品の原料としても使用されるため、今般の改正におい 
ては禁止の対象とはしておりません。

しかしながら、溶接作業を行う現場等においては、耐火* 
断熱等のため石綿布、石綿被服等の石綿紡織品を使用 
する場合がありますが、これらの使用により石綿粉じん 
を長期間にわたり吸入した複数の作業者が中皮腫等に 
罹患し死亡するという重大な災害が発生しているところで 
す。(参考事例参照)
近年、石綿製品の代替化が進行していることから、石 

綿紡織品を使用している事業場は大幅に減少していると 
ころですが、ごく一部の事業場においては代替化の検討 
もなされないままその使用を継続している事例が認められ 
る状況にあります。これらの事業場にあっては、石綿紡織 
品を使用ている事業者及び労働者が必ずしも石綿の危険 
性を充分認識していないおそれがあり、今後とも同種の 
災害が発生することが危倶されます。

つきましては、石繃こよる健康障害に対しては従来より
安全センター情報2004年12月号21
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|特集/新局面迎えたアスベスト対策 E

特定化学物質等障害子防別則等により対策を講じてきた

ところですが、む綿紡織占占のf生出に当たっては、当該規

則腎に基づく所要の梢置を講ずることはtとより下記の

事J買にも留意をした適切な対策が凶られるよう、員団体会

員各作に対すξこれ!ミの|什容の周知徹底等旭切な指導

をお願いします。

なお、昨年、労働安全衛生法施行令の一部を改正する

政令(政令泊4 5 7号)において、心綿を fT有する製品のう

ち 10品目について製造手を禁止することとなりましたの

で、参考にリーフレットを同よすいたします。

記

1 事業場内の高温帯を取り扱う作業溶段作業守にお

いて耐熱・防火用に使用していξ被服(手袋、作業火、

日"挫 olt等)、シート等に｛J綿紡織品が使同されていない

か1i1t ～.習を行うこと。

2 石刺l紡織rTTIが便用さ才l守口渇場台は、無石制的代位

占占を使用した場合には安全確保よ支障がiI';る場台を

除き、無有綿の代替晶に交換すること。

3 やむを升#ず石仙台有製r' I T在使用す万場台は、労働安

全衛牛法等に基づく措世その他切な健康障害防止対

前を倣低すること。特に以下の事項に留意すること。

(1)石料紡織l日IU)切断、穿孔、破砕等の作業は、特定化

学物質等障害予防規則第38条の目指1項に規定する

石綿守を取り扱う作業に該当するものであることカリ斗

労働背に有効な呼吸用保護貝の使用、作業火等の着

同を徹底させ引まか、著しく凶難な場合を除き当夜｛I綿

紡織品を湿潤なものとすること。

(2)石綿紡識l日lを取り扱う｛ド業には、特定化学物質等作

業主任直fを選任すること。

(3) 常時石綿紡織品を取り扱~)Ttj る労働者及び過去に

取り扱っていた労働青に対し特殊他康診断を実施する

こと。

なヰネ有綿紡織品江縫い合わせ切断守干の作業に常

時従事する労働者には、じん肺法にぷっくじん肺健康

治断の実施も必要で正ること。

(4)石綿紡織品を使用する労働者によ引い有綿江有吉札、

石綿へのばく露を防止するた3加コ作業方法等につい

て安全衛県教育を実肱すること。

(5) 石綿の粉じんが允散する屋内作業場には、著しく困

新なとき、又は臨時の作業を行う場台を除き、発散源を

f子iF耳する設備止は局所有|気装世を設置すること。

(6) 石綿粉じんが堆積するおそれの去る作業床は、争、な

くとも毎日 1回以h水洗により掃除するとと。なお、真

空掃除機は、稼働中捕虻し難い微細なむ綿粉じ!vのJJI
出による作業環境のifl染及び真空加除機内に集じん

した石料粉じん処叫時の汚染が考えられ之、ので、やむ

を得ない時に限り使同することとし、その際除じん効率

の晶いキ) 0 )を用いるとともに真空掃除機内の集じんし 

た｛J綿粉じんの処理時の発じんを防止すること。

(7) 石綿紡織品を取り扱 ～)Tいる作業の近傍に他の作業 

を行う労働者がいる場台には、当該労働青の問接ばく

露を防止するため、作業時間の調整、発散源の隔離、

有効な Ilf岐用保譲具予の使用等必要な梢置を講ずる

」と。

(8) 七綿制l織占占の廃棄に「たっては、それらカミらの発じ

んによるばく露を防止する適切な措置を講ずξこと。

(参考)

災害事例

［注災害事例No、業種・事業概要、職積、核病名発牛

状況等、の順に記載］

No.l 鋼材、各種鉄鋼製品比乙鋼構造物の製造汝乙川

売等

溶J主工胸懐中皮艦、溶J妄工胸膜中皮腫、溶接工

胸膜巾皮腫、桝接一仁胸膜巾皮腫

～～君事業場では、溶接時の断熱のためケリソタイル

を9 0 %含む石綿布を使用しており、昭和 59 イ|に有綿 

の使用を巾止するまで、石市lj什Jをはさみで切り、折り畳

み、時布凶のように敷いていたため、｛J綿粉じんにば

く露したを江と考えられる。阿種作業に従事していた溶

接一日朽のうち、 41',に胸膜巾皮腫が発生したキJのであ

る。

NO.2 建設業

電一仁胸艇中皮腫

建設現場に料、て耐熱耐火用に｛I綿シ｝卜、七綿テー

フ冶曲~J'F':tご巻封、Iける作業及び除去する作業守に従事

し、胸脱巾皮腫に棒思したと思われる。

NO.3 台余鉄製造業

製造職胸膜中皮臆

電気炉シュー卜への石制i111j張り付け作業、ロータリー

キルンフード隙間塞ぎ作業等に従事し、胸膜中皮艇に

躍忠したと思われる。

N o斗輸送用機械器R製造業

時装ム胸膜中皮腕

石綿布守をJ法切りして所定の｛止置に張川、 Iける作

業に従事し、胸膜中皮腫に催思したと思われる。

No.5一知舶製造業

溶J喜工胸膜中皮臆

修繕船の蟻生三品の溶接作業に従軍し、 i官接時の火

受けとして七綿布を使崩していたと忠われる。

NO.6 機械器具製造業

鋳鉄イ十卜肺がん

鋳物溶按同保桐材の取り股い及びボイラー修理作
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業時における石綿含有断熱材に工•鋳物エよりばく露 
したと思われる。

No.7—その他の建設業
配管工：肺がん
溶接作業における石綿布養生等の業務に従事し、

肺がんに罹患したものと思われる。
No. 8—機械器具製造業

機械組立：
肺がん石綿入りグランドパッキンの挿入作業及び石 

綿布を使用した溶接作業に従事し、肺がんに罹_ 
患したものと思われる。
別紙［住所•電話番号省略］

(社)全国鐵構工業協会/(社)日本ボイラ協会/(社) 
日本機械工業連合会/(社)日本造船工業会/(社)日 
本鋳物エ業会/(社)日本鉄鋼連盟/日本鉱業協会/ 
日本鋳鍛鋼会/普通鋼電炉工業会/(社)日本プラン 
トメンテナンス協会

基安発第〇216004号 
平成16年2月16S 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局 

安全衛生部長

石綿紡織品の使用に係る健康 障害防止対策の徹底について

石綿は、その繊維を吸入することにより、肺がん、中皮 
腫等の重篤な健康障害を引き起こす有害な物質であり 、 
本年10月1日に施行される改正労働安全衛生法施行令 
において、アモサイト及びクロシドライト以外の石綿につい 
ても、建材等の他の素材への代替化が可能な製品にあっ 
ては使用等が禁止されることとなるが、石綿紡織品につ 
いては、ジョイントシート•シール材等の代替化が困難な製 
品の原料としても使用されるため、今般の改正において 
は禁止の対象とはされなかったものである。

しかしながら、溶接作業を行う現場等においては、耐火- 
断熱等のため石綿布、石綿被服等の石綿紡織品を使用 
する場合があるが、これらの使用により石綿粉じんを長 
期間にわたり吸入した複数の作業者が中皮腫等に罹患 
し死亡するという重大な災害が発生しているところである。 
(参考事例参照［前掲］)
近年、石綿製品の代替化が進行していることから、石

綿紡織品を使用している事業場は大幅に滅少していると 
ころであるが、ごく一部の事業場においては代替化の検 
討もなされないままその使用を継続している事例が認め 
られる状況にある。これらの事業場にあっては、石綿紡織 
品を使用している事業者及び労働者が必ずしも石綿の危 
険性を充分認識していないおそれがあり、今後とも同種 
の災害が発生することが危慎されている。

ついては、別添1の関係事業者団体等に対して、別添 
2のとおり要請を行ったので了知するとともに、これを踏 
まえ、関係事業場に対する周知、指導等に遺憾なrm 
きを期されたい。 _
別添1一関係事業者団体［前掲別紙と同じ］ 
別添2— ［省略一前掲基安発第〇216003号］

基安発第〇226001号 
平成16年2月26日 

関係団体の長殿
厚生労働省労働基準局拝

安全衛生部長

石綿含有製品の代替化の 
促進について

日頃から労働安全衛生行政の推進に格段の御協力を 
賜り厚く御礼申し上げます。

さて、石綿は、その粉じんを吸入することにより労働者 
に肺がん、悪性中皮腫、石綿肺等の重篤な健康障害をも 
たらすものであることから、平成7年に石綿のうち特に有 
害性の高いアモサイト及びクロシドライトについて、労働安 
全衛生法令によりその使用等が禁止されました。クリソ 
タイル等のその他の種類の石綿についても、近年他の材 
料への代替化が遺んできたこと等を踏まえ、厚生労働省 
におきましては石綿を含有する製品のうち国民の安全等 
の観点からその使用がやむを得ないものを除き、その製 
造等を禁止する方針で検討を行ってきたところですが、平 
成15年10月16日に公布された「労働安全衛生法施行 
令の一部を改正する政令」(平成15年政令第457号。以 
下「改正政令」という。)により、新たに石綿を含有する建 
材、ブレーキ•クラッチ等の摩擦材及び接着剤の製造等 
が禁止されることとなったところであり、平成16年10月1 
日の施行日に向けて、当該措置内容め確実な履行を図る 
こととしているところです。
一方、石綿含有製品のうち、ジョイントシート•シール材、
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耐熱・電気絶縁板等の製品は、主に化学プラント、発電所

等の配管等において使用されるものであり、火災、爆発、

有宮物の耐えい守の災害の防止上、現時点においては、

石市lj含有製品の使用がやむを得ないと認められる宅前が

主る二とから、これE の原材料とモなコている七綿布等を～

め改了王政令におぺは製造舎の禁止の対象とはならj劫、っ

たものですが、石制liによる主主篤な促肢障百のリスケを低減

するためには、現段階で｛J綿を fT有しない製品への代替

が可能である主のはもとより、それ以外の石綿含有製品

についても|川際的な動向も踏まえ、早急に技術開発、実

証試験等を推進し、宥実に無｛J綿製品への代替化を図る

ことが求められており、その円梢な推進のためには貴同

体を始めとする閣係団体及び傘卜事業場等正この問題

に対する御理解と一致した真撃な取組が不可欠ですロ

つきましては、上述の趣情を仰理骨平 IIただき傘下会見

事業揚等に対して、下記について十分な周知をお煩いす

るとともに、会員事業場等の｛J綿 fT有製品の代替化に向

けた取組江督励、代替化の進持状況字削E握守下記の

各頃けに掲げる措置の着実な推進について御I品 Jいた

だきますようお預い市しょげます。

古E

1 各企業における取組

(1) 石綿含有製品の使用状況の把握

製造守が禁止されていない有綿含有製品(耳I陥[に例ノJ~)

を使用している又は使用している可能性のある場台には、

速やかに七綿 fT有製品の使用状況を把揮すξ こと。

(2)代替化の検討

使用する石制li含右製品の無石綿製品へぴ〕代替はJ能性

を検討すること。代替化を看実かっ直面的に促進するた

め、必夏に応じ代替化の対象とする石綿含有製品ごとに

年閣又は数年次の「代首化計画」を作成し、当該計画ω
推進のための担「部署の指止や責任者の指名等を必要

に応じて行う。代替化計問には具体的な目標則聞を設定

し、当該「イ標期間は台科的に短い期間とする三と。また、

正期的に進捗状況のフォローアッフを行うこと。

(3)代替化の実施

① 既存の施設、設備等

代替が可能なものについては、円認製品を使用する

施設、設備、機器等の検宜、修理、改造、更新学の機

会又は当該製11JI 1の点検交換等の機会を担え、着実か

っJ十画的に代替化を図ること。また、現時点で代替化

が困難な石綿含有製品についても、石綿含有製品メー

力ーの無石糾製品の開発等を促し、又はとnlこ協 Jす

るとともに、それ己の製品が使同されている胞説、設備、

械器等の設言|、施工方法の変更守を通じて代替化を園

るととに努めるとと。

② 新設の施設、設備等

新規に導入する施設、設備等については無4綿製

品の使用を前提とした設計及び仕様とするよう努陀る

とと。

2 団体における取組

(1 )会員事業場に対する周知、援助等

会員事業場に才31tる無石料製品への代位化について、

斗液凶休が開催する会合などの機会をとらえてこれを督

励するとともに、関連技術情報の収集及び提供又は会見

事業場。 :肯半10延長約共有化その勉必要な採功等を行う

こと。

(2) 会員事業場Hの代替化の進捗状況の把握と代替化

計画の集約又は策定

会員事業駅〕取組状日を把障のうえ、会員事業場江代

替化言|向の集約又は同体としての代替化言1I町の作成を

行うとと。また、こオ 1による進捗 ｛J~~'7[ について定期的にフォ

口一アッフを行うこと。

(3)メーカー団体等との調整

代主主化計画U片位進に関して、会員事業場から要請があ

る場合等必要に応じ代替製品の開発、実日正試験の実施

舎にC )いてメーカー同体の理解と協力を得るよう働きかけ

をfTうととo

(別紙)
悶

石綿製品の使用例

1 ジョイントシ卜、シル材

発電所、化学一仁場、石j由化学プラ:卜等 J:機密・配管類、

ガス設備、ポイラ一等におけるフランジ、弁、マンホール、

ポンプ守干のケ シンゲ古il舎のガスケy卜、パッキンなど

2 石綿系保温材、断熱材

ボイラー、高掃の機器配管、ロケット、炉等の被覆材、

前め物

3 石綿クロス(布)、石綿ヤーン(ひも)、石綿リボン、石

綿テープ、石綿糸、石綿板、石綿被服等

-溶鉱炉周辺警の機出・配管頼、配線守の保温・耐然、

シー)[_,、電気絶縁

・溶融金属表面のかす取り

・レヤ ロー)～への使用

.I有 接 0) 火玉よけ

-鋳物ム場等での耐熱心綿子袋の使用

4 その他

・石綿粉末のガラス治融炉に才J灯る品Il上のつなぎとして

の使同

-溶解アセチレンガスボンベ内の多孔質物

関係団体
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電気事業連合会/(社)日本電機エ業会/(社)日本化学 
工業協会/石油化学工業協会/石油連盟/(社)日本ガ 
ス協会/(社)日本エルピーガZ連合会/(社)全国エルピー 
ガス卸売協会/®)日本簡易ガス協会/®)日本鉄鋼 
連盟/(社)日本ボイラ協会/(社)日本産業機械工業会 
/日本無機薬品協会/日本鉱業協会/板硝子協会/硝 
子繊維協会/日本産業ガス協会/カーバイドエ業会

基安発第〇226002号 
平成16年2月26日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局 

安全衛生部長

石綿による健康障害防止 対策の推進について

石綿による労働者の健康障害防止対策については、平 
成15年10月16日に公布された「労働安全衛生法施行

令の一部を改正する政令」(平成15年政令第457号。以 
下「改正政令」という。)により、石綿を含有する建材、摩擦 
材、接着剤の製造等が禁止されることとなったところであ 
り、当該措置内容の確実な履行については、平成15年11 
月19日付け基発第1119004号により指示されたところ 
である。
一方、石綿含有製品のうち、ジョイントシート•シール材、 

耐熱•電気絶縁板等の製品は、主に化学プラント、発電所 
等の配管等に使用されるものであり、火災•爆発、有害物 
の漏えい等の災害の防止上、現時点においては、石綿含 
有製品の使用がやむを得ないものがあることから、これ 
らの原材料ともなっている石綿布等を含め今般の改正政 
令においては製造等の禁止の対象とならなかったもので 
あるが、石綿による重篤な健康障害のリスクを低減するた 
めには、現段階で石綿を含有しない製品への代替が可能 
であるものはもとより、それ以外の石綿含有製品につい 
ても早急に技術開発、実証試験等を推進し、無石綿製品 
への代替化を図ることが必要である。

このため、石綿含有製品の代替化の促進等について、 
関係団体に対し別添のとおり要請を行ったので了知する 
とともに、必要に応じ本要請の趣旨に基づき関係事業場、 
関係団体等に対し、適切な指導、援助に努められたい。 
別添［省略一前掲基安発第〇226001号］

基安化発第〇330001号 
平成16年3月30日 

関係団体の長殿 厚生労働省労働基準局 安全衛生部化学物質調査課長
石綿含有製品の代替化に係る計 画等の提出の依頼について

日頃から化学物質等による労働者の健康障害防止施 
策め推進に格段の御協力を賜り厚く御礼中し上げます。 

さて、石綿含有製品の代替化の促進につきましては、 
平成16年2月26日付け基安発第0226001号「石綿含有 
製品の代替化の促進について」により、計画的な代替化 
の実施についてお願いしたところですが、当省において 
は代替化の動きを揺るぎないものとするため、各企業等 
における取組の進渉状況等を把握するとともに、代替化 
の推進に向けた専門技術的な検討及び代替化の好事例

についての周知等に努めたいと考えているところです。
つきましては、誠に恐れ入りますが、下記により関係書 

類の提出をいただきたく御協力をお願い申し上げます。
記

1提出書類
(1) 代替化計画
•様式任意(別添に参考例(2例)を添付［省略］)
•可能な限り団体として全体をまとめたものとしてくださ 

い。ただし、困難な場合は各社の計画を束ねたもので 
も結構です。

•計画中には具体的な目標時期と実施内容を明らかに 
してください。(2) 代替困難製品の技術的説明書•様式任意

•現在の段階では代替した場合に安全に支障がないと 
思われる無石綿製品がなく、今後、技術開発、実証試 
験等を実施する必要がある製品について、その使用条 
件や要求される性能、現在の代替候補品では代替困難 
な技術的理由、今後の開発の目途等を記載した説明書。 

•必要に応じ、技術データ等の関連資料を添付してくだ 
さい。

(3) 代替化の好事例
安全センター情報2004年12月号25



特集/新局面迎^:アスベスト対策
•様式任思
•従来石綿製品でなければならないと思われていた製品 
について、新製品の開発、機器の設計、仕様の変更、 
作業方法の変更その池の方法で無石綿製品に代替で 
きた事例について紹介してください。
2提出時期
平成16年8月31日までに提出してください。ただし、調 

査、取りまとめ等に時間を要し本期日までに提出すること 
が困難な場合はできるだけ速やかに提出してください。

3提出資料の扱いについて
提出いただいた資料は原則公開の扱いを子定してい 

ます。ただし、企業名•企業独自の技術的ノウハウに係る 
事項等については非公開とすることができる揚合もあり 
ます。
4問い合わせ■提出先
厚生労働省労働安全衛生部化挙物質調査課調査班
(平成16年4月1日以降)
厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対 
策課衛生対策班 圖

事務雖
平成16年10月1日 

都道府県労働局労働基準部安全衛生主務課長殿厚生労働省労働基準局安全衛生部計画課法規担当補佐
特定化学物質等障害予防規則 及び労働安全衛生規則の一部 を改正する省令の公布 及び施行について

本日、特定化学物質等障害予防規則及び労働安全衛 
生規則の一部を改正する省令(平成16年厚生労働省令 
第146号。以下「改正省令」という。)が公布され、同日か 
ら施行することとしていますので、お知らせ致します(新旧 
対照表等の関係資料を併せて送付致します［省略］)。
改正省令は、労働安全衛生法施行令の一部を改正す 

る政令(平成15年政令第457号。以下「改正政令」という。) 
の施行に伴い、特定化学物質等障害予防規則(昭和47 
年労働省令第39号)における第二類物質の定義から、改 
正政令により製造等を禁止されることとなる石綿を含有す 
る製品を除外する等の所要の規定の整備を行うものです。
改正政令の施行の趣旨,内容等については、「労働安 

全衛生法施行令の一部を改正する政令の施行について」 
(平成15年10月30日付け基発第1030007号厚生労働 
省労働基準局長通知。以下「政令施行通知」という。)にお 
いて既にお知らせしているところですので、申し添えます。 

なお、標記省令と直接関係があるものではありません 
が、石綿による健康障害防止対策の更なる充実を図るた 
め、新たに「石綿障害予防規則」を制定する作業を進めて 
いるところであり、去る9月29日に、別添4 ［省略］の要綱 
について労働政策審議会から妥当と認める旨の答申を頂 
きましたので、併せてお知らせ致します。

この「石綿障害予防規則」については、今後、パブリッ 
クコメント等の手続を経た上で公布し、平成17年7月1日 
から施行することとしており、詳細については、別F7TT1 
途改めて施行通知を発出する予定です。 
※改正省令の内容については,以下の「特化則•安衛則 

の一部改正」を参照されたい。

特化則•安衛則の一部改正
特定化学物質等障害予防規則及 び労働安全衛生規則の一部を改 正する省令案について(募集)

平成16年8月17日 厚生労働省

概要特定化学物質等障害予防規則及び労働安全衛生規則
の一部を別紙のとおり改正する。根拠法令
労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第55条等 

趣旨■目的■背景
労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令(平成15
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年政令第457号。以下「改正政令」という。)により、平成 
16年10月1日から石綿を含有する石綿セメント円筒等10 
製品の製造等が禁止されることに伴い、特定化学物質等 
障害予防規則(昭和47年労働省令第39号)及び労働安 
全衛生規則(昭和47年労働省令第32号)について所要 
の改正を行うこととする。
国民に与える影響■範囲等
改正政令の円滑な施行が図られる。

<御意見等募集要綱>
1御意見等募集期間
平成16年8月17日(火)から平成16年9月17日(金)

(必着)
2提出方法(省略)
(別紙)特定化学物質等障害予防規則及び労働安全 

衛生規則の一部を改正する省令案概要
1労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令(平成 

15年政令第457号。以下「改正政令」という。)の施行に 
伴い、特定化学物質等障害予防規則(昭和47年労働 
省令第39号)及び労働安全衛生規則(昭和47年労働 
省令第32号)について所要の改正を行うこと。
2改正政令の施行の日前に製造され、又は輸入され 
た石綿含有製品(改正政令附則第2条第1項に規定す 
る石綿含有製品をいう。)については、なお従前の例に 
より取り扱うこととすること。

(参考)
石綿含有製品：石綿を含有する石綿セメント円筒、押出 
成形セメント板、住宅屋根用化粧スレート、繊維強化セ 
メント板、窯業系サイディング、クラッチフェーシング、ク 
ラッチライニング、ブレーキパッド、ブレーキライニング 
及び接着剤で、その含有する石綿の重量が当該製品 
の重量の1パーセントを超えるもの

※これらは、改正政令の施行に伴い、平成16年10月1日 
からその製造等が禁止される。

石綿対策全国連絡会議の意見
平成16年9月17日

•改正政令施行日前に製造■輸入された石綿含有製 
品も禁止すること
提案では、「改正政令の施行の日前に製造され、又は 

輸入された石綿含有製品(改正政令附則第2条第1項に 
規定する石綿含有製品については、なお従前の例により

取り扱うこと」とされ「永遠」に使用等が可能とされてい 
ます。

1995年のクロシドライト(青石綿)•アモサイト(茶石綿)の 
使用等禁止のときにも同様の措置がとられ、このことは、 
管理濃度等検討会の参集者からも疑問に感じる発言が 
なされています。

とりわけ今回は、昨年10月の改正政令公布から施行 
までに1年間の周知期間を設けていることでもあり、改正 
政令施行日前に製造•輸入された石綿含有製品を「従前 
の例により取り扱う」とする省令改正はすべきではないと 
考えます。
改正政令附則自体も、この際、見直すべきです。直ちに 

禁止できないのであれば、1年以内に禁止するという期間 
の限定をすべきです。
•禁止規制の仕方の見直し、少なくとも左官用モルタ 

ル混和材を禁止すること
未公表の平成15年基安化発第第1119001号「石綿含 

有製品等の製造等禁止に係る労働安全衛生法施行令改 
正の周知について」(別添)では、「石綿を含有する建材」 
はすべて禁止される5製品「のいずれかに該当」するとし 
ていました。
堂々と無石綿等と表示して販売されていた「左官用モ 

ルタル混和材」を見逃していたことは大失策です。
特化則改正で対処することはできませんが、労働安全 

衛生法施行令における禁止規制の仕方を見直(例外とし 
て使用等を認めるもの以外はすべて禁止する旨を明記) 
すべきです。
•禁止の対象外石綿含有製品対策について
これも未公表の平成16年基安化発第033⑻01号「石 

綿含有製品の代替化に係る計画等の提出の依頼につい 
て」⑽添)は、関係団体に対して代替化計画等の提出を 
求めています。

「提出いただいた資料は原則公開の扱いを予定」と明 
示され、提出期限は8月31日です。一日も早くこの結果 
を公表し、その結果を踏まえた禁止のあり方の検討を早 
急に行ったうえで、禁止施行の10月1日を迎えるようにす 
べきと考えます。

厚生労働省の回答
平成16年9月30日

意見
改正政令施行日前に製造•輸入された石綿含有製品
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特集/新局面迎^:アスベスト対策
を従前の例により取り扱うこととする改正はすべきではな 
い。(1件)
回答
改正政令の施行の日前に製造等された石綿含有製品 

については、今後も事業場において取り扱われることが 
想定されることから、今般の改正により省令上必要な措 
置を講ずることとしたものであり、改正をしないことは適当 

でない。
その他の御意見(特定化学物質等障害予防規則及び労
働安全衛生規則の一部を改正する省令案に関する御 
意見でないもの)

•改正政令に関するもの(1件)
•製造等が禁止されない石綿含有製品に関する
もの(2件) 圖

作業環境測定•評価基準の一部改正
特定化学物質等障害予防規則の 一部を改正する省令並びに作業 環境測定基準及び作業環境評価 基準の一部を改正する告示 について(意見募集)

平成16年8月17日厚生労働省

概要
特定化学物質等障害予防規則(昭和47年労働省令第 

39号)並びに作業環境測定基準(昭和51年労働省告示 
第46号)及び作業環境評価基準(昭和63年労働省告示 
第79号)を別紙のとおり改正する。
根拠法令
労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第65条第2 

項及び第65条の2第2項
趣旨■目的■背景
労働安全衛生法においては、事業者に対し、業務上の 

ばく露により労働者に健康障害を生じさせるおそれのあ 
る一定の物質について、作業環境の管理のため作業環 
境測定の実施を義務付けるとともに、作業環境測定の結 
果の評価を義務付けているところである。作業環境測定 
の対象物質、その測定方法及び評価に係る管理濃度の 
値について、専門家から成る検討会(管理濃度等検討会) 
を設置し、検討を行ったところ、最新の知見により見直す 
べきであるとの報告が得られたことを踏まえ、今般、特定 
化学物質等障害予防規則並びに作業環境測定基準及び 
作業環境評価基準の一部を改正するものである。 
国民に与える影響■範囲等
作業環境測定の実施及びその評価が適切に行われる 

ことにより、作業環境管理の推進に資する。
<御意見等募集要綱>

1御意見等募集期間
平成16年8月17日(火)から平成16年9月17日(金)

(必着)
2提出方法(省略)
(別紙)特定化学物質等障害予防規則の一部を改正 する省令並びに作業環境測定基準及び作業環境 評価基準の一部を改正する告示についての改正概要
第1特定化学物質等障害予防規則の一部改正
1新たに三酸化砒素について、作業環境測定の評価 
の対象とすること。
2その他所要の規定の整備を行うものとすること。
第2 作業環境測定基準の一部改正
1粉じん濃度等の測定において、分粒装置を用いるろ 
過捕集方法及び重量分析方法に用いる分粒装置の特 
性を別紙1で表される特定を有するものに変更すること。 
2空気中の石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。) 
の粉じんの濃度の測定方法のうち、ろ過捕集方法及び 
エックス線回折分析方法を削除すること。
3その他所要の規定の整備を行うものとすること。
第3 作業環境評価基準の一部改正
1測定結果の評価に用いる管理濃度について、現在 
定められている82物質のうち別紙2に示すように21物 
質を変更するとともに、新たに1物質(三酸化砒素)に 
ついて設定すること。
2その他所要の規定の整備を行うものとすること。
第4 施行期日

この省令及び告示は、平成17年4月1日から施行する 
ものとすること。
(別紙1)［省略］
(別紙2)［次頁］
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(別紙2)
物の種類 管理濃度(改正案)

土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉じん
次の式により算定される値 E- 〇 sgQ+1
この式において、E及びQは、それぞれ次の値を表 
すものとする。E:管理濃度(単位me/m3) Q:当該 
粉じんの遊離けい酸含有率(単位パーセント)

石綿(アモサイト及びクロシ
ドラ仆を除く。)

5マイクロ メートJレ以上の 
繊維として0.15本毎 
立方センチメートル

三酸化砒素 砥素として0.003mg/m3
シアン｛匕カリウム シアンとして3mg/m3
シアン化水素 3 ppm
シアン化ナトリウム シアンとして3mg/m3
水銀及びその無機化合物
(硫化水銀を除く。) 水銀として0.025mg/m3

パラ-ニトロクロルベンゼン 0.6mg/m3
弗化水素 2ppm
ベンゼン lppm
マンガン及びその化合物(塩
基性酸化マンガンを除く。) マンガンとして0.2mg/m3

硫化水素 5 ppm
鉛及びその化合物 鉛として0.05mg/m3
アセトン 500ppm
イソプロピルアルコール 200ppm
キシレン 50ppm
酢酸イソプロピル lOOppm
酢酸エチル 200ppm
ジクロルメタン(別名二塩
化メチレン) 50ppm

スチレン 20ppm
トリクロルエチレン 25ppm
ノルマルヘキサン 40ppm

石綿対策全国連絡会議の意見
平成16年9月17日

參安全レベルではないことを周知徹底、一層の引き 
下げを指導すること

石綿(アモサイト及びクロシドラ仆を除く)に関する管理 
濃度(改正案)の0.15f/cm3は、日本産業衛生学会のクリ 
ソタイルのみのときの「過剰発がん生涯リスクレベル10_ 
3に相当する評価値」と結果的に同じ数値ですが、産衛学 
会の「評価値」は、「この濃度レベルにすれば、生涯(18〜 
65歳)、労働環境で曝露しても、石綿による肺がん•中皮 
腫の発症を千人に一人までに抑えられる」という意味です。

したがって、とりわけ石綿を含めた発がん物質に関す 
る管理濃度については、この管理濃度を遵守していれば 
健康被害は生じないという安全レベルではないことを周知 
徹底させ、単に遵守すればよしではなく、可能な限り一層 
の弓Iき下げに努めるよう指導すべきです。
管理濃度等検討会においても、座長が、(発がん物質 

に関しては)「もう技術的に可能なぎりぎりのところまで下 
げる、という考え方し■かないのです。」と発言しています。
參 石綿に関する管理濃度を〇.15f/cm3ではなく 〇.1f/ 

cm3とすること
現在、欧米を中心とした事実上の国際標準は0.1f/cm3 

になっていると言えます。
管理濃度等検討会における議論では、実現可能性の 

観点から、管理濃度は「定量下限」二測定できる最低レベ 
ルの10倍以上とされていますが、石綿の定量下限は 
0.0057f/cm3とのことなので、この原則でいえば、0.06f/cm3 
でもよいわけです。

ところが、この定量下限値は、実験室的な環境で石綿 
しか存在していない場合の理論値のようなもので、実際の 
作業環境では他の一般粉じんが存在しているため、他の 
粉じんが重なり合って計数が困難になるということも、事 
実でしょう。大気汚染防止法上の環境規制備J0.01f/cm3 
ですが、これも一般環境で、他の一般粉じんがそれほど 
混在していない状況だから計数可能だということも理解 
できます。また、現行の2f/cn?だとサンプル採集に空気を 
1リットル吸引すればよいのが、0.15f/cm3レベルを計測 
するためには5リットル引かなければならず、他の粉じん 
もその分混ざってくるという議論も一定妥当性はあると思 
われます。

しかし、具体的な数値の決定にあたって、「作業現場と 
しては大体0.15から0.2ぐらいでないと、測れないところ 
が結構出てくる」ことから、「たまたま日本産業衛生学会の 
評価値と同じ0.15f/cm3」ということになったということの 
ようですが、なぜ、0.1f/cm3だと駄目で、0.15f/cm3なら可 
能かという科学的根拠が明確には示されていません。

O.lf/cm3だと実現可能性がないという科学的根拠は見 
当たらず、国際水準に合わせて、O.lf/cm3にすべきです。 
•石綿に係る屋外作業環境管理対策を確立すること
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特集/新局面迎^:アスベスト対策
ILO石綿条約を日本が批准できていない主な理由のひ 

とつが、この規制がないことです。
今年10月1日から、石綿の原則使用等禁止が実施さ 

れるわけなので、建設現場を中心とした屋外作業環境管 
理をしないのであれば、新たに設定される石綿の管理濃 
度が機能する場所はほとんどないことになります。管理濃 
度等検討会においても、この点が指摘されているところで 
す。
原則使用禁止後の、石綿対策の主軸が建築物等の改 

修•解体時等の対策であることを踏まえて、この際、この問 
題に迅速に真つ向から取り組むべきであると考えgTg

厚生労働省の回答
平成16年9月30日

思見①
石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)に関する管 

理濃度を0.10本毎立方センチメートルとすべきである。(1 
件)
回答①
石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)の管理濃度

に関しては、
•石綿は、石綿肺のほか、肺がんや中皮腫などを弓Iき起 
こす恐れのある物質であることから可能な限り低く抑え 
る必要;^あること。

•石綿に係る測定技術上の問題も考慮する必要がある 
こと。

等を考慮し、総合的に判断して、0.15本毎立方センチメー 
トルとすべきであるという、管理濃度等検討会の結論が妥 
当であると考える。
意見②
施行期日を延期すべきである。(1件)
回答②
施行期日については十分考慮したところであり、施行 

に当たっては周知に努めていくこととする。
その他の御意見(特定化学物質等障害予防規則の一部 

を改正する省令並びに作業環境測定基準及び作業環 
境評価基準の一部を改正する告示についてに関する 
御意見でないもの)(2件)

•石綿(アモサイト及びクロシドライトを除く。)に関する管 
理濃度が安全レベルではないことを周知徹底,一層の 
弓Iき下げを指導すべきである。

•石綿に係る屋外作業環境管理対策を確立すべきであ

石綿障害予防規則案
厚生労働省発表
平成16年9月29日

「石綿障害予防規則案要綱」についての 労働政策審議会に対する諮問及び答申について
ーアスベスト(石綿)対策の充実強化に向け、25年ぶり 

に健康障害防止のための省令を新たに制定へ一
1 厚生労働大臣より、本日、労働政策審議会(会長•西 
川俊作慶應義塾大学名誉教授)に対し、「石綿障害予 
防規則案要綱」(別添1)について諮問を行った。これら 
については、同審議会安全衛生分科会(分科会長•櫻 
井治彦慶應義塾大学名誉教授•中央労働災害防止協

会労働衛生調査分析センター所長)において審議が行 
われた結果、同審議会から厚生労働大臣に対して、別 
添2のとおり答申があった。
2厚生労働省では、この答申を受け、石綿による健康 
障害防止対策の充美強化を図るため、新たに「石綿障 
害予防規則」を制定することとする。

なお、労働安全衛生関係法令においては、昭和54年 
に粉じん障害防止規則を制定して以来、25年ぶりに労 
働者の健康障害防止のための省令を新たに制定する 
こととなる。

(別添1)厚生労働省発基安第0929001号
労働政策審議会 会長•西川俊作殿
厚生労働省設置法第9条第1項第1号の規定に基づ 

き、別紙「石綿障害予防規則案要綱」について、貴会の意 
見を求める。

平成16年9冃29日
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(別紙)
厚生労働AT尾辻秀久

石綿障害予防規則案要綱

第一総則

一 事業者は、石料による労働干干の肺がん、中皮脂その

仙の健康障宵を予防するため必要な措置を講じ、七綿

にばく露される労働者の人数守を最小il } i度にするよう

努めるとともに、石料を含有する製品を"十画的に石綿

を含有しない製品に代替するよう努めること。

この省令に主 3l ~て使用する用語［ご士凡ミて必:2Iな定義 

規正を設けることU

第二 石綿等を取り扱う業務等に係る措置

ー 解体等の業務に係る措置

1 事前調宣
(1 )事業育は、建築物等の解体等σ〕作業を行うときは、

あらかじめ、七綿等の使用の有無を目視等により調

査し、その結果を記録すること。

(2)事業育は、 (1 )の調査を行ったにもかかわらず石

綿等の使用の有無が明ら沖、とならなかったときは、

石綿守が使用されているものとみなして措置を講ず

る場合を除き、これを分析により調査し、その結果を

記録すること。

2 事業者は、有綿て?が使用されてLおijt築物写の解体

等の作業を行うときは、あらかじめ、作業I汁画を定め、

当該言 1I珂により作業を行うこと。

3 事業者は、石綿て7が張n千lけられた 定の辿築物 

等の解体等0:宇業を行うときは、お玉かじめ、 19i轄労働

基準監督署長にl同け山ること。

4 事業者は、石綿て7が吹き付けられた辿築物的解体

等の作業を行う場合において、当該石綿等を除去する

ときは、当該除去を行引1三業嶋所を隔離すること。

5 保温材等の除去に係る措置

(1 )事業者は、石料等が使同されている保楓材等を張

り付けた物の解体等の作業を行う場合において、当

談保温材14を除去するときは、当該11業場所に当該

作業に従事する労働者以外の青が立ち入ることを禁

止し、その旨を表ノ」 、すること。

(2) 特定疋方事業者は、そ江労働者及び閣係請負人

の労働?干の作業が (1 )の作業と同ーの場所で行わ

れξときは、関係請負人に当該作業の実胞について

通知するとともに、刊業じ時間帯の調整写必要な措

置を講ずること。

6 建築物等の解休等の作業をlrう士事の )'0注昔l立、当

該仕事の請負人に対し、当該建築物等における石料

等の使同の状況を通知するよう努めること。

7 建築午咋の解本守の作業を行'5{上事の注立者は、建

築物の解体方法政びその費用等についてとの省令の

規正の遵守を妨げるおそれのi!'J 0条件を付さないよう

配慮すること。

二 石綿等が吹き付けられた建築物等における業務に

係る措置

1 事業者は、その労働昔を就業させる建築物白壁守 (2
に掲げるものを除く。)に吹き付け巳れた石綿等の粉じ

んが飛散し、及びその労働昌がその粉じんにばく践す

るおそれが去るときは、当該石綿舎の除去手の抽置を

講ずること。

2 建築物貸与占は、「設建築物の貸与を受けた二以

上の事業者が共用する廊下江壁守に吹き干lけられた

石料等の粉じんが飛散し、及びその労働青がその粉

じんにばく露するおそれがあξときは、 1の措世を講ず

ること。

三 その他の石綿等を取り扱う業務に係る措置

1 事業昔は、特定心綿等(製造等が禁止されて川江い

石綿守をいう。以下同じ。)を吹き付ける作業に労働者

を従事させてはならないものとする三と。

2 事業I iは、特どむ綿等の1 ' )1じんが発散する開内作

業i掛ご二れては、当談粉じλの' I c散源を密閉する設備、

局所排気装置等を設ける等の措置を講ずる三と。

3 事業省は、心綿等の切断等の作業及び円認作業に

おいてブE散した石綿舎の粉じんの清川作業に労働者

を従事させξときは、石綿等を湿潤な状態のものとする

等の措世を講ずるとともに、円認労働占に呼吸崩保護

具舎を使用させること。

4 事業育は、石制11等を取り扱う作業場には、関係者以

外の昌が叱ち入ξことを禁止し、その旨を表示すること。

第三設備の性能等

第二のーの2により設けられる同川排気装置等のフー

ド、ダクト等及び当該局所排気装置等の稼働について所

夏の夏件を定めるとともに、特定有綿惇の粉じんを含有

するえ日本を排附する製造設備の排気筒等にj肝要の要件

を満たす除じん装置を設けること。

第四管理

事業許は、特応化学物質等作業主任芹技能l骨習を

修了した者のうちから、モゴ綿作業主任者を選任すると

ともに、刊業の方法の決定ウ干の事項を行わせξこと。

一 定期白主検査を行うべき機械等として第二の の2
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特集/新局面迎^:アスベスト対策
により設けられる局所排気装置等を定め、その検査事 
項等を定めるとともに、点検、補修等について必要な事 
項を定めること。
三事業者は、石綿等が使用されている建築物等の解体 
等の作業に係る業務に労働者を従事させるときは、当 
該労働者に対し、石綿等の有害性その他石綿等の粉 
じんのばく露の防止に関し必要な事項について、当該 
作業に関する衛生のための特別の教育を行うこと。 
四事業者は、特定石綿等を常時取り扱う作業等に労働 
者を従事させるときは、所要の休憩室を設けるとともに、 
当該作業場及び休憩室の床を水洗によづて容易に掃 
除できる構造のものとすること。

五事業者は,作業場及び四の休憩室の床等について 
は,水洗する等の方法によって、毎日一回以上、清掃 
を行うこと。
六洗浄設備等
1事業者は、石綿等を取り扱う作業等に労働者を従事 
させるときは、洗眼等のための設備等を設け、当該作 
業場で労働者が喫煙すること等を禁止するとともに、必 
要な事項の掲示及び記録の保存を行うこと。
2事業者は、石綿等を運搬等するときは、堅固な容器 
を使用する等の措置を講ずること。
第五測定
事業者は、特定石綿等を取り扱う屋内作業場について、 

定期に、その空気中における濃度を測定するとともに、 
その結果の評価を行い、必要な措置を講ずること。
第六健康診断
事業者は、特定石綿等を取り扱う業務等に常時従事す 

る労働者等に対し、必要な健康診断を行う等の措置を講 
ずること。
第七保護具
- 事業者は、石綿等を製造し、又は取り扱う作業場に 

は必要な数の呼吸用保護具を備え、これを常時有効か 
つ清潔に保持すること。

二 事業者は、第二の三の3等の保護具等が使用され 
た場合には、他の衣服から隔離して保管するとともに、 
当該保護具等について、付着した物を除去した後でな 
ければ作業場外に持ち出してはならないものとするこ 
と。

第八製造許可等
製造等が禁止されている石綿等の試験研究に係る許 

可を受けようどする者は、所轄労働基準監督署長に申請 
しなければならないものとするとともに、当該許可に係る

製造設備の構造等の基準を定めること。
第九報告
石綿等を取り扱う事業者は、事業を廃止するときは、所 

轄労働基準監督署長に報告すること。
第十施行期日等
- この省令は、平成17年7月1日から施行すること。 
二この省令の施行に関し必要な経過措置を定めるとと 

もに、関係省令について所要の規定の整備を行うこと。

(別添2)平成16年9月29H労審発第174号
厚生労働大臣尾辻秀久殿

労働政策審議会 会長•西川俊作 
平成16年9月29日付け厚生労働省発基安第0929001 

号をもって諮問のあった「石綿障害予防規則案要綱」につ 
いては、本審議会は、下記のとおり答申する。

記
別紙「記」のとおり。

(別紙)平成16年9月29日
労働政策審議会会長•西川俊作殿

安全衛生分科会分科会長•櫻井治彦 
「石綿障害予防規則案要綱」について

平成16年9月29日付け厚生労働省発基安第0929001 
号をもって労働政策審議会に諮問のあった標記について 
は、本分科会は、審議の結果、下記のとおり結論を得た 
ので報告する。

記
厚生労働省案は、妥当と認める。

石綿障害予防規則案について 
(募集)

平成16年1◦月8日 厚生労働省

概要
石綿障害予防規則を新たに制定する。 

根拠法令
労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第22条等 

趣旨■目的■背景
石綿については、現在は、他の化学物質等とともに特 

定化学物質等障害予防規則(昭和47年労働省令第39号。 
以下「特化則」という。)によりその取扱い等を規制してい 
るところであるが、このうち既にアモサイト及びクロシ'ドライ
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卜の製造等が禁止され、また、平成 16年 10 月 l 日か～))( 

百五分の心綿fT有製品(建材、摩擦材、接着剤)の製造等

が禁止されたことにより、今後、石綿の健康障宮防止対

策は製造、使用等でl立t",<, 既に使用されてL記、石仙コ除

去におけるものが中心となることから、建築物等の解休

時腎にお?と有綿はく露防止対策守干の充実を図ることと

する。なお、今回想lたに土品lを充実する三とにより、他の

化学物質とは事業昔に*～る措世の内容が大幅に異な

ることとなることから、特化則の改j f ではなく、充実する規

品位特化則巾の石訂以ご係る刈制とを台わせて新たに石市11

障害予防規則を制定することとする。

国民に与える影響・範囲等

石制11による労働子守のf i . t康障害の防止に資する。

<御意見等募集要綱>

1 御意見等募集期間

平成 16年 10月8日(金)カミら平成16年 11月8日(月)

位、着)

2 提出方法［省略］

(~U紙)石綿障害予防規則案要綱［省略 前J国］

石綿障害予防規則案について
(制定の趣旨、従前の規帝Jから変更される事項)

制定の趣旨

(1)石制品立、肺がん、巾皮腫等の佐 bli障害を発生させる

ことがn)Jら制二なコて村)、職業がんとして労災の必定

を受けた引数の約日間を、石綿によるがんが占めて l'
る。

(2)このこと力、ら、む綿については、他の化J芋物質ととも

に労働安全衛止法、同法施行令特定化学物質守障

害子防川則等において、製1］1 1の製造等に係る別刷、作

業に才きいて講ずべき措置等に係る規制を設けていξと

ころでお1、このうち製品の製造幣に係る規制としては、

既に石綿のうちアモサイト及びクロシドライトの製造等を

禁止している(半成7年～)ほか、近年では、以下のとお

りその充実を図ってきたところである。

①昨年の政令改正により、石料を含有する製品のう

ち建材、日事擦材等 1 0種類の製品の製造等を、本年

lO JJ1円から禁止

②その他の石刺I1製1］1 1については、本年2月に関係

業界凶休に対し、計画的な代替化の促進について要

自言
(3)一方、石制, 1等を取りもわ作業において講ずべき措置

に係る規制については、七綿がこれまで建材として多

く使用されており、今後はこれらの建材が使用された

建築物等0コ解体作業等が用加するととを踏まえ、 =0)

ような解体作業等に主主点を置いて、石市ljばく露による労

働苫の健康障害防止対策の充実を図る必要がある。

具体的には、建築物件の解体作業は、

,～!)作業が一時的、非定常的な作業である三と、

l之建築物等にオコいて｛j綿fT有製品の使用筒所の判l
別が非常に困難であること、

<ヲ:解体一仁事等に従軍する労働者は石市ljに対する認

蔵が必ずしも高くないこと

など、製造手の現場とは見なコた同題点が指摘されて

才Jの、とれらに対応した対策の光実を阿る必要がある。

(4)以上江と才力、建築物等の解体作業等に対応した対

策の充実を図ることに伴い、事業者が講ずべき措置の

内容が他の化学物質に係る宅>のとはん幅に異なるとと

になるたぬ特返化学物質等障害予防規則沖、ら分離し、

新たに有綿障宮干防規則を制定することとする。

2 従前の規制から変更される事項

(1) 石綿含有製品の代替化の責務在明記(要綱出ーの

関係)

石制I1含有製品川t主主化について、現行的特定化学

物質等障害予防規則 ( U下「特化則」というロ)では事業

者が講ずべき必要な附置として列挙し口渇が、これを

さらに明確化し、事業者は、石仙台有製品の使用状況

等を把搾し、 J十回的に｛ J綿をfT有しない製品に代替す

るよう努めなければならないこととする。

(2)建築物等の解体等における石綿使用の事前調査

(要綱治二のの1閣係)

現行の特化目rlTは、建築物又は工作物を解体守す

る時は、石綿等の使用状討を「イ視、設計凶書等により

調査することとしているが、これに加え、調査の結果、

石綿守の使用の有無が明らかとならなかったときは、

原則として分析による剖査を行うこととする。

たた工、心綿等が使同されているものとみなして、解

体守される部材守を湿潤な状態のものとし、労働者に

保設貝、作業火等を使用させる等の措置を講ずるとき

は、分析による調査を行わなくて良いものとするロ

※「石綿守」とは、石綿及び三れを含有する製剤 (1%を

超えるもの)をいう。

(3)建築物等の解体等における作業計画作成の義務

付け(要綱第のの2閣係)

石劃jが使用されている建築物又は一仁作物の解体等

の作業を行う場合は、｛J綿粉じんのはずく践による労働

者の健康障宮を防止するため、あらかじめ作業言|凶Iを
定め、かつ、当該作業計画により作業を行わなければ

ならないこととする。

(4)解体工事等の作業の届出(豆綱第の叩閣係)

現行では、労働安全衛生法等にぷづき、耐火建築物等
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に吹き付けられた石制11等の除去作業について、仕事を

行う場所の状況等を同け山ることととされているが、こ

れに準じて粉じんを先散するおそれがあるものについ

て、あろかじめ石綿ばく露防止対策等の概要等を労働

基準監督署長に届け山させることとするロ

具体的には、有綿守を使用した耐火被積阪を張り付

けた建築物の解体作業など、粉じんを著しく発散する

おそれがiISる建築物足はーじ作物江解体等の作業を想

定。

(5) 保温材等の除去に係る措置(要綱第二の～0)5 関係)

現行の4射出リでは、建築物に吹き付け色れた心綿等の

除去作業を行う作業場所を隔離することとしているが、

とれに準じて粉じんを発散するおそれがある石料等が

使用されているi~、調材、断熱材等を除去する作業につ

いて、その作業場所に閣係労働者』タの者(保護具守

を着用した者を除く。)が立ち入るととを禁止し、かっ、

その旨を表示させることとする。

また、特定元方事業者は、保温材、断熱材守干の除去

作業hと同一場所で作業を行う労働背がいるときは、除

去作業開始前までに作業の実胞について閣係請負人

に通知するとともに、作業の時間帯の調整守必夏な抽

置を講じなければならないこととする。

※「特定元 h事業省」とは、建設業等に才うはるいわゆ

る元請のうち仕事の 部を向ら行っている者をいう。

(6)石綿等の使用の状況の通知(要綱第二のーの6関
係)

建築物又は工作物の解体守の作業を行引上串の允

汁1青は、当該て事の請負人に対し、当該建築物又は一仁

作物におけるむ綿等の使用状日等を通知するよう努め

なければならないこととする。

※ 「発注者」とは、注文守。 )うなそ。 )仕事を他の者

から請け負わないで注文している昔をいう。

(7)建築物の解体工事等の条件(要綱第のの7闘
係)

作業を請け負った事業省が、契約条件等により必要

な梢置を講ずることができなくなξことのないよう建築

物又はで作物の解体等め作業をf了引十三1( 0 )注文者は、

建築物の解体lji去及びその費出等について、この古

??の規定の遵守を妨げるおそれのまる条刊を付さない

よう配慮するとととする。

現行では、労働安全衛牛法上に類似の規定があり、

これを具体化するもの。
(8)石綿等が吹き付けられた建築物等における業務に

係る措置(要綱第二の二関係)

事業者等はその労働者を就業させる建築物に吹き 

付けられた石刺11等が損傷、劣化等によりその粉じんを

飛散させ、労働者がその粉じ!vlこばく員注するおそれの

あるときは、当該石料等の除去、」オじ込め、凶い込み

等の措置を講じなければならなし、こととする。

これにより、石綿守年を直接取り扱う業務を行わない事

業者も、石制 I1等が吹き付(tGれている建築物等で業務

を行う場台には、これ!ミの措置を講ずることとなる。
(9)石綿等の吹付けの全面禁止(要綱第 の三の 1閣 

係)

現行の特化見JIでは、作業場所の隔離、送気マスクの

使用守干の梢置を講ずることにより、平守綿予を吹き｛、lけ
る作業に労働守を従事させるととか守できるが、これらの

条件を削除し、斗;案作業に従事させることを全面的に

禁止することとする。

(10) 清掃の作業におけるばく露防止対策の充実(要綱

第二の=の 3関係)

現行江特化則では石綿守の切断学の作業につい 

て巴み、石市11等を湿潤イヒし、労働者に呼吸用保護具、

作業衣等の使崩させること等が義務付けられており、

その作業により先止した有綿舎の清川作業について 

はとれらの措置を講ずるととが義務付けられていない

ことか3、このような清掃作業についても、これらの措世

を講ずることを義務付けることとする。

(1 1)特別教育の実施(要綱第判の二関係)

七品唱を使肘する建築物ムくはL作物の解休等を行う労

働者について、必要な知識を刊与するた虻特別教f了を

義務付ける三ととする。

(12 ) 清掃の実施等(要綱第四の四及び五関係)

現行江特化則では作業場の床についてイ、浸透性 

の材料で造らなければならない旨の別定はあるが、清

掃の実胞の規正はないことから、作業場の此の楕遣を 

水洗によっーと作易にゆ除できるものとし、水洗する守に

より毎日 l回以 h清掃の実施を義務付ける三ととする。

また、休憩志の昧についても IciJ椋とする。

(13 ) 作業記録等の保存期間の起点の見直し(要綱第 

川の六のl及び第六関係)

作業の記録、特殊健康診断個人栗の記録について、

現行では、「労働者が作業に従事することとなコた円か

ら却年閣」保存することとされているが、労働青が作業

に従事することむなった Hから3 0年間経過した時点で 

記録が岐棄される可能性があり、この場合、その後労

働背が発症した場台に、適切に作業記録等を参照でき

ない可能性があξ二とから、これl三の記録の保存期間

を「その作業又は健診の実施から 30 イ|間」とする。

な才L現行U特化則でも、作業環境測定の記録につ

いては、 「言己録したHから3 0 年間」保存することとされ

ている。

(14 ) 作業衣等の持出しの原則禁止(要綱第七の二関

係)
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使用された呼吸用保護具、作業衣等を他の衣服等 
から隔離して保管するとともに、付着した物を除去した
後でなければ、事業場外への持出しを原則禁止 
することとする。

石綿対策全国連絡会議の意見
平成16年11月8日

新省令制定
(1) 「石綿障害予防規則を新たに制定する」ことに賛成

します。
要綱第一総則
-事業者の責務
(2) 事業者の責務の第一は、「労働者が石綿にばく露さ 

れる程度等を最小限度にするよう努める」ことではなく、 
「労働者が石綿に曝露することがないよう努める」ことと 
すべきです。

⑶事業者の責務の第二としてあげられている、「石綿を 
含有する製品を計画的に石綿を含有しない製品に代替 
するよう努めること」に関して、代替化の達成目標時期 
を本規則施行後1年と明示し、その時点で本規則の見 
直しをすることを規定すべきです。

(4)事業者の責務の第三とじT,現在石綿を使用•含有 
していない用途•製品への新たな石綿の使用•含有をし 
てはならないこと,を追加すべきです。
二用語の定義
⑸「石綿等」の「等」に関して、現行では、「石綿をその重 
量の1パーセントを超えて含有する製剤その他の物」に 
限定しているところですが、再三主張しているように、発 
がん物質規制の対象範囲に関しては「重量の0.1パー 
セントを超えて含有する製剤その他の物」に拡大すべ 
きであり、仮にそれが現在困難であるとしても、「意図的 
に石綿を含有させた場合には1パーセント以下含有す 
る製剤その他の物」も対象に加えるべきです。

(6)r建築物等」に関して、提案は「建築物又は工作物」を 
想定しているものと理解できますが、「建築物」以外に「エ 
作物」も対象となることを明示すべきです。

⑺「解体等」の「等」に関して、現行の解釈例規では、「改 
修が含まれる」とされていますが、「改修」及び「維持管 
理(メインテナンス)」も対象となることを明示すべきです。

(8)要綱第二の一の5の(1)及び第二の三の4に事業者 
の「表示」義務が提案されていますが、「表示」は、当該

作業に従事する労働者、関連する労働者や関係者の 
みならず、当該作業場所周辺の住民がその内容を容易 
に知ることができるように行うべきことを明示すべきです。

要綱第二石綿等を取り扱う業務等に係る措置
-解体等の業務に係る措置
⑻提案では調査内容が「石綿等の使用の有無」となっ 

ているが,現行特化則第38条の10においては,「石綿 
等が使用されている箇所及び使用の状況」とされ、解 
釈例規では、「『使用の状況』の把握については、吹付 
け材、スレート材等といった石綿等の使用形態及び使 
用量を把握」することとされています。「石綿等の使用の 
有無」だけではなく、「石綿等が使用されている箇所及 
び使用の状況」、とりわけ、石綿等の「張り付け」、石綿 
等の「吹きつけ」、「石綿等が使用されている保温材等 
を張り付けた物」一すなわち「飛散性の高い石綿等」の 
有無、使用箇所及び使用の状況を調査すべきことを明 
示すべきです。

⑼ 提案では「目視等により調査」となっているが、現行特 
化則第38条の10においては、事前調査は「設計図書 
等」により調査することとされており、この「等」に関して 
解釈例規では、「施工記録、維持、保全記録、建築管理 
者•建築物の所有者•施工者等からの情報、目視も含 
まれるものであること」とされているところであり、「設計 
図書等による調査」とすべきです。

(10) 現行の国の各種解説等における、吹付け石綿等 
が使用された目安期間に関する情報は誤っており、例 
えば東京都の「練馬区アスベスト対策大綱」にはより適 
切な情報が盛り込まれています。施工年を目安とした 
「石綿等の使用の有無」の判断は、正確な情報に基づ 
かないとかえって有害です。前記を教訓として、関連業 
界からの一方的情報のみに基づく目安等は示すべき 
ではありません。

(11) 事前調査は、一定の特別教育を受けた者が行う 
べきものとして、事前調査を行う者に対する特別教育に 
関する規定を設けるべきです。

(12) 要綱では、事前「調査を行ったにもかかわらず石 
綿等の使用の有無が明らかとならなかったとき」は、「分 
析による調査」を行うこととしつつも、「石綿等が使用さ 
れているものとみなして措置を講ずる場合」は「分析に 
よる調査」を免除することとしていますが、「講すべき措 
置」の内容が要綱では明らかでありません。また、事前 
調査によって「石綿等の使用の有無が明らかとなった 
とき」に一般的に「講ずべき措置」の内容も、要綱では, 
「あらかじめ、作業計画を定め、当該計画により作業を 
行うこと」以外については明らかでありません。両者は
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同ーの内容とすべきです。提案は、 'T解体等される部

材等を抑制な状態の毛のとし、③労働占に保護具、作

業衣手を使用させる守干の措置、を想定しているように思

オオ 1ます。何人防護対策以外は「湿潤化」しか示羽1て

いないわけですが、解休の場合はともかく改修や維t、5
tpi理にヰコいては湿潤化が困難な場合も想定され、また

現行特化則第38条の8では「ただし、石綿等を湿潤な

状態のものとすることが著しく困難なときは、この限り

でない」ともされているところであり、これだけでは主く

不十分と, ,うほかありません。一般的に講ずべき長低

限の措置には、 0~淑il 判イじ又は飛散抑制剤の使用等、

②手ばらし・カッタ ナイフによる切断守及び粉じ/し壬

飛散させξ機械器具の使用禁止、③呼吸用保護具・

作業衣の使用、④当夜作業場所への当該作業従事労

働昔以外の昔の立入禁止(特定元方事業昔による実

効保保措置を含む)、③当該作業場所内の気中石綿

濃度測去の定期的実施、結果の記録及び表示、⑧「心

綿守が使用されてl'る建築物等江解体守伯作業」をJ支

施中である旨汝び立入禁止である旨の表示、が含まれ

るべきです。

(13) r石綿守が使用されているも「とみなして抽置を講」

じて、「石料等が便用されている建築物等の解体等の

作業」を行fときも、「あらかじめ、作業J十回を定め、当

該計I削により作業を行うこと」を明ノl、すべきです。

(14 ) 当該作業場所内の気中石綿浪J見測定を実施した

結果、濃度が どの基準を超えた場台、または、事前

調査によって明らカ亡ならなかった吹付け石綿腎の飛

散性の高い石制11等の存在が明らかとなった場台には、

事業昌は、直ちに作業を中止、現場を隔離、イfち入 V)を

禁止その日を表ノl、したうえで、所結労働基準監督署

に届け州、許 "1を～～けてからでなければ作業を内閲し

ではならないこととすべきですロ

(15) r事業者は、建築物学の解体予の作業を行うとき

は、あらかじめ、石市 11等の使用の有無をけ視等により

調官し、その結果を記録する」とともに、「その結果を表

ボする」こととすべきです。この表ボには、事前調企実

証d冶無(実施時期、実施方法、制査者氏fアI等)と石料

等の使同の有無のみならず、｛J綿等の「張り付け」、｛J
綿守の「吹き什け」、「石綿学が使用されている保温材

等を張り付けた物」 すなわち rII~散性の高い石料等」

の有無、 f生同筒所及び｛室岡の状況及び表示内容に閣

する問い合わせ先に係る情報がノl、されるべきです。事

前「剥査を行ったにもかかね3ず石料等の使用の右無

が明らかとなら」ずに「分析による調杏」を行った場合に

はその結果「石綿守が使用されているものとみなして

措置を講ずる場台」はその旨も示されるべきです。「事

前調官でむ綿等の｛史同が明ら均七なった場合」及び「む

料等が便用されているものとみなして措置を講ずる場

台」には、「波作業場所内江気中｛j綿濃度iRIJ ,とを止期

的に実施し、その結果も表小すべきです。

(16 ) 実効性σ;ある措置が義務つ'11モ3れることを前提に、

r｛j綿等が使同されている宅のとみなして措置を講ずる

場合」は「分析による調査」を免除することに賛成し、

適切な事前「調査を行ったにもかかオーらず石制1i等の使

同の有無が明らかとな匂よかったとき」は、「分析による

調査」を突励するよりも、むしろ、「石綿守が使用されて

いるものとみなして措置を講ずる」ととを奨励する川則

の運用がなされることを吊望します。

(17) r所轄労働基準監督署長に届け出る」ことが必要

なのは、現行労働安全衛生法施行制則第90条では、

r｛j綿等が吹き付けEれている-,との耐火建築物等に

ヰ卦7る石綿舎の除去の作業を行引上事」とされています

が、要綱第二のーの3では「石綿等が張り付け巴れた

一止の建築物等の解休等の作業を行うとき」と記し、「こ

オl(吹付け石綿守の除去)に準じて粉じんを允散するお

それがあるもの」、「具体的には、石市lj等を便用した耐

火被覆板を張り付けた建築物の解体作業など、粉じん

を著しく先散するおそオがある建築物又は工作物今年の

作業を怨定」と説明されています。また、「とれ(吹付け

｛J綿等の除去)に準じて粉じ !eを発散するおそれがあ

ξ石綿腎が使用されてし渇保温材、断熱材腎を除去す

る作業」についても、ふれられているととろです。「所轄

労働基準監督署長への岡山」が必要な作業としては、

(i) I石綿舎が吹き付けられた建築物件」、必「石綿舎を

使用した耐火被覆較を張川サけた建築物等」、③「石制1i
等が使同されている保i,^材等を張り付けた物等」の全

てについて、当該石綿腎を除去する場合に限定せず、

改修等を含めた「解体等」作業を対象とする三とを明示

すべきです。⑦"'@に重なる市分があるのかλAにかでは

ありませんが、要するに、「飛散性の高い石綿舎が使

用されてL渇建築物等σ〕解体等;0)11ド業」全てを、 「届同」

の対象とすべきということです。「飛散併の高い｛j綿等」

については、嵩比重守干の客観的基準を/いしたうえで、該

当する "1能性のあるものをわかりやすく明示すべきで

す。

(16) r所轄労働基準監督署長に届け出る」内作につい

て要綱でl二t ｝ . ; "れていないが、 「石刺1iばく露防止対策」の

|人」容を fTめることには賓成です。

(17) 要綱第のの4では、「石綿守が吹き付けられ

た建築物Uコ解体等σ別ド業を行う場台において、当該石

綿等を除去すξときは、当該除去を行う作業場所を隔

離すること」としていますが、「有綿守が吹き付けられた

建築物等」、「石*ii1等を使用した耐火被覆較をI P肘け

た建築物等」、 r｛j綿等が使用されている保桐材等を張
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り付けた物等」の「解体等」作業金ですなわち II11散性

の高い心綿等が｛史同されてし治建築物等の解休等の

作業」主てを対象とし、また、 CD作業場所の隔離に加え

て、(安当該作業期間内4時間当該作業場所内部を負

IJ:とする措樹、 l定「認作業従事労働古江知事衣着刷、

④ケリンルムの設置、⑤隔離された作業場外の気

中石品川毘l立m'J定の定期的実施、結果の戸録及び表示、

等の措世を講じることとすべきです。なお、これ!ヌ〕措

置は、「有綿守干の使用の有無が明ら沖、となったとき」及

び「事前剖査で石料等O)fi ( i用の右無が明らかとな巳な

かったものの心綿等が｛史崩されているものとみなして

分析による調査を行j ) tcl: llとき」に講ずべき措置に上

乗せされる措置であ之亡とを明示すべきです。

(仕1~ω) 要綱泊二のの5 では、 If仔7

借J背置」をt挺桂案していますが、「石綿舎が使用されてIIる
保温材等を張り付けた物等0)解体等の作業」について

も、「飛散性の高い心綿等が使用されている建築物等

の解体等の作業」のむとつとして、「有綿守が吹き付け

I?Ji l'た建築物。〕解体等o)fi二業」と司等の措置を講ずべ

き宅のとすべきですn

(19) 56注者、注立;者守の規定を設け、また強化するこ

とに賛成します。この点では、「行文者による危険イ当者
情報のf,j2供等」、「請負事業省に使用させる施設設備

に闘する危害防止抽置の確保」予を提言した「今後の

労働安全衛生対策の在り方に関する検討会訓告書」が

公表され、この報告書をも踏まえた労働安全衛牛法改

王の作業が進められているところです。改j fされた労

働安全衛生法の別定を本別則に速やかに反映させる

h策を確保すべきです。

(20) 1飛散性の高い有綿等が使用されてし渇建築物守干

の解体等0コド業」終了後における隔離等を解除すると

とのできる基準、及び、「心綿等が｛史崩されている建築

物等の解体舎の作業」終了後にヰ卦ナる建築物件または

跡礼的内入場・内平 JI用をす亡をととのできる正卓を明示し、

それらの基準を満たさない限りは、隔離等の解除、再

入場・再利用をしてはならないこととすべきですo

二 石綿等が吹き付けられた建築物等における業務に

係る措置

(20) 11事業者は、そ江労働者を就業させる建築物の

壁等(21こ掲げるものを除く。)1二吹き付けられた石料等

の粉じんが飛散し、及びその労働省がその粉じんにぼ

く露するおそれがあるときは、当該平lt高等の除去舎の

措置を講ずξとと」 、政び、 2 1建築物貸匂背は、当該建

築物の貸与を受けた二以上の事業者が共崩する脈下

の壁守に吹き小lけられた存綿守干の粉じんが飛散し、及

びその労働守がその粉じんにぼく露するおそれがあ

るときは、 lの措置を講ずるとと」という提案に関して、

「おそれがiISるとき」江客観的な基準を明示すべきです。

(21) 1吹き刊けら才tた石綿守」に限定せず、「有綿守を

使用した耐火被覆板。:張り付け」、「石制li等が便用され

ている保漏材等の張り付け」等を～めて、「飛散陀の高

い有綿学」全てを対象とすべきです。

(21) 1除去等」の「等」については、「よすじ込め、凶い込

み等の措置」が恕記されている宅のと忠われますが、除

去、封じ込め、固い込みそ宇の、いずれの附置が適切で

iISるかを判断するためのぷ準を示すべきです。

(22) 除去以外の措世が講じられた場合には、講じられ

た附置の時期及び内科、将来の除去言|剛警について

表示すべきとととすべきです。

(23) 除去等の措i置を講じた後に、隔離等を解除し、建

築物写の再入場再利用をすることのできる基準を明ノl、

し、それらのぷ準を満たさない限りは、隔離等の解除、

再入場・再利用をしてはならないこととすべきです。

第四管理

(24) 要綱第川のーでは、「事業育は、特定化学物質等

作業全ff占技能講胃を修fした」手のうちかう、む綿作

業主任昔を選任するとともに作業の方法の決定予の

事頃を行わせ之亡と」とされているが、とれは石刺I1健康

障害予防規則を単独の規則として制lとすることの茸義

を苫G<mなう主のです。「石綿作業主任者技能講習」を

Wrたに別定し、「同講習を修了した者0 )うちから、石制

作業宅ff昌を選任するとともに、作業の｝j法の決ど等

の事項を行わせること」とすべきです。

(25) 1石市I1等が使用されてし渇建築物等¢解体等0;作
業に係る業務に労働占」に対して行う「特別の教育」に

は、石綿咋.0有無矧三係る事前調企に闘レ必要な事項

も含めるべきです。

(26) 1作業の記録」の保存期間は、「労働苫が作業に従

事することがなくなった円カら5 0イ|間」とすべきです。

第六健康診断

(27) 1特殊健康診断個人崇の記録」の保存期間は、「労

働者が作業に従事することがなくなった円から50イ|間」

とすべきです。

第九報告

(28) 石祈「?を取り扱う事業昔は、毎年l回、 l年閣の有

料使用量、労働芹数政び代位化"十画等につL花、 J9i轄
労働基準監督署長に報告することとして、園において、

その内容を公夫すべきです。

出
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地方自治体等の非常勤職員の災害補償制度

労働基準法違反の条例がある
地方自治体等の非常勤職員の災害補償制度

西野方庸
関西労働者安全センター事務局長

労働災害職業病に被災したときの補償制度は、 
ごく一部の個人経営の零細農林漁業以外、すべて 
の労働者について漏れなく定められている。もっと 
もたくさんの労働者をカバーする労災保険法以外に、 
国家公務員災害補償法、地方公務員災害補償法、 
船員保険法がある。これらの法律で決められてい 
る補償の内容は、その趣旨から公平性が保たれる 
ように、ほとんど同じ水準になるようになっている。 
たとえば、遺族補償年金で受給権者の数に応じた年 
金額の設定は同じであるし、脳•心臓疾患の認定基 
準の改正も、厚生労働省の専門家会議の報告書 
をもとに労災保険以外の認定基準もちゃんと変更 
されている。

ところが、このように制度上不公平にならないよ 
うに規定があり、運営がされているはずであるにも 
かかわらず、実際問題は別、という部分が存在す 
る。しかも、そのまま条文どおり運営されてすまされ 
ねば、労働基準法違反になってしまう内容である。 
それは、一部の非常勤地方公務員の公務災害補 
償制度のことである。

条例による公務災害補償を
受ける非常勤職員

地方自治体職員の公務災害補償制度は、やや 
複雑である。地方公務員災害補償法が対象とする 
「職員」は、常勤の職員のことを指しており、非常勤 
の職員は対象とはならない。法律上、非常勤の職 
員とは、「常時勤務を要しない者」となっていて、さら 
に詳しくは、そのうち月のうち常勤の職員と同じ時間

働く日が18日以上で、その状態が1年を超えた人以 
外が非常勤ということになる。たとえば、市立保育所 
に朝だけ勤務するパートタイマー勤務の保育士さん 
がいれば、この人は非常勤職員で、地方公務員災 
害補償法の対象とはならない。また、フルタイムで家 
庭ごみの収集作業に従事する仕事を、6か月の期 
間を定めた契約で従事する作業員も、非常勤職員 
ということになる。

さて、地方公務員災害補償法の適用がない非常 
勤の職員は、何の法律の適用対象となるだろうか。 
労災保険法は次のように規定している。

労災保険法
第3条この法律においては、労働者を使用する事業 

を適用事業どする。
2前項の規定にかかわらず、国の直営事業,官公署 
の事業(労働基準法別表第一に掲げる事業を除く。) 
及び船員保険法第17条の規定による船員保険の被 
保険者については、この法律は、これを適用しない。

「官公署の事業」のうち、労働基準法別表第一に 
掲げる事業は、労災保険の適用対象となるというこ 
とである。

労働基準法別表第一
一物の製造、改造、加工、修理、洗浄、選別、包装、装 
飾、仕上げ、販売のためにする仕立て、破壊若しくは 
解体又は材料の変造の事業(電気、ガス又は各種動 
力の発生、変更若しくは伝導の事業及び水道の事業 
を含む。)
二鉱業、石切り業その他土石又は鉱物採取の事業 
三土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修
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科、変更、破壊、解体又はその準備の事業
四道路、鉄道、軌道、索道、恥骨白正は航宅機による旅
客又は貨車の運送の事業
πドック、船舶、岸壁、波止場、停車場又は倉庫にお

ける貨物の取扱いの事業
六土地の耕作若しくは開童話又は植物の栽植栽培、
採取nしくは伐採の事業そ¢白農林の事業
七動物f飼育又は;J(j雫動植物σ採捕若V1土養殖の

事業そ正也の畜産、養蚕又は水産の事業
八物l'IT rの版売、配給、保管押しくは賃貸又は開容の
事業
九金融、保険、媒介、周旋、集金、案内又は広告の事
業
十映画の製作えは映写、演劇その他興行の事業
| 郵便信書便又は電気通信の事業
十二教育、研究又は剖査の事業
十=病苗>くは虚弱占の治療、看護そ切他保健衛牛

の事業
十 IJLI 旅館、料叫府、飲食問、接待業又は娯楽士易の事
業

|丘焼却、清川又はと畜場の事業

地点目治休の現業部川等は、すべてこのjJJl表に

含まれるので、保育土や作業以というような職種の

非常勤職員は、労災保険法が適JIJされることにな

る。そして、それ以外の非市勤の職員は、どちらも適

用さ才げよい。たとえば、市役所の本庁や消防岩の本

lTで事務のアルバイトをするというような場合が、こ

れにあたる。そのような非市勤職員の災告補償に

ついては、地方公務H災害桁償法で、次のように

規定されている。

(非常勤の地方公務員等に係る補償の制度)
第 69条地方公共団体は、条刊で、闘員以外σ対白方公

務員(特止地｝;独占行政法人の役員を除も)のうち法
律(労働基準法を除く, )による公務上の災害又は通
劫による災害に対する補償の制度が定虻 Jれていな
い宅のi二対する補償の制度を止めなければならYよい0

2 地方独立行政法人は、職員以外の役員正うち労働
背災百補償保険法の則定の適用を叉けないモ泊に
対する補償の制度を止めなければならない。
3 第 項め条例で定める補償の市)1度及び前項の地
方独立行政法人が定反る補償の品l肢は、との法律及
び労働者災害補償保険法で人以渇補償の制慶と均告
を失した主のであコてはならない。

(不服申立て等)
第 70条円II条治一項江規止に基づく条例による補償の
実方卸ご閣して小服がまる者は、当E当地方公共同体の
条例の定虻 ξととろにより、審査を申し立てることがで
きる。
2 前項¢規定による審査の申立ては、時効の中断に
関しては、裁判卜の請求とみなす。

つまり、地方公共団体それぞれが、そのた従の条

例(地方独寸:行政法人の場合は制度)を定めなけ

ればならないことになってし泊。都道府県と巾町村、

そオ, 1二砲数の白治体で共同の事業を行うために設

肯されている 部事務組合など、すべての地方公

共同体について、条例制定が義務付けられている。

そして、第 3 J頁では、労災保険法とのtザ衡を失したも

のであってはならないとされている。

都道府県毎様々な町村の制度設定

それでは、この条例が各地 )j自治休等でどのよ

うに規定されているかということで主るが、とれは」也

方によって様々な制定の仕方がとられている。もち

ろん、総務省はこの条文にもとつく条例については、

ちゃんと雛塑を用志している(r議会¢議以その也非

常喜VJo職員正公務災害補償等に関する条例」案)。

このようなもっとも基本自 Jな権利に閣する規定につ

いて、政府機関で吟味された条例案にいちいち綱

一仁する必必もないので、たいていの自治体でそのま

ま条炉として制定されている。たとえば、大阪府下の

各市もすべて、それぞれの条例を制定している。

しかし、地方自治体の規模によっては、公務災需

の認定等の実務を処理するた試の実務上、効率的

でないと, lう問題も生じる。たとえば、対象となる非常

勤の職員が数名科度であるような自治体は、この

条例による事務取りJ泣いを、複数の円治体で共同

処理するため一部事務組台を設置し、その条例で

非常勤臓員の補償事務を進虻 ξという方訟をとるこ

とがある。大阪府の場合、府下のすべての町村と

つの施設組合で、「大阪府町村非常勤職H公務災

需補償組合」を設肖し、非常勤臓員の公務災害補

償制度を運営している。

そのようにして、全巨|各都道附県においても方法
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は様々だが、すべての地方自治体等で、こうした制

度を運営している。

大阪府下の町村非常勤職員の
補償基礎額は5,5 0 0円一律!?

さて、ここで大阪府町村非常勤臓員公務災宵補

償組合の補償制度の内存を規定していξ、「大阪府

町村非常勤職以の公務災害補償等に関する条例」

を見てみよう。

条例の対象となる「職員」について、次のように規

定されている。

大阪府町村非常勤職員の公務災害補償等に関する条

例
第 2条 こω条例で「職員」とは、議会の議員、委員会

の.,JI:',1:~勤の委員、 "1 常勤の監杏委員、子持査会、常議

会及び調査会守め委員そ正他の構成員、非常勤の
剖査員及び嘱託員そOi也lの非常勤の職員(地方公務
員災害補償法胞行令(昭和 42年政令泊274号)治1
条に規定する職員を除く。 )で次の各主計三|百けする者以
外の者をいう。

(1) 労働者災害補償保険法(昭和 2 2年法符弘司)号)の
適用を受ける者

(2) 公立学校山学校院、学校歯科際政ぴ学校薬剤師

の公務災害補償に関する法律(昭和 3 2年法律泊 143
月)の適用を受ける者

(3)消防組織法 (OilfU22年法律第226号)第15条の7
の適用を受ける職員

ふつう自治体職員とL沈ば、想像できる常勤職員

以外に、大阪府下町村の非常勤職員というのはこ

れだけいるのである。たとえば、民生委 Hは、山知

酬だが仕事をしていζときは、この条例に言う「職員」

である。

そして、本稿で問題とするのは、「補償のぷ礎額」

である。第 5条で次のように規定されている。

委員 6ヲoα)円
(3) 規則、規程等に基づき設置された協議会等の, 1:'日',

割jの委員 6,0α1 円
(4) 前谷号に掲げる職員以外の非常助の職員

5,5仁j円

(5) 幼稚関¢学校医腎
学校俣等の公務災岩補償に関する条例(昭和 42
年 12円20 lJ大似府条例泊 40 号)別表に準じた額

「補償基礎額」とは、労災保険法における給付基

礎 H積、地 )j公務員災当補償法における平均給

与額のととで、との額がモとになって休業補償、障

害補償、遺族補償など療養補償l外の給付額が決

まることになる。この条例では、すべての職員につ

いて定額制になっている。

労基法|の労働者ではない職員について、定額

制にするのは、その傾の妥当性という問題はある

が、ととでは問題にしない。たとえば議会の議はは、

労働基準法における労働者ではなく、教育委員会

の委員や民生委員も同じだ。しかし、役場の事務の

アルバイトはどうだろう。との条例によれば、補償艮

礎額は5,5 0 0 円である。

仮に、役場のアルバイト職員の l円当たりの賃金

が 1万円で月に2 0 日勤務していたとしたらどうなるか。

労災保険の給利基礎H額なら 60万円 3か月(仮

に 91Rとする)で 6593 円となる。定額より 1刈10円ば

かり多くなるのである。

とすると、この額をモとに計算される各種の補償

給付の傾は、すべてにわたって影響されることにな

り、場合によっては桁償制度以前に、労働法準法

の休業補償は6割以!という規定にさえ、反するこ

とになってしまう。

これは由々しき欠陥条例であるといえるので主る。

総務省の雛型にしたがって忠実に規定している

各自治体の条例で、この補償基礎額の条文の列は、

次のとおりである。

(補償の基礎額)
第 5条 この条例で「補償｝ , l礎額」とは;欠の各号に定め

る者の|ぇ分に応じ、～～主再号に掲げる額とする。

(1)議会の議員 7,000円
(2)執行機関たる委員会の非常助ゴ〕委員及び非常助

の監査委員杭びに執行機関の附属機関の011' ,山勤の

(補償基礎額)
第 5条 この条例で「補償基礎害電Jとは、次の各片に定
める青の区分に比iじ当該各号に掲げる制とする。

(1)議会の議員
議会¢議長が町長と協議して定陀る積

(2) 執行機関たる委員会の非常助の委員及び非常勤
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の斡査委員 市長が定める鋲
(3)その報酬がH額でlどめられている職員

負傷若しくは化亡の原閃で庇る事故の先生の円又
は診断によって疾病が倖定した日においてその者に
ついて止められていた報酬f額(その報酬の額が補

償基礎額として公王を欠くと認められる場合は、実施
機関が市長と協議して別に定める制)

(4)報酬がH額以外のlン1;によってりうれている職

日又は報酬のない職H
前号に掲げる者との均衡を考慮して実施機関が市

長と協議して止詑る額

おそらく共同の事務処理とすることにより、費 JIJの

徴収事務の簡素化を図るため、定申H制をとったとい

う背長があるように思われる。

(備考)この補償阜、礎額支によりがたい職員にあっては、
f也の職員との均衡を者慮して、管理首がF以>るものと
する。

まったく妥当な内存と言ってよいだろう。その他、

東京都は、特別区について、人事・厚生の事務組

合を組織して処理がされているなど、それぞれの事

情に応じて、合理的で適正な事務処理をはかる勿

力がされているようだ。

しかし、このように適正な事務処理がなされてい

るとはいえない条例も、 )jで数々存在する。

各地からザクザク出てくる
労基法違反の条例

適正な事務処理を行っている県も

念のため、全国の都道府県ではどのような条例

の制定の仕)jをしているか、調べてみた。たとえば

兵庫県は、議Hと非常勤職Hを別の扱いとし、町議

会議員については、定額による補償組合を設肯し、

非市勤職員については、自治体ごとに条例を定め、

小規模白治体は、単独えは近隣町と共同で事務処

理をするか、条例を制定して近隣市に補償事務の

「管理及ひ平射す」を事務委託して主刻、問題は生じて

いない。(たとえば温泉町は豊岡市に事務委託。)

また、右手県の場合は、岩手県市町村総合事務

組合を設置し、県下巾目l村と様々な一部事務組合

の災害補償事務、退職金支給事務などを一千に処

理し、非常勤臓員の公務災需補償については、県

庁所在地の盛岡巾を除く全市町村の事務を子に

処理している。その条例における桁償J;!、礎額の規

定は、次のようなものだ。

(1)議会の議員
市σ).韮員 145αWI

町村の議員 11 ,000円
(2) 執行機闘たる委民会の非常聖μり委員及び非常勤

の駐査委員 9ヲ日印W J
(3)円,, 1ヰ号に掲げる以外の011' , '日勤正持川臓の職員

7,700円
(4)前谷号に掲げる職員以外の職員

当該賃金等のH額

千葉県総合事務組合
議会の議員

市 13.5 00円
町村 10,0α ) 円

執行機関正は付属機関の委員
市 8.5α)円
町村 8,000円

その他の職員
市、町村とも 札耐旧円

青森県市町村非常勤職員の公務災害補償に関する
条例
区分 巾 ffiJ 村

議長 2,000円 1,～00円 1. 5仁j円
副議長 1ぷ旧円 1,500円 1.3α)円
議員 l到)0円 1,3α )円 1,0(灼円
その他の職員 1.500 円 1,300 円 1.00U円

宮崎県町村非常勤職員の公務災害補償等に関する
条例
組合を組締する部事務組合の符理者(組合長を

含む。 ) 、副管県青(高IJ組台長、助役を含む。 ) 、収入役、
議会¢議員、監査委員柑びに組合町村の嘱託医(荷
科医を含む。) 8印旧円
執行機閣たる委員会の非常勤の委員、非常勤の転

育委員、執行機関の附属機関の1"市勤正委員、その
他の構成員、専門委員 5耐旧円
前記以外の非常勤の職員 4,200円

鹿児島県町村非常勤職員の公務災害補償に関する
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条例

組合を組紙する市事務組合江管理昌(組合長を
含む。 )副苧!理昔(函l組合長、財役を含む。 ) 、収入役、
議会の議員 3ヲ40WJ

執行機関たる委員会の "1:',山勤の委員、 011' , 'ぽ拡監
査委員、執行隊闘の附属機関の非常勤江委員その
他の構成員、寺門委員、嘱託俣(歯科院を含む。)

2,400 円
上司以外の非常劃Jの職員 1,800 円

大阪府の町村の非常勤職員だけではない。ちょっ

と調べてみただけで、明ら糾こ不適切な補償某礎額

の設定がなされている条例が、ザケザ、ケとみつかる。

(1 )職員が出張に平 11 用する交通用 R として、~1iI員等の

所有すξk、通用具を利用する場台において、任命権

者の許可を得なかった場合
(2) f十Pj N_の経路として通常利|用を考えられな1,経路を
利用した場合

附~IJ この規程は、公布の円から施行する。

なんと、公務災当かどうかの認定基準を、わが目l
で決めるというのである。

制度を分かりゃすく
抜本改正するのがスジ

いつの時代の補償制度か分からない
オドロキの条例も

また、補償l;!;礎額に止まらず、補償内容白体が

地方公務員災需補償法や労災保険訟の水準から

相当低い水準に切り下げられているものも、目に

付く。たとえば、民児島県の町村の場合には、障害

補償伴金の額は、次のように定められている。

補償基礎額に次の倍数在乗じた額
第1級 240 第2級 213

節減員 188 出4級 164

第5級 142 第6島町 120

第7級 100

いつの時代にか迷い込んだ、古¥というような条文

をではないか。各地の条例を調べてLミくと、わが同

を疑うような条文が、次々とみつかる。本稿の趣肖

からは少し外れるが、兵庫県のある町に、次のよう

な規科があった。

職員の出張中における公務災害の取扱,¥1こ関する規
程 昭和 42年 10月 11口訓令 1' '第5号 

(目的)
第1条この規程は、職員の出張中にブE止した事故の取
扱いについて定める。

(公務災害)
第2条職員が出張中において公務に起閃する事故が
発生したときは、次に定/ 5 1 )る場台を除さ、とれを公務
災害とする。

話を毛とに戻す。議会の議員や非常勤職員の公

務災害桁償のために地方公務は災害補償法第6 9

条、第7 0条にもとつく事務処理を共|司で行う一部事

務組合の連合休として、財同法人 WJ村議会議員公

務災害桁償等組台連台会がある。

全国町村議会議長会内に、各県の補償組合の

L寸;ば再保険機関として設けられてお〕、 Il!在 22の

補償組台が加入しているという。しかし、その設立u
的に記されているのは、「町村議会議員江公務災需

補償」を主眼に置いたものであり、その他の非常勤

職Hは、との連合会で重視しているわけではない。

結局、最伐限労働基準法違反がなく、元の第 69

条にもあるように、労災保険法との均衡に配慮した

制度の運常を進めるためには、～該の白治体等の

職員が、改正作業を進める以外にはない。そして、

そもそもこうした複雑な補償制度の体系日体を、い

いかげんに見直す時期に来ているのではないだろ

うか。早い話が、条例が制定されて以降、 度とし

て見直された形刷、がない条例も多く、さ:1とて該当す

る非常勤職以に事故がないわけがなく、結局、和Iか
インフォーマルな処理がなされているような疑いさえ

J包かされるのである。

(r関 西労災職業病J 2 ω 4年5月号)

自治体ごとにまったく違う補償額

たとえば、ある町役場に非常勤で一般事務、|時 IUJ
給 750円で午前 10時山勤、午後4時退重力、昼休み1

時間、月～金問助、土日祝休み、 6か月契約という
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条什で勤務している人がいたとする。この人の年齢

は 30 成で、性別は火性、 Aも3 0成でサラリーマン、

子どもはおらず、視とは別肘している。

自宅と勤務先の町役場は山|山部なので、通勤は

R己所イ!の軽日動車を使っている。ある円、定時

の4時に勤務を終え、退勤する途中、いつものよう

に、 1111山部のー卓線道路を自宅へ101けて運転して

いたところ、カーブで大型トラックが突然現われ、ハ

ンドルを切りそニない谷底へ転端、全身打撲で死亡

した。

この化亡は、当然通勤途上災告となるので、遺族

に遺族補償(労災保険の場台は遺族給付)が支給

されることとなる。ところで、この遺族補償は、彼女は

官公署に勤める非常勤職員のため、たとえ勤務先

が白治体であったとしても、地方公務以災害補償法

の対象とはならず、|司法第 69条により定記うれた条

例lにもとづくことになる。

補償基礎額(給付基礎日額)の差

さて、その条例にもとづいて支給されるとどうなる

か。まず、チどもがおらず、ともに再らしていたのは

たのみなので、遺族補償年金の受給対象となる人

はおらず、遺族補償一時金が夫に支給されること

とf品。一時金の計算の基礎となる補償基礎額は条

例lに定める額となるが、もし、労災保険誌による給

付長礎口額、地方災J去による平均給与額ならば、

どういう計算になるだろうか。

1円5時間X75WIで l円3,750円、勤務円が l直前

3か月(仮に 9旧とする)で 66日だ、ったとすると、給付

基礎H額(、 'l均給与額)は (3,750円×正Stl)/91 t1
で、 2,720 円となる。この額は、給付基礎円額の最低

保証額4サ2 10円にj前たないので、特例となり 4ユ10 円

ということになる。

総務省が示すモデル案である「議会の議員その

他非常勤の職はの公務災害補償等に関する条例

(案) Jによると、「報酬が臼額以外の方法によって定

められている職員」については、「前片に掲げる z
との均衡を考慮して実施機関が知事(市町村長)と

協議して定める額」ということなので、 (3)に準じると

3,750円むなるが、最低保障額(労災保険法、地公災

法ともに|可額)に満たないので、「公正を欠く」ことと

なり、やはり4,2 1 0 円となる(ほとんどの市、都道府県

は、との条例の規定をそのまま採用している)。

定額制の補償基礎額は 10倍の差も

それでは、一部事務組合の条例での補償となる

大阪府下のWJ村役場であれば、どうなるだろう。補

償法礎額は定額制で、 r(4) 前各号に掲げる職以以

外の非常勤の職員」に政当するので、 5,500 円とい

うことになる。

日じ定額制でも、鹿児島県の町村の桁償組台の

場合は 1,80 0円、青森県の村であれば 1,000 円とい

うことになる。何と、大阪、鹿児島、青森の補償組合

の条例では、「公止を欠く」ときの調恐がないので、

この定額が碓定することとなるのである。

ところで、この非常勤職員が時間給でなく、 l円 l
万円のロヨで雇用さオ1ていたとするとどうなるだろう。

まず、労災保険の給利基礎 H額では(10,0 0 0 円×

66円) /91 F1で 7,2 5 W Iとなる。総務省のモデル案な

ら10,000 円、大阪府の町村なら 5,500 円、そして鹿

児品県の町村が 1,800 円、青森県の村が 1,000 刊

ということになる。

これは由々しきととだ。たとえば青森県では、総務

省のモデル案と|司じ条例を定めてし渇青森県の県

庁や青森市役所の本庁と、村役場で、同じ条件で働

き、同じように被災して、 1万円と千円、なんと補償の

額に 1 0倍の同きが出ξというのである。もちろん、こ

んな非市識は通用しないというものだが、条例で定

額が決まっている以上、地公災 J去や労働長準法を

持ち出して違法でまると訴えたとして弘支給する側

に、特段の条例ゃ規則lかifclく、そのままでは格差だ

けが残るとととなる。

λ目立府の場合は、 5,5∞円の定額で、該当する町

村役場の本庁非常勤職員で、実際にこれを上まわ

るケースはまれで、段低保障額も上回っているとい

うことになるかも知れないが、問答無川で定額とい

うのは困ったものである。実際、円当 l)j 円のケー

スでは、不足するとととなる。

命の値段はどう差別されているか
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以|のとおり、補償基礎額について重大な問題

があり、同じ本庁Jド市勤職員であってもひどい格差

があることがわかった。

それでは、事例にをと、って、引き続き遺族補償一

時金がLベらになるかを比てみる。

まず、労災保険の場台遺族補償一時金は給付某

礎H額の千H分なので、 4 2 1万円ということになる。

円当l)j円の人なら労災保険で7 2 5 ))3下円であ

る。とれは地方災法も同様。しかし、常勤職以の公

務災害の場合、これに労災保険にはない他の給十J

毛あり、また、地公災法第3 7条には、労災保険と同

様の受給権者がいないときには、 r3 前一て号に掲

げる者以外の者で、主として職員の収入によって年

計を維持していた者」も受給維があることになってい

る。ただし、その額は千日分ではなく、」易台ごとに 7∞
H分と400 tJ分で庇る。

それでは、総務省、江モデル条例案ではどうか。遺

族補償一時余が規定された第 14条第4J頁には、「桁

償基礎額の四百倍に相当する金額」とされている。

そして、附則的第4条で、配偶者等の「第 14条第2月

第］ J買、第2号又は第4号」について、 100分の250

を呆じて1,。 C 口倍になるようになっている。なんとをわ

かりにくいが、とりあえず地公災誌との均衡を保って

いる。それで結局、労災保険と同じ4 2 1 万円となる。

H当1万円の場合はI千万円となる。

定調Hになっている補償組合の場合を北てみると、

大阪府町村の場台は5 5 0万円、嵐児島県の町村な 

ら1 8 0万円、青森県の村ならなんと1 0 0万円という

ことになる。
結局、いの～の値段は、条例で桐～な大差がつ

くこととなる。

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に
関する条例懐)
指 14条遺族補償 時告は、次の場合に支給する。
( 1 )職見広タ七山の当時遺族補償イ|金を受けることがで 

きる遺族がないとさ。
(2) 遺族補償年告を受け技量利を有する昌江権利的自
減した上場合において、他に当談遺族補償イ|金を受け
るととができる遺族がなく、かつ、当設職員の死亡に
闘しすでに支給さ"niた遺族補償年全『績の台J十額が
前月のJ場合に支給される遺族補償 時金の瀬に満

たないとさ。
2 遺族補償 時金を受けることができるJ童族は、職員

の死広の当時において次の各月のlに該当する者と
する。

(1)配偶者
(2) 職Hの収入によって止言|を維持していた子、父母、
係、祖父は及び川弟姉妹

(3) 日Ii2号に掲げる昔t外の占で、全として職員の収入

によって止言|を維持していた昔
(4) 第2号に該当しない子、父は、係、祖父は及び川弟
姉妹
3 遺族補償 時金を受けるべき遺放の順位は、前項
各号の順序とし、同項第2号及び第4号に掲げる青
のうちにあっては、それぞれ「波再号に掲げる順序

とし、父母については養父母を先にし、実父母を後
にする。
4 遺族補償 時金の額は、第l唄出1号の場台にあ

っては補償基礎額の400倍に相当する金頼、同項
第2号の場台にあっては、補償J r (礎散の4 α H1'iに干H
L守する全額カもすでに支給された遺族補償年令江額
の合言|積をI苧除した額とする。

附則
第4条遺族補償時金の額は、当分の問、第14条
第4項の規定にかかbGず、補償基礎瀬の4 α )倍に
相当する金額に次の各号に掲げる背の区分に比、じ、
～～侍各号に定める率を乗じて得た全額とする。

( l )第14条第2項第3片に該当する者(次片に掲げる
者を除く。 ) lC川分の 100

(2) 第 14条治2項泊3号に孜当する占のうち、議員の
タ己広の当時18歳未満若しくは55歳以上の3刻字内
の親族又は第 11条第l頃第4号に定める障富山一
態にある3親等¥AJの親族 1仁j分の 175

(3)第 14条第2項第l号、第2片又は第4片に掲げる

者 100分の250

地方公務員災害補償法
第 37条遺族補償一時金を受けることがγできる近刻は、

職員の死亡の当時において次の各号の に孜叫す
る者とする。

l 配偶者
2 職員の収入によって牛計を維tケしていたf、父母、
孫、祖父母及び兄弟姉妹
3 前二号に掲げる者以タの者で、主として職員の収
入によってと主計を維持していた占
4 第 弓に該当しない子、父母、孫、祖父母及び兄
弟姉妹
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地方公務員災害補償法施行令附則
第2条法附則第7条の規定【なる遺族補償一時金の 
額は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号 
に定める額とする。
1法第37条第一項第三号に該当する者(次号に掲 

げる者を除く。)
平均給与額に四百を乗じて得た額 

2法第37条第1項第3号に該当する者のうち、職員 
の死亡の当時18歳未満若しくは55歳以上の三親等 
内の親族又は法第32条第1項第4号に規定する総 
務省令で定める障害の状態にある三親等内の親族

平均給与額に七百を乗じて得た額
3 法第37条第1項第1号、第2号又は第4号に掲げ

る者
平均給与額に千を乗じて得た額

制度の網から漏れる労働者を作ってはならない

わかりやすさのために事例を出して説明をしたが、
もともと複雑な制度、あまり分かりやすくはならない 
ようだ。遺族補償一時金以外にも、この条例による 
補償制度には、たくさんの疑問が出てくる。常勤に 
くらべればわずかな数とはいえ、いまや全国の地方 
公共団体で、非常勤職員は相当数となる。この条例 
の制定に関する総務省の解説文書をみても、小規 
模な自治体が公務災害の認定、審査、アフターケ 
アなどを含む福祉事業をどう運用するかなど問題が 
多く、そもそも遺族補償年金の受給者ができたとき、 
その事務と予算措置等の進め方でも、様々な問題 
が発生することになろう。大阪などのように、補償組
合によリ集団的に補償事務を扱う都道府県もある
が、すべて単独市町村で実施している場合も多く、
実際のところは、大掛かりな法整備が必要
なのではないかとも考えられるのである。

(「関西労災職業病」2004年7月号)

全国労働安全衛生センター連絡会議(略称:全国安全センター)は、 
各地の地域安全(労災職業病)センターを母体とした、働く者の安全と 
健康のための全国ネットワークとして、1990年5月12日に設立されま
した。
全国安全センターの活動に御賛同いただき、ぜ

ひ賛助会員として入会して下さい。
賛助会費は、個人•団体を問わず、年度会費

で、1ロ1万円で1ロ以上です。
「安全センター情報」の購読のみしたいという方 

には購読会員制度を用意しました。こちらも年度
セン

会費で、1部の場合は賛助会費と同じ年1ロ1万円です(総会での決 
議権はありません)。
賛助会員には、毎月「安全センター情報」をお届けするほか(購読料 

は賛助会費に含まれます)、各種出版物•資料等の無料または割引提 
供や労働安全衞生学校などの諸活動にも参加できます。 
參中央労働金庫田町支店「(普)7535803」
參郵便振替口座r00150-9-545940」
名羲はいずれも「全国安全センター」

像JOSHRC 全国労働安全衛生センター連絡会議
〒136-0771東京都江東区亀戸7-10-1Zビル5階

TEL (03) 3636-3882 FAX (03) 3636-3881 
HOMEPAGE : http:/jca.apc.org/joshrc/
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塩沢美代子「語りつぎたいこと一日本•アジアの片隅から」32

「ひとり暮しの戦後史」
塩沢美代子

“戦争独身”の女性たち
毎年8月になると、日中戦争•太平洋戦争の 

いまわしい記録が、テレビでもさまざまな形で 
放映され、私の心は20歳の夏に舞い戻る。経 
験者にしかわからない心境だろうが、無数の 
犠牲者に対して、自分がいまも生きていること 
自体を後めたく感じてしまう。

ところで戦争の犠牲というのは、亡くなった 
人ばかりではなく、実にさまざまな形で後世に 
残るのである。そのひとつに“戦争独身”と考 
えられる女性たちがいる。現在70代後半から 
80代前半の年齢帯の独身女性の存在である。 
すでに他界された方もいるだろうが、その女性 
たちの生涯はたいへんきびしいものだった。

この問題に気付かされたのは、1972 (昭和 
47)年に、美濃部都政のもとで、東京都が独 

身中高年婦人の実態調査を行い、私も調査 
員として参加したときであった。
私自身が現在80歳の独身女性なのに、こ 

の機会に気付いたというのも妙な話だが、それ 
なりの理由がある。私の若い頃は、仕事と家 
庭の両立はできない時代で、結婚するというこ 
とは、専業主婦になることだった。私も同年代 
の独身の友人も、仕事の道を選んだので、い 
わば主体的な選択だった。私も友人たちも、女 
子大とか女子高等師範とか、当時の女子の最 
高学府に進学が許される家庭に育っていたか 
ら、生涯を仕事にかけて生きることができた。 
しかし、小学校を出ただけで、農村や工場で働 
きながら、いずれ結婚するつもりだった女性た 
ちが、結婚相手にめぐり会えず、独身で生きる 
ことを余儀なくされたのである。15年戦争での 
戦死者は200万を越すといわれ、その多くが 
若者だから、若い未亡人も出たが、結婚前に
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死んだ青年も多かったのである。その結果、終

戦当時 10代の後半から 20 代前半の年齢で、
その4～10成年上の男性と結ばれるはずであっ

た多くの女性が、結婚できなかったのである。

現在30代になっても独身の女性は増えている
らしいが、この世代とは本質的に異る。まだ多

くの問題があるにしても、女性が自立して食べ

ていけるようになった状況で、結婚をあえての

ぞまない結巣だし、独身だからといって蔑視さ
れることもないからである。

実態調査に取り組む

私の母校で、干|会福祉科の教授だった一番

ケ瀬康子さんが、この問題の重要性を指摘し

ていたところ、都の民牛局婦人部がとり上げ、

彼女に委嘱して調査が行われた。住民某木台

帳から、その年代で配偶者のない女性を無作

為に抽出して、アンケートを発送した。その同

収率がたいへん高く、白山記入欄には、一般

の社会調査では考えられないほど多くの書き

こみがあり、よくそれ私たちのことをきいてくれた

という以応で、きびしい生活状況が訴えられて

いた。そこで 10 人余りの調子モ只が、 l自l援に比、

じて下さるという方を分担して訪ね、約 100人の

聴きとりを行ったものだった。都の調査には提

出期限があるから、それまでの結巣をまとめて

終ったが、荘、はこの問題はもっと追究し、広く

世に問うべきだと思った。 ー番ケ瀬さんも賛成

され、 緒に調子町をした、ノL朝日新聞の記者

だった品目とみfさんと、ふたりでやることにな

り、かっ岩波新書の企画にとり上げてくれた。

まず昭和 25年と45年の国勢調査により、男

女別の人口を調べてみた。昨今は結婦のさい

男女の年齢差にはこだ、わらず、年下の夫は珍

しくないが、この年代は男が女より4～5 歳以

上高い年齢で結婚する習慣があった。それで

昭如何年に 50~54 歳の男千と、 45~49 歳

の矢子をくらべてみると、矢子が 104万人多かっ

た。

また昭和 45 年に、 40 歳から 59 歳までの女 

子のうち、未婚が 44 力人、死別が 160h 人で、

合言|すると、男子の戦死者数に符合しており、

49 歳までに未婚が集中していた。戦死者の妻

も苦労しただろうが、戦争の犠粧者として位置

づけられ、iTl人恩給や寡婦年金の対象となる

が、独身者は当時の社会では H陰者としての

存在だった。その上白力で食べていかなけれ
ばならないが、 ～H~は女性は結婚退職が~然

とされていた。そこで賃金は、ド均賃金でみると、

男子は年功序列で 50 歳くらいまで、年々上っ

ていくが、長子は 25 辰くらいが頂点で、横ばい

からやや下降している。基本給に男女差のな

いのは公務員だけという時代で、他にもさまざ

まな女性差別があるなかで、彼女らの居しの

きびしさが思いやられた。そこで私は労働の側

面から、このテーマに迫ろうと思ったのであるo

テレビ出演に速達の反応

この｛I事をやり始めた頃、毎日新聞社が発

行しているエコノミスト誌に、 4同エッセイを書

くようにと頼まれた。そこで lir'!分は戦争独身

婦人のことを書いた。すると NHKから、この件

についてテレビ番組に出演の要請があった。
私は白蓮;識過剰が、裏返しに出ている性栴な

のか、白分が日立つことが非偏に嫌いである。

それに原稿にしろ講演にしろ、読者や聴衆が

どういう人たちなのかを、詳しくさいて内容を考

えていた。ところがテレビは小特定多数が視聴
するものだから、短時間に誰にもわかる話が

できるわけがない。それで、「巾し訳ありません

が、テレビ出演はできません」とお断りした。す

るとプロデ、ユーサーが、「あなたがエコノミスト

にお芹きになったのは、多くの人に事実を知っ
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てもらいたいと忠われたからでしょう。テレビで
は、活字とくらべものにならないくらい、多くの

人がこの事実を知るのですよ。」と迫ってきた。

その弓集に私ははっとして、円分のわカ1ままよ

り、伝えるという役割を優先させなければなら

ないと思い、出演することにした。 NHKの1チャ

ンネルに“ 1億人の経済"という1時間くらいの

番組があり、その一部に新聞でいえばコラム

に当る、“異見車見"という部分があり、そこで

正味8分しゃべるということだった。

たった8分で、どうやってこの問題を要約し

たらいいのかと、私は時間をはかりながら、何

度も原稿を占き直し、かつカメラに InJってしゃ

べれるように暗記した。放映時間の短さに反比

例して、準備に時間がかかったのである。この

番組は、夜10時から11時までで、私のしゃべ

る分は、あらかじめビデオにとつであったが、

放映は蚤組の終り頃だった。

翌日の夕方、私は知らない女性から、速達

の手紙を受けとった。読んでおどろいたのは、

昨夜のテレビの私の発言へのお礼と、自分の
会社における女性差別の訴えだった。戦争独

身のこの女性が働く会社では、定年が男6 0歳

女4 5歳で、私は近く定年になるが、それから

どうやって生きていったらよいのかという、切々

たる主面だった。

私は昨夜11時近くの発言の反応が、なぜこ

んなに早く届いたのかが、ふしぎでならなかっ

た。寝る間際にたまたま私の発百を.LIにしてか

ら、 NHKに問いあわせて、私の住所を知り、

徹伎で手紙を占いたのだろう。当時は速達は

郵便J"jに行かねばならなかったから、仮中で
も受けつける本局に行ったに違いない。私が

すぐにこの方にお会いして、詳しい話をきいた

のはいうまでもない。

岩波新書として発行

それまでに、私は食品労連の製東部門や、

かつて繊維労連の傘下組合だ、った片告労組

などで調べてみたが、該当者はすぐに見付かっ

た。また東京都の調査に応じた人や、友人知
人の紹介などにより知った該3者で、雇用労

働者であり、調子町の趣旨を瑚解し、 1"1援に応

じて下さる方々に、次々とお会いして詳しい話

を何った。

長子大卒で大手電機の本社に勤続3 0年を
こすAさんは、円分の職場を“地獄"と呼び、精

神衛生上、給料明細は見ないで捨てるといっ
た。~時は公団や剖i常住宅に単身者は入居

できなかったから、大手繊維の本社に勤続す

るBさんl立、賃金は男の半分なのに、安い社

宅にも男子だけの独身鋭にもはいれないか

ら、住宅費の安い近県に{下むため、長距離通

勤の苫労を語ったoそれでも大F企業に勤続

できた人はましなほうで、女子の若年定年制や、

人員整理のさいの標的にされて、より低賃金

の零細企業や、昼と仮と別の職場のパート勤

務で、やっと中一計を¥ r .てているなど、労働分野
の女性差別の構造を、浮きぼりにしている話

ばかりだった o

島出さんは、年金など社会保障|白iからも観

察を行ない、私は職種別・年代別に男女の賃

金比較の統計なと、を不し、 2人で行った聴きと

りから、 1 3人にしぼった彼失らの半世紀をの

せて、「ひとり暮しの戦後史 戦中［11.代の婦人

たち 」という岩波新書が1 9 7 5年の3月に発

行された。

忘れられない沖縄

フリーで仕事をした聞に、さまざまなところに

行ったが、忘れられないのは、本土復帰3年

凶の1 9 7 5年に、県の労政課の依頼でいった

沖純である。沖縄の|を踏んだのは、このとき

が初めてではなかった。 1951年の波米の帰途
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が、沖縄基地に卜士官の家族を運ぶ船だ、った

からである。 t I本人は2年間の留学から帰る、

津川塾大のビジネススクールの先'Eと私だけ

で、同じ船室を与えられた。 2週間の船旅の聞

に、英語の達者な彼女は、 2人の船医と鋭しく

なった。勤務の終った夜に、彼等に遊びに来

いといわれると、私も一緒に連れていかれ、

けつこう楽しく過した。ひとりは兵役が終ったら、

無医村で働くという純情な青年だった。沖縄に

着いたのは朝で、乗省:はすべて降りてしまった

が、船がHiるのは夜だった。船医一人に、今

日は船の整備などで食事もfj',ないから、白分

たちと一緒に上陸して過すしかないといわれ、

彼等と船を降りた。昼食にレストランにはいる

と、ウエイトレスなどは H本人で、やつれきっ

た表情で、つやつやした顔で元気のよい円人

たちと、あまりにも対照的だったo医師といって

も彼等は軍服を省ており、基地のアメリカ人し

かはいれない場所だから、私たちはウエイトレ

スから奇異の眼でみられる。私はいたたまれ

なくなって、「私は海で泳ぎたいから、午後は海

)1¥にいる」といって、別行動をした。沖縄のど

こに船が着いたのかはわからないが、海岸の

外れには、赤さびた骨組みだけの船の残骸が

あり、上陸川船艇のような形をしていた。海岸

は、一度だけお者が泳ぎにきて、話しかけてき

たので、しばらくしゃべっただけで、人気もなく

青い海の美しさだけが広がっていた。こんな美

しい白然のなかで、沖縄戦の地獄絵阿が展開

したのかと、切ない気がした。

まともに沖縄に行った長初は、沖縄本島 3

箇所と、石垣、宮古で聞かれた、婦人労働講

雌で話をするためだった。ずっと付き添ったの

は、労政課の婦人労働係長の女性だったが、

彼女は白治労沖縄県支部の婦人部長でもあっ

た。伎はふたりでじっくり話しあうことができて、

沖縄の実情もいろいろときいた。そのなかで、

強く印象に残ったことがある。自治労がなんら

かの闘争で'支 )J行使をするとき、よく部分スト

をする。沖縄県支部はスト指令を忠実に実行

するので、よく部分ストの対象になってきた。ス
トを1j今った者だけが賃金をとlょうので、白治労本

部から失った賃金分を保障するお金がくる。部

分ストは、組合全体の県立Rをたたかいとるため

に行ったことだから、組合費で、一部の組合員

のみが失った賃金を保障するのは公平で当然

のことである。ところが沖縄の組合員は、“金

をもらってやるストライキなんであるのか、木

lの人は何を考えているのか"と怒ったそうで

ある。 27 年に及ぶアメリカ軍政卜で、沖縄の人

たちがどんなきびしい状況にあったかを窺わ

せる話であり、念願の本土復帰を巣たしたのに、

この“沖縄魂"は、右傾化した本土に失望する

のだろうと d思った。

木島3筒所を移動したおかげで、いかに巨

大な基地かをこの同でみた。あるときは、昼に

は労働基準監督署長などとして紹介された男

性たちが、夜はi包盛の瓶を下げて私の宿合に

やってきて、こもごもに若いときは労組の活動

家で、苫労した話などをして下さった。

那覇市のく 1 '心部の大きなビルのあちこちに、
それぞれ表現は違っても、反戦平和を訴える

垂れ幕が下っているo何か特別な Hなのかと

きいたら、いつもこうなのだといわれ、私はわ

が意をえたりと思った。
木士復帰から 32 年、沖縄は米軍基地に苫

しめられつづけた。今年の夏、大宇構内に米

軍ヘリコプターが墜落した事件のときは、沖縄

はまだアメリカの占領下だったのかと、錯覚を起

こさせるほどの驚きだった。 H本の大学なのに、

円本の警察は立ち入りも許されず、米軍だけが

後始末にはいったo住民の抗議にもかかわら

ず、今も同じコースをへリが飛んでいるそうであ

る。日米安保の現実を見せつけたこの事件に、

本土の反応はあまりにも鈍かったと思う。
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アスベスト禁止をめぐる世界の動き

ドキュメント

アスベスト禁比をめぐる 
世界の動き

「インドにおけるアスベスト曝露」国際会議
New Delhi, India, 2004.9.12

6月末、イン•ドのtk •ジョシ博士から、9月にニュー 
デリーでアスベスト会議を開催するので来れないか 
という招待をいただいた。インドの労働組合運動の 
リーダーのひとりであるインド労働組合センター 
(ITUC)のMK•パンディー会長が、11月の2004年 
世界アスベスト東京会議(GAC2004)に参加する前 
に、インドで具体的な取り組みを展開すべきだと提 
起して、準備が始まっているのだという。

GAC2004本番2か月前の超多忙さが予想された 
ものの(さらに私は9月後半に、アジアの労災被災者 
のネットワークの会議でタイ•チェンマイにいかねば 
らないこと決まっていたが)、組織委員会でも、GAC 
2004自体の目的のひとつがアジアでの取り組みに 
貢献することにあるのだから、行くべしということに 
なって、インドを訪問することになった。筆者にとって 
は、初めての外遊?だった1993年の第13回世界労 
働安全衛生会議出席以来、二度目のインドである。

9月9日夜にニューデリー到着。迎えに連れられ 
ていったのは、インド火力発電所公社(NTPC)のゲ 
ストハウス。アメリカからのバリー •キャッスルマン博 
士の到着は、深夜になったようだった。

10Bは朝からDrジョシに連れられて、私とバリー
50安全センター情報20〇4年12月号

は、様々な方々にお会いし、意見交換等を行った。 
まずは、モーラナ•アザド医科大学(MAMC)のAK 
アガーワル学長とロク•ナヤク病院のVKランテキ 
院長を相次いで訪問。同大学は、デリー国立(デリー 
はインド連邦政府直轄領として州と同格)で、ロク•ナ 
ヤク病院とGBパント病院を付設。ジョシ博士が所 
長を努める労働•環境衛生センターは、(デリー国立) 
ロク•ナヤク病院の附属施設になるという関係を、 
今回の訪問で初めて知った。両博士とも、Drジョシ 
の仕事を全面的にサポートしているようだった。
続いて、デリー連邦首都直轄両政府労働部のVK 

シャーマ主席工場監督官を訪問。数人の工場監督 
官を交えて、デリーとイン'ドの状況等について意見 
交換した。デリー内にはすでにアスベスト含有建材 
製造工場はなく、代替化が進んで、ブレーキ等の摩 
擦材を製造する事業所がいくつかあるのみ。翌日、 
その事業所のひとつを見学できるよう、手配してほ 
しいと要請した。しかし、インド全体では、アスベスト 
製品製造業者の力は強く、アスベストの使用量が増 
えているかりではなく、製造工場の数も増えてい 
るのだという。建設現場の監督は別のセクションの 
担当だということで、話は聞けなかった。



次は、従業員州保険公社 (ESIC) のデリー事務

所を訪問。アジャイ・ドゥーア事務局長ほか 10数?,
の幹部職員が待ちかまえていて討論。 ESICは、連

邦全体をカバーすξ補償システムであるが、労災保

険の認定・給付をJ百~するほか、職業病診断等の

ための病院を各地に設置・運営してもいる。その問

題点等については、アジア・ネットワーケの会議等

で部分的に聞いてはいた。インド連邦全体で 1978-

1983年のI~Jに｛J綿肺で労災認定を受けた者が 1

名しかいないという話。あるスタッフは、かなり挑発

的に、「補償よりも予防に力を注いだ、方がよい」とい

う議論をふっかけてきたが、事務局長以下大勢は

「過少報告」の問題は貢剣に考えていると答えた。

什ll 口には前口の約束に従つて、シヤ一マ主席

場監督官らが、デリー郊外のマキノ・オート・インダ

スト1)ーの肉動車用フLーキ・クラ、ソチ製造工場を訪

問。事前の訴では、まだ、アスベスト含有で作ってい

ξとしり話だったが、マネージャーは、すでに代替化

を実現していξと江こと。代替材料はパルフ官三、むの。

名前からも察せられるとおり、もと毛と日本の企業と

ゆがゆ深い会社だとL追う。アスベスト禁止に関して

マネージャーは、「われわれは代苔化の道を選んだ

が、イ也の会社にそれを押し付ける気持ちはな, lJと

語っていた。

午後は、インド火力発電所公社 (NTPC)が人っ

ている複台ビルl付のコンペンション・センターにおい

て、インド全国安全協会 (NSC)T-1jー支部主催の

「職場の安全衛生に関するセミナ J( 写貫)。

セミナーの演題と充表者は、以下

のとおり。

歓迎扶拶ーキLョア・ケマー・シンハ

(インド火力発省所公社仔f f i 'C )

人事部長)

「労働安全衛生に関する諸問題」

MKパ二デ fー(インド労働組合

センター (C lT U)会長)

「職業ハザース、のi Ll際的潮流」

パチーキャyスルマン(アメリカ・

環境コ:サルタント)

「日本にヰ3ける労働安全衛生の取

り組み」

占谷杉郎(筆者)
「インドにおける労働安全衛生の経験」

百三ジョシ(労働・環境保i十センター)

「インドにおける安全・衛生・環境J

KCグプタ(インド全l:li l安全協会 (NSC) 与務聞

事)

討論 口l会シンナ・ラオ(インド火力発電所公

社 (NTPC) 安全マネージャー)

N S Cは、労使凶体・｛同人で構成される凶体で、デ

リーではNTPCが 11 1心的役割を栄たしていて、私た

ちの宿舎もN T P Cのゲスト・ハウスとなったようだが、

デリーにおいては、政労使いずれも、アスベスト禁

止導人支持とLのか、少なくとも禁止に以対ではな

いと, lう台志が成立しているように見受けられた。

NSCのグフ。タ専務理事は、ムンパイの本部から

かけつけたもので、懇談の場でフランクにいろいろ

と話してくださり、アスベスト問題が重要だというとと

は重々承知しているが、インド全体ではアスベスト製

品製造業者の発百力は強くなが4か難しL止亘って

いた。また、セミナーには、連邦政府牒境tk林省中

央公需対策審議会のBセンケブタ博寸ても出席して、

円本や他の国のアスベスト廃棄物対策等について

聞かれた。 11月に束京で開催される世界アスベスト

会議に参加したいので、 114待状を頼まれて主追ったが、

残念ながら;.k円はならなかったようだ。

セミナー終了後、インド労働組合センター (ClTU)

の事務所に寄り、そこからさらに、インドの労働組合

江総本山であ引ンド全国労働組合総連合(町T U C )

安全センター育報 2004年 12月号 51



|アスベスト童書泌をめぐる世喜界の動き E

の事務所で、 G Sレデf会長と話をすることができた。

同氏は、国際自由労連 (ICFTU)の副議長のひとり

でもある。「乙れまでに何度かインドでアスベストに

悶する国際会議が閣かれたが、それらはいずれも

アスベストの(管理)使用を支持する立場の毛のだ、っ

た。アスベスト祭 rcを促進しようという会議は、明日

が初めて」と話されたのが、非常に印象的だった。

翌 12 円は、朝から晩まで、デリー訪問の本木の

U的で主る、 Irインドにおけるアスベスト日暴露』に関

する圃際会議」が、ロケ・ナヤケ病院内の会議場で

閣僻された。政府関係者、労働者、市氏、使用者

等々、 100名以上が参加した。後カも聞いたととろで

は、デ)一直轄領政府河係者が数十名出席してい

たそうである。海外がう、前夜到着したカナダロ動車

労働組合( C A W )のふたりの活動家も加わった。

演題と充表者は、以下のとおりであった。

«セッション1:アスベスト閣速する主要な課題»

座長 1T谷杉郎(日本)

書記 S Kチャンダ(モーラナ・アザド医科大学

(MAMC))
1I玉|際労働機関(lL O ) とアスベスト」

イングリ、ソド・ケリステ二センOLOr'Hアジアアドバ

イザリー・チーム (SAAT)上級労働安全衛生

スペシャリスト)

「アスペア寸江管理使川 グローバル・シナリオ j

パ 1 ) - .キャ、ソスルマン(アメリカ)

「アスベスト4主用中止に向けた方針形成」

TラジコパJ Hヒンドゥスタン・レバー(株)俣療・

労働衛生担当副社長)

«セッション2 アスベスト:世界における使用状

r5l) )
世長 ノ'(1 )ー・キャ、ソスルマン(アメリカ)

ムト記 ロン・モイセンコ(カナダ、白動車労働組

合 ( C A W )安全衛十プログラム担当)

「カナダの立場」

ライル・ハーグローブ(カナダ白動車労働組台

( C A W )安全衛恒トレーニング・ファンド所長)

「却例年I!I:界アスペアよト東京会議(GAC2004)J

古谷杉郎(日本)

「アスベストの代替品に閃すξ研究」

S Kアファーワ)レCCBRI (J v-)vキ ))

((セッヰヨン3 アスベスト曝露ヘルス・ハザースヲ>

座長 S Kアガーワル(モーラナ・アザド医科大

予(MAMC)医学部部長教授)

書記。 Rギャーグ(インド労働衛小学会(IA O

H) 、インドラ・ガンデ、イーE S I 病院医療部長)

「疫γ的側而」

Sギャーグ(モーラナ・アザド俣科大学(MAM
C))

「アスベスト使用/日暴露に関連した悪性疾病」

AKパハドゥー(モーラナ・アザド医科大学(MA
MC)欣射線学課長、教授)

「アスベストH暴露による非悪性健康影響」

VKアローラ(結核・胸部疾患研究所)

«セツ会ヨン4 関係者の立場»

座長ライル・ハーグローブ、(カナダ白動車労

働組合C C A W )安全衛乍トレーニング・ファン

ド所長)

占記 KS パコ、チア(州ハンセン病オフィサ一、

デリ一連邦政府直轄領政府保健福祉部理事)

「アスベスト曝露 l向像診断の役訓」

ヴfノッド・シャー( S M S 医γ'校(ジャイプール)

放射線・最新画像診断学部長、|級教j立)
「労働者の立場」

MKパンデ、 f一(イメミ労働組台センター( C lT L )
会長)

「インドにおけるアスベストによる健炭・環境問題

管理の取り組みの経過」

S P Vチャンドラ・ラオ(ハイダ?ラーバード・インダ

ストリー(株)安全衛生部長)

「ク 1) 、ノタイルとアンフィポールの違い 2004 年の

最新科学情報」

ジャ、ソク・ダニガン(カナタ)

11 ' 1アスベスト静かな殺人青」

ゴパ A・ケリシュナ(トキシッケス・リンケ)

パイダラーバード・インダストリー(株)安全衛生部

長の D rラオは、インド・アスベスト製 1]'1製造業協会

等の中心人物でまる。|可業界関係者も 10数名参加

し、さかんに発昌もしていた。(ゾjで、ムンパイか

ら飛行機でとの会議のためだけに来たという、代替

製品製造業者らもいた。)

D rジヤッケ・ダニガンは、実は、昨年 4月日円に円
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本の厚生労働省が行った、「石綿に関する労働安

全衛生法関係法令の見直しに係る外l:li l関係青か

らの意見耽』主」にも、カナダの 7名の代表団のむと

りとして、カナダ石綿協会科学コ:サルタン卜の肩書

きで出席している。とのときの彼らの主張も、「応析

の科学的知見」だとして、ケリソタイ) ] / < / :常体内持続

性 (biop町、 istence) Jが代替繊維よ℃ち短いことが立

証されてきているから、健康リスクは相対的に低い

というニとを)J説した模様である (h仕p:!,仰比3恥師法

com/戸 hepafi l /で関係資料を見ることができる) 。

私の報汗は、 GAC2004の紹介をしながら、日本

とアジアにおけるこの|山の進展に焦点をあてたもの

だったが、円本政府は、 D rジヤック・ダニガンらのこ

そした主張宅踏まえjこうえで、それを採用すξ 三となく、

アスベストの「原則禁止」を実施したのだとL追うことも

報山した。

D rタニガン白身、インドのアスベスト業斉たちに負

けずに、 I L Oのケリステンセン女史が、「方 101 '1" 1は漸

進的根絶 CGradual Elimination)で変る」と報山を締

めくくったのに対して、「そ才リまI L O の公式の見解か」

とくってかかったが、彼女は「そうだ」とはオ説、えした。

最後のゴ、パル・クリシュナは、良薬・イl吉物問題

に取り組む N P Oのス夕、ソフだが、アスベスト祭 rcイ
ンド(BANI)の中心的活動家のひとり。 if12は、フロ

アから発言をしたのだが、演壇上の D rダニガンとの

さながら一騎討ちのような雰凶気もあった。しかし、

会議自体はとくに混乱したりしたオHナではなく、きわ

めて熱Jむな報告と討論が行われた。

逆に驚いたのは、 13tIイ、 Jけのタイ

ムズ・オブ・イシティア紙が、会議の

模様を報じるのではなく、 「アスベスト・

セメント製品は完全に安全」という大

見山しを付けて、 D rダニガン(たんに

「科学者・制究斉」という府占きになっ

ている)の話を特集したとL追うことであ

る。インドの羽状を象徴しているのか

もしれない。

インドは、国内でもアスベストを一定

生産するが、大部分はカナダカ沿の

輸入で去る。昨年 9月にオタワで開催

されたカナダ・アスペア小会議にジョシ

博上とゴ「パル・クリシュナが山席した際には、カナダ

のメディアは彼 く;0コインタヒ、ユ一等を取り上げた。カ

ナダから輸出されているアスベストが、アジアをはじ

め開発途上国でどのような健炭・環暗影響をもたら

しているか、が公に語られた初めての機会でも庇る。

これを通してインドとカナダの閃係音の連絡も強ま

り、今回の会議にカナダカも 2名の労働組合活動家

がかけつけるととにもなったわけである。

パリーとカナダのふたりは、翌 H早朝(深夜)、カ

ルカ 1ソタに飛んだ。同地でも、労働組合主催¢集会

や閣係者との様々な集まり等が怠越、企画されたた

めである。私は、フライト・スケジュールを変更でき

ず、取り残された 1円を丸々観光に費やすことができ

たが、それまでの日々は本ヨに食事をしたのかどう

かも覚えていないほどのハード・スケンユールだっ

た。しかし、私の訪問も多少は役立ったと思うのだが、

↑世界アスベスト会議へのインドからの参加者は 10,'1
を起す見込みである。

インドでは連続して、 11月 8円に、 「白アスベスト貿

易の現状と労働斉の窮状に関する全同集会」が

ニューデリーで閣催されている。トキシ、ソケス・リンク

と教育・コミュニケ一、ンョン・センター( C E C ) の主催

(私は、コ、パル・クリシュナとともにコーデ fネータ一

役を務めたフ。ランジャA・ジョテドゴスワミ CCEC) と

は、 9月後半にタイ・チェンマイで会って、今後のプラ

ンについて話し合った)。様々な労働組台が積械的

にアスベスト問題にほり組むようになった手答えを

感じ、成功裏に終了したという連絡を受けている。
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各地の便り

船員保険二例目の中皮腫
兵庫•一例目と同じ職場の同僚

兵庫県の元船員Sさん(72歳) 
が、今年になって胸膜中皮腫を発 
症し、5月に東京社会保険事務局 
に労災申請していた件で、同事務 
局は9月はじめ、職務上疾病として 
認定した。

Sさんは、1951年から1957年ま 
での10年間、日本有数の船会社 
であるN社で、機関員、機関士と 
して勤務した。乗船したのはほとん 
どが蒸気船で、機関室の現場作 
業において、濃厚なアスベスト粉 
じんに曝露したとみられる。

Sさんは、提出した申立書の中 
で次のように述べている。

「•••機関員/担当機関士とじCア 
スベスト曝露場所(例えば、ボイ 
ラー周辺、蒸気配管ヘッダーの保 
温、揚貨機、甲板機械等への配 
管の保温断熱材補修メンテ)従事 
や指導を日常的に行ったことにな 
ります。また、時として、ボイラー炉 
内のバーナータイル煉瓦の接着/ 
接合の点検指導を、狭い炉内の 
アスベストの煙霧の中で、マスクも 
使わずに行った経験もあります。 
また、ボイラー背面より駆動する 
煤吹装置(スートブロアー)などは、 
ボイラー燃焼効率向上のため、常 
にボイラー炉熱より保護すべく、 
アスベスド7ットでの保温修理を必 
要とされていました…」

Sさんは、本誌6月号記事で紹 

介した笠原昭雄さんが労災認定さ 
れたことを報じた新聞記事を見て、 
「笠原は私の昔の同僚です」と、中 
皮腫•じん肺•アスベストセンターに 
相談したこく5:^、私たちと知り合い、 
今回の労災認定の契機になった。 
関西労働者安社ンターでは、「家 
族の会」の古川さんと協力して支 
援した。笠原さんのまさに同僚か 
ら連絡が入るとは思いもよらなかっ 
たし、笠原さんのときと同じように、

新潟県在住のKさん(当時53 
歳)が、地元紙に載った小さな記 
事を頼りに、中皮腫•じん肺•アス 
ベストセンターに電話をしてきたの 
は、2003年の9月のことだった。

2002年9月頃、Kさんは胸部の 
痛みを訴え、地域の病院を受診し 
た。胸水が溜まっていたため抜水 
をしたが、その後も症状が繰り返 
されるため、12月、さらなる検査を 
行ったところ、悪性胸膜中皮腫と 
の診断を受けた。診断後、医師か 
ら、「アスベスト関係の仕事をした 
ことはあるか」と訊ねられたが、K

当時の船員仲間が、当時のことを 
積極的に証言してくれる姿に感銘 
を受けた。

舟S員保険に対しては、中皮腫で 
亡くなられた方の遺族補償請求を 
一例、現在支援しているが、明る 
みに出ていないケースは、まだか 
なりの数に上るのではないかとみ 
られる。保険者側にの場合は社 
会保険庁、すなわち厚生労働省) 
の救済に向けた取り組みが求め 
られている。

さんには、にわかにその問いの意 
図がわからなかった。

その後、悪性胸膜中皮腫が、吸 
入したアスベストって潜伏期間 
3〇〜40年を経て発症する、まだ治 
療方法も確立されていない病気で 
あることを知った。

Kさんは、1950年生まれ。高校 
卒業後入_した陸自を、20歳で除 
隊。兄を頼って長岡市内で型枠大 
ェの仕事に、1970年から2年間従 
事した。その後、大手電機メーカー 
の工場で20数年、室内清浄機の 
組立ェとして勤務したが、43歳の

例えば'、建設業の国民健康保 
険組合がレセプトに埋もれたアス
ベスト被害労災を探し出す取り組 
みを行って成果を上げている。こ 
うした地道な取り組みに学び、対
策の遅れを取り戻す行政
責任がある。

型枠大工の胸膜中皮腫認定
新潟♦ 30数年前の間接曝露による発症

54安全センター情報2004年12月号



各地の便り

とき、福祉の仕事にかかわりたい 
と、特別養護老人ホームの職員と 
して転職した。仕事の傍ら、介護福 
祉士 •ケアマネの資格を取得し、 
福祉の現場「よし！これから」とい 
うKさんの夢をうち砕いたのが、悪 
性胸膜中皮腫だった。

Kさんは、自らのアスベスト曝露 
時期を33年前の型枠大工だった 
2年間と絞り込み、2003年12月、 
長岡労働基準監督署に労災請求 
した。当時直接雇用されていたW 
建設は廃業していたが、元社長も 
同僚も、快く協力証言を承諾して 
くれた。
長岡は雪深いところである。ゼ 

ネコンの二次下請けだったW建 
設が関わった建築現場の概ね8〜 
9割で、最上階のスラブ下(天井内 
壁)及び外壁の内側に耐火被覆 
と結露防止のために、木毛板張な 
いしは石綿吹き付けが施された。 
型枠大工は、建て込み、スラブ下 
の木毛板張り、その後の墨出しな 
どを行う。

アスベスト建材を直接使う仕事 
ではない、型枠大工のKさんたち 
だが、出入りする現場で、他のエ 
程に携わる配管、電気配線などの 
職人たちと作業場に共存すること 
も珍しくはなかった。
石綿吹き付け作業は、Kさんた 

ちの型枠解体後に、吹付職人が 
行う。しかし、Kさんたちは吹付現 
場に必要な通行経路として、ある 
いは吹き付け作業後の追加の型 
枠作業、その後の墨出し作業のた 
めに、再び足を踏み入れた。

いわゆる間接的な吸入によっ 
て曝露、そして、30年以上前のたっ 
た2年間の就労期間の事実調査

は長引き、2004年5月15日、モル 
ヒネ投与を嫌い、激痛と闘い続け 
たKさんは、労災決定の是非を聞 
くこと沢きないまま、亡られた。 
遺体から抽出された細胞の病理 
検査によって、アスベスト小体が 
確認され、長岡署からKさんの業 
務上認定の一報がもたらされたの 
は、死去から4か月後一9月のこ 
とである。
手術のリスクを検討し、抗がん

剤治療を選択したものの、もしや 
東京なら治療の道が開けるので 
はと受話器を取ったKさんは、未 
だこれという治療法が見いだせな 
いという現実を確認したとき、「新 
しい治療法が見つかるまでがんば 
るために…」と、労災請求に願い 
を託した。Kさんの「生きたい!」と 
いう切なる想いを、認定の報を受
けた今、あらためて、感じ 
人る思.いである。 刪

ハツリ労働者のじん肺肺がん
沖縄♦じん肺肺がん認定第一号

200坤9月に肺がんで死亡した 
Sさん(沖縄県島尻郡粟国村出身) 
の遺族が、2003年1月に遺族補償 
請求していた件で、那覇労働基準 
監督署は、8月25日付けで業務上 
認定を行った。

Sさんは、1934年(大正10年) 
に、沖縄県の離島の粟国島で生 
まれた。村立尋常/j、学校を卒業し、 
第M大戦中に台湾で入隊、戦後 
は島に帰郷し、農作業に従事した。 
このとき結婚し、長男をもうけたあ 
と、1951年に那覇市に出た。那覇 
で日雇い仕事を多少したのち、ハ 
ツリ作業に従事するようになった。 
大阪市への出稼ぎもしたが、1966 
年に、那覇市内の工務店に勤務 
するようになった。そして、1982年 
前後に離職し、島へもどった。ハ 
ツリ作業には、約30年間従事した 
ことになる。
家族によると、40歳代からタン 

やセキはよく出ていて、身内のも 
のから「結核かもしれないから検 
査してもらった方がいい」と言われ 
たこともあったそうだ。元来、病院 
嫌いだったが、亡くなる年の春に、 
不眠を訴えて深夜に夕涼みに出 
たり、食べ物がのどを通りにくくて 
戻したりするようになっていたとこ 
ろに、右手が挙がらないという異 
常が出て、那覇市にお見舞いに 
出たついでに、病院で診察を受け 
た。類椎症という診断で入院した 
が、呼吸困難となり、検査の結果、 
肺小細胞がんとわかった。沖縄赤 
十字病院に転院したが、治療のか 
いなく、発見からわずか1か月後 
に亡くなったのだった。

Sさんの息子さんもハツリ労働 
者だが、Sさんが亡ぐなるのと前後 
する時期に、じん肺•合併症で労 
災認定されていて、これを関西労 
働者安全センターで支援した関係
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から、Sさんの件を応援することに 
なった。
家族の努力、那覇市の知り合 

いの協力があって、最終職歴の 
工務店時代に一緒に働いていた 
人が幸いみつかり、ハツリ作業を 
した現場をある程度割り出すこと 
力打?きた。請求先の那覇労基署の 
話では、「こうした事例ははじめて」 
ということで、沖縄県在住のじん肺 
患者が肺がんで労災認定された 
のは、初めてのケースではないか 
とみられる。

Sさんのじん肺は、レントゲン写 
真上では不整形陰影、胸膜肥厚 
がありアスベストの影響が強く示 
唆されていた。建設•解体現場で

働くハツリ労働者によく見られる所 
見であるとともに、米軍基地建設 
に従事した影響があるのではない 
かと想像されるところだ。
実は、昨年10月に那覇市で行っ 

た職業病相談会(本誌1月号参 
照)に来たYさん家族の父親が、 
偶然にも、Sさんの工務店時代の 
同僚だったこと、証言した元同僚と 
合わせて3人が、この工務店のハ 
ツリ部門を専門で担当していたこ 
とが判明した。
故Yさんは、重症のアスベスト 

肺、続発性気管支炎で長期の療 
養の後、呼吸不全で死亡していた 
ため、Sさんと同じ那覇労基署に労 
災請求し、現在調査中だ。

事故後3年目の公務上認定 
神奈川♦基金支部のずさんな調査■決定

申繊市環境事業局鶴見事務所 
の職員のMさんは、2001年9月31 
日、ゴミの収集作業中に「ぎっくり 
腰」になった。それまでも何度かい 
わゆる災害性腰痛で公務災害に 
もなっていたので、公務災害申請 
をした。ところが、2003年11月に、 
地方公務員災害補償基金横浜市 
支部は、公務外決定。納得できな 
いMさんは、同支部審査会に不 
服申し立て、審査請求をする。基 
金横浜市支部は公務^:した理由 
として、Mさんの発症したときの収 
集作業は通常の動作であり、とく 
に重かったといった事実のないこ 
と、腰部椎間板症の既往症のあ 

ることをあげている。Mさんと、所 
属の全国一般神奈)11横浜市労働 
者組合と神奈川労災職業病セン 
ターは協力して、この基金の決定 
の誤りを正していくことにした。

まず、通常動作による腰痛は公 
務災害ではないという理由は、既 
に最高裁判所で否定されている。 
ごみ収集作業は、そもそも腰に負 
担がかかるのであり、その中で起 
きた腰痛はほぼ全て公務災害で 
あるという趣旨だ。しかし、基金は 
基準を改めようとせず、何か事故 
のような変わったことがないと認め 
ようとしない。労働基準監督署より 
もその傾向が強い。そこで、意見 

書や口頭意見陳述では、認定の 
基準そのものを裁判所が否定して 
いることや、仮に基準を認めると 
しても、いかに腰に負担がかかる 
力垮詳しく説明した。他にも腰痛者 
が職場に多いこと、収集作業の実 
態については、組合の方が詳しく 
説明をした。とくに鶴見区は坂道も 
多く、道が狭いところにある収集 
場も多いとのことで、どうしても急 
いで作業をしないとならない。Mさ 
んが被災した現場も、狭い坂道の 
途中であった。
医学面についても、基金横浜 

市支部の調査はいいかげんであ 
る。まず主治医は、作業中の動作 
が腰痛の原因としており、公務との 
因果関係を認めている。それを無 
視して、既往症とされた病院名も承 
知しているのに、その医師に全く 
意見を聴いていない。そこで、M 
さんが文書で、その医師に、既往 
症とされた「腰部椎間板症」の程度 
や治療状況その他を質問して、文 
書で回答をいただいた。それによ 
ると、明10Hの時点ですでに治癒 
しており、その後の腰痛との因果 
関係はよくわからないということだっ 
た。

したがって、Mさんの腰痛が公 
務上であることは明らかである。

2004年4月12日の口頭意見陳 
述当日は、上記のような主張をし 
たのであるが、基金横浜市支部審 
査会の委員の一人の態度は目に 
余るものがあった。初めからふん 
ぞりかえって椅子に座り、偉そうに 
足を組んで、斜めに構えて話を聞 
いてやっていると言わんばかりの 
姿勢。ロを開けば、判決の引用だ 
と何度も言っているのに、「川村さ
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んの意見は#論」と名前まで間違 
えて、意見する。さすがに代理人 
として出席した組合員も私も、強く 
抗議した。審査長や事務局もちょっ 
と困った様子で、抓战議論を収 
拾したような状態。
以前に私が代理人の一人を務 

めた横浜市営バスの運転手の腰 
痛にっいて、やはり、横浜浜市支 
部審査会はいいかげんな決定を 
して、中央の審査会で逆転公務上 
認定を勝ち取った。今回はそのこ 
とにも触れて、きちんと審査するこ 
とを求めた。

2004年6月7日付で、審査会は 
公務外認定処分を取り消し、公務 
上とした。その誤謬は、やはり認定 
基準に沿って、道幅が狭く通勤通 
学時間なので、すばやく作業を行 
わなくてはならなかったこと、焦っ 
て重さを確認しないまま持ち上げ 
たことなどによって、通常の動作と 
は異なる動作による腰痛だとして 
いる。そして既往症も2001年9月 
10日で治癒していると認めてし巧。

つまり、Mさんの腰痛は、きちん 
と事実関係を調査すれば、初めか 
ら公務災害になってもおかしくな 
かった。基金横浜市支部のずさん 
さは目に余るので、なぜこのように 
時間がかかるのか、改善を求め 
る申し入れを行ない、2004年9月 
2日に、組合と共に交渉した。
基金横浜市支部の回答および 

説明によると、意見聴取や意思決 
定に時間がかかってしまった。確 
かに迅速、公正ということで言え 
ば、1年以上かかるのは問題だと 
考えるし、災害発生直後の初期調 
査が重要だということもわかる。研 
修を受けて、一生懸命やっている 

のだが、さらに改善に努めたい。 
なお、年間600件ほどの公務災害 
申請を3人の横浜市総務局職員厚 
生課の職員で処理している。Mさ 
んの場合は、公務外になる可能 
性が高いと考えたこともあって、所 
属の職場とのやりとりをしていたこ 
ともある。

センター側としては、そもそも調 
査着手そのものが遅過ぎると指 
摘。兼任、異動もあるなど、人事 
の問題も含めて、Mさんのケース

に限らない構造的な問題がある 
のではないかと主張。また、どんな 
理由にせよ、時間がかかるのなら 
ば、申請人にきちんと経過を説明 
する萎務がある。おおむねこちら 
の主張を認めるが、現実的には、 
なかなか大変という印象を受けた。 
今後は、労働基準監督署と毎年 
交渉しているように、基金とも毎年 
交渉、情報交換したいこととも要 
望。来年は実現させたい。

待機時間は含まれない？
大阪♦リムジン•バス運転手の労災不支給

空港へのリムジンバス運転手B 
さんは、早朝勤務のために事業所 
の仮眠室に泊まった日の早朝5時 
に不調を訴え、病院へ搬送する救 
急車の中で亡くなった。病名は「急 
性心筋梗塞」だった。Bさんは人の 
やりたがらないコースの仕事を積 
極的に引き受け、欠員がでれば 
積極的に代替要員となり、熱心に 
働いてきた。Bさんの死は妻から 
見れば、不規則な勤務のうえ、泊 
まりも多いのであまり家におらず、 
それがある日突然冷たって帰っ 
てきた、そんな死だった。Bさんの 
勤務表を見れば、時間外勤務が 
毎月75-85時間ほどあり、これ 
は過重労働があったのではと思わ 
れた。奥さんからしても、Bさんは 
仕事ばかりしていたとの印象が強 
く、労災請求することになった。

Bさんの勤務形態は、日によっ

てバスのコースが違い、大阪府内 
を回ることもあれば、泊まりがけで 
遠方まで行くこともあった。また、早 
朝からの勤務の場合、自宅が遠 
いことから事業所に泊まり、多い 
ときは月に17泊した。

ところが、請求後、労働基準監 
督署より、長時間労働がないとの 
話があった。聞いてみると、停留 
所での待機時間は、仕事中に含 
まないという。Bさんの拘束時間 
は、出勤から退勤までは10-12 
時間におよぶが、1-5回くらい各 
停留所に停車し、10分から長けれ 
ば2時間の待機時間があった。待 
機時間を差し引いた勤務時間は 
8〜10時間、月の時間外労働時 
間は50時間ほどになる。
待機時間の過ごし方は、短けれ 

ばベンチか休憩室で缶コーヒーを 
1本飲む程度、長ければ食事に出
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たりもするが、他に行くところもな 
いので、休憩室でテレビなどを見 
て過ごすという。確かに仕事はし 
ていないが、自宅などで完全に休 
むことができるわけではなく、拘束 
時間として考えるべきではないだろ 
うか。また、不規則な勤務のため 
に、睡眠時間がある日は、夜11時 
から朝4時、翌日は午前2時から 
10時と、時間がバラバラで時間数 
も4〜10時間とひらきがある。
労基署とは数回話し、勤務の不 

規則生も考慮して認定するように 
申し入れ結果は不支給ぬっ 
た。待機時間が長かった点がやは

りネックになり、これ全部を労働時 
間とはできないということだったよ 
うだ。しかしながら、拘束時間が長 
く、不規則な勤務であり停留場の 
待機時間が長くどb、疲労を回復 
できるとは思えない。待機時間に 
ついての考え方は、まだ、厚生労 
働省としても確立してIるゎけでは 
ないらしく、労基署によって判断が 
違ってくる可能性がある。今回は 
不支給となったが、この点はまだ 
判断が流動的であるようなので、 
事例を重ねてぃかなければならな 
い。

Mekong Delta 2004
ベトナム•歌声と踊りにつつまれて成功

8月のメコンデルタは雨期の走 
りである。晴天がまたたくまに暗雲 
に覆われたかと思うと、風呂桶を 
ひっくり返したような激しい豪雨に 
襲われる。そして15分もすれば、 
からりと晴れた天気が戻ってくると 
いう具合。雨期の始まりのメコンデ 
ルタを訪れたのは、労働科学研究 
所•伊藤昭好さんを団長とする総 
勢22名。内訳は、日本17名、韓国 
3名、タイ2名だった。「ベトナム•メ 
コンデルタの参加型安全衛生活 
動から学び自らの活動に応用し 
よう」という趣旨で始まったトレーニ 
ングコースも4回目を迎え、毎年 
のフオローアップを含めれば1〇回 
以上/コンデルタを訪問した。東京 
労働安全衛生センターにとっては、 

「第二の故郷」になった感がある。
その「第二の故郷」は、昨年か 

ら大きな変動の中にある。ベトナ 
ム中央政府が、カント市を第5番 
目の直轄市として指定し、ハィテク. 
工業化重点地域となったためだ。 
ここは、ベトナム最大の商工業都 
市ホーチミンの南200kmに位置す 
る世界有数の穀倉地帯で、広大 
な土地と人口を擁してVゝる。この有 
利な条件を利用して、急速な工業 
化を行なう計画が進行中である。 
工業化に伴う公害対策、廃棄物 
問題、化学肥料や農薬、安全•健 
康•環境に関わるあらゆる問題へ 
の対応も迫られている。その責任 
機関がカント衛生局であり、その 
直轄組織として、安全衛生活動を

展開しているのが労働衛生環境 
センター (ECHO)である。ECHO 
は、参加型トレーニングコースを 
たくさん実施しているが、外国人を 
招いた専門コースはこれがメイン 
である。私たちがトレーニングに参 
加するのは大変興味深いが、 
ECHOにとっても、このトレーニン 
グコースを通じて様々な改良をか 
さねるという、双方向の学びあい 
が定着している。
今回の特徴は、三点にまとめら 

れる。第一点は、参加型トレーニ 
ング•ツール(4枚組みCD-ROM 
にまとめられたマニュアル)が完成 
し、参加者が容易かつ多方面に 
応用できる配慮がみられたこと。 
第二点は、農村での文化交流を 
2回行い、ベトナム農民の生活を 
学ぶ機会力打?きたこと。第三点は、 
参加者の構成がユニークで、世代 
間、国際間のきずなを深めること 
ができたことである。
本トレーニングコース中もっとも 

重大な問題は、「8月21日午後、夕 
ンソンニャット国際空港で顔を知ら 
ない22名全員が合流できるか」、 
ということだった。この重大な任務 
を完遂したのは、ECHOスタッフの 
トラン•マン•チューさんだった。朝 
10時過ぎから午後5時まで、炎天 
下の空港出口で「Mekong Delta 
2004Jの紙を掲げて、参加者を確 
保し続けた。その努力のおかげで 
5時までに全員がそろい、カントへ 
向け5時間のバスツアーが始まっ 
た。バスの中では、休むことない自 
己紹介の繰り返し。初めての英語 
スピーチは緊張の連続であった 
が、なごやかな雰囲気となったころ 
にはホテルにつき、先に到着して
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いたJl I1阿倍ん( ILOスベシャリス

ト)の歓迎を受けた。

2 2日の日曜日は、メコン川の

ボートツアーが計画されていた。

メコンの文流をさかのぼること 30

分で、有名なノ比上マーケットにた

どりつく。農民たちが収穫物を船で

持ち寄り、売っている野菜を竹の

さおの先に向くつるしてお特:を待

つ。お客も船でこぎつけるので、

数出般の船カ可 1Iをふさぎ大変なに

ぎわいだ。その伐は歓迎パーテ f
がホテAの安会場で行われた。

JMekong Delta 2oo4Jと染11)られ

た赤い横断幕の卜に、衛生局の

レ・タン・ハイ所長は仁め、 WISE切や

WINDを文持してくれたゆかりの

人々が立ち、唄あり、ダンスあり、

ピアノ演奏ありの 21時|山半があっ

という聞にすぎていった。

23 日は、 ECHOの会議室に朝

か叶多重力して、参加型活動とは｛可

かのレクチャーを受けた。ベトナ

ムの参加者4?,が加わることに

なったが、そのメンバーのうち 2人

は何とE C H Oスタyフの千どモたち

だった。カイ所長の息子さんギア

さん(カント大学)、チューさんの娘

さんへレンさん(ホーチミン巾で国

際協力関係を勉強中)。また、口

本均、らは伊藤凶長の J目、千さん未

希也さん(高 1)が参加し、I!l代を

超えた制修となった。

オーブニシグセiモニーに続き、

当円午後モンゴルに旅立ってしま

う川上さんから、「ベトナムにおけ

る参加型活動の展闘と ILOの役

古I/Jと題した講演を受けた。

カイさんからは、一人ひとりに 4

枚組みの CD-ROMが渡され、参

加型活動の基本的考えが示され

た。早速 3つのグループに分かれ

て、「参加型活動と従;.kのi'i!i動と

の違い」について討議し、発表が

行われた。夕方には、農民によfす
る生活労働改善トレーニング

( W I N D )を行なうたると、全参加者

が 4グループに分かれることにな

、り lゲルーフ。が二つのセッション

をJIl3するというハードな 11事の

振り分けが行われた。

24 F1は、カント巾の北20km に

あるソンハウ共同農場を訪問して、

農村の改善事例を収集してま:b:コ
た。同農場に生活労働改善のた

止の参加型活動 (WIND) が導入

されて、約 3年がたつ。農場の経営

委員会は、良場の近代化と生産

性向上のためにも参加型活動

は重此考え双差をしてき危農場

では、 150人の WINDファシリテー

ター(生活労働改書推進者)が育

ち、 530 家族がWIND卜レーニン

グを受けたという。その人たちか

ら、 「わがdポの改書を見てくれ」とい

う希望が多くて、訪問家庭の選択

が大変だったとのこと。運河をめく

、り 10件以上の本を船で訪問した。

数千7江デジカメで帰った改書写真

は 1,2は)枚にも及び、参加者の熱

心さにも敬服した一口だ

夕方は、共産党委員会長作者

の主催で、ベトナム料理品評会が

行われた。 6グ凡ープに分かれ、

6積績のベトナム料理を農場女'1"1

委員会執行部の指導で｛ほのだ。

初めて作るノド特的な生春巻きや、

ベトナム風たこやきやお好み焼き

に皆宍剣だ。作った料理は、火性

委 H会か、審査した。一等質に輝い

たのは、韓国のリーさんが持って

きたチューブのコチシャンで民飾を

ぽこしたグループだった3料理品

評会は、地酒のイ yキ飲みと各国

の唄で感り上がり、明日に予定さ

れる W I N Dのためのハードなしご

とを忘れる楽しいひとときとなった。

25 日は、事業場における参加

型改再活動 (WISE)を学習するた

めに、縫製工場と機械加工工場

を見学した。縫製上場では、ミシン

の縫い Rやボタンかけの精度を

高めるために作った型紙や、主|が

折れて怪Jえをしないためのガード

など多くの改善がみられた。機械

加工工場は、メコンテ守 ｝vタヨ胤)で

W I S Eトレーニングをやったとごろ

で、与の当時は事業主制叩音く段京

があり、加工機械が無造作にお

かれていたのが印象的であった

が、今|門|の訪問では段京がなくな

り、立派なホイストクレーンが導人

され、騒古職場は隔離されて祈装

なった一仁場の看恨がすえつけら才 l

ょうとしていた。社長さんは、 ILO

の労働安全衛生マネジメントシス

テムを実施していることを得意げ

に話されていた。午後、 ECHOに

反った私たちは、明日から始まる

WINDのためのブレゼンテ一手ヨ

ン作りやリハーサルに取り組み、

その作業は深ィ主まで及んだ。

WINDトレーニングは、 26 ・27

円の2円問、ソンハウ共同農場党

委 H会に併設されている会議室

で行オ:れた。カン卜が直轄市になっ

たことで、その最先端をfTく同共同

農場は、党・政府の重要拠点i j "つ

た。 W I N Dは、農民の労働桁活改

善活動だけでなく、生産性向上に

とっても重要な活動と位置づけら

れている。

トレーニングを受ける人たちは
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8組の農民で夫婦、親デ、姉妹と

様々だったo

WINDトレーニングの段初の

セッションでは、チェ、ソケリスマH #っ

て農家を訪問する。改善が必要・

不必要のチ工、ソケの 11方を、色々

な例をJIJい農民 人ことりに意見

を聞いていった。お昼前の私たち

のファν Jテーター・ミーテfング(必

ず午前と午後のWlNDト［ / -ニン

グが終わる前に実施する。この

ミーティングを通じて、その日の私

たちのプレゼンテーションの態度

が評価され、明円のプLゼ>テー

ション方法の改善につながるアイ

デアが中まれる。農民に対する参

加型トレーニングをやりながら、実

は白分たちもよいトレーナーにな

るための学宵を同時進行で子なっ

ていく)では、このセ、ソションの進行

が向く計｛曲された。午後のプレゼ

ニテーションは、さらにテンンヨンが

高くなってLりた。各ゲ凡ーブは必

ず、プレゼンテーションの前に明、

かゲームを JIJ意して盛り|げる。

午後なのに眠る人が誰もいな

い!! r作業を人間に台わせる」

では、「お金をかけずに改喜をし

ょう」と呼びかける碇さんが、庭で

拾ってきた棒切れ(お金をかけな

いことを自ら実践引)で、スライ

ドを指し示していたムタ)jのミーティ

ングで、彼女は WIND第旧Uの

ヒロインにi室』まれた。

W I N D 2円目は、さらに興味深

い7l,セ>テ-::,.,ョニが続いた心午

前は伊藤凶長の足、千さん未希也

さん(高1)か英語で説明し、カイさ

んの息子さんギアさんがそれをベ

トナム語に直訳する。第 世代の

絶妙な協力休制に向親もきっと両

足だったろう。

午前'1'のファシリテーター・ミー

テインク手では、午後のグループに

対する厳しい注文が、カイさんか

ら山された。「参加者はリラッケス

できて大変喜んでいるが、持さん

が、彼らのグループ討議の中に

人っていこうとしていない。良氏が

実際の解決方法を見附すよう支

援すべきである」。

昼食をとりながら、この課題に

挑んだのは、民後のプレゼンテー

乙ョング)レーフ。何事圃のジョンさん、

'1'山さん、主主回さん、へレンさん)

だった。彼女らは真っ赤な卜レー

ナーに着替えると、応援凶のパ

フォーマンスで「ふれ一、ふれ一、

WIND! Jと大声をあげ、 「全Hで

一緒にやろう」とうながした。フ>ゼ

ンテーションでは、ぬ IIぐるみを

使ったり、口分の改善提案を絵に

したりして、 「実際的な改菩をしよう」

と農民に呼びかけた。これに触発

されて、日組の農民たちは、白らの

行動計画を絵Hきで作り|一げ、皆

の前で発表した。 2円聞の WIND

は、笑いと歌声の中で終了した。

ファシリテーター全員で作った折

鶴は、修了証と共に農民に子波

された。足後のファシりテーター・

ミーテイングでは、全員が乙とこと

で W I N Dの印象を語った。「ゲー

ムと唄が大切J(時沢さん) 、 「パ

フォーマンスとプレゼンテーション」

(水野さん)、「すばらしい雰囲気作

りJ(黒出さんに「準備とイメージン

グ J(山川|さんに「チ工、ソケリストは

すばらしい J(韓国・ジョンさん) 、

「ファシリテーターの倖信J(タイ・ユ

パラットさん)、「わかりやすく組み

立てサltcトレーニンゲH韓国・ヨー

ンさん)、「アケション!J (ベトナム・

へレンさん) 。

その日の夕方、 WIND会場の

前庭には、再びごちそうが悦び、

参加者、ファシ'"テーター、党委員

会、女性委 H会らと共に文化交流

パーテ fが 100人近くの参加で行

われた。て比しきり食事を食べ終え

たあと、ベトナムの歌の披露が行

なわれれば、タイ、 H本、ベトナム

の若者たちは、民族火装に着替

えてさっそうと繋場。辻裏さんは口

本の茶器を持って登場し、おそら

くメコンデルタでは初めてであろう

野点(のだて)を披露した。 地平線

に沈んでいく太陽が笠と運河を

買っ赤に変え、その下でふくらん

で υくベトナムやタイの踊切コ輸は

いくども繰り返された。

私はその光景のなかに、昔読

んだ宮沢賢治の「ポラー/の広場」

という童話をJLLい出していた。「農

場主にこきっかわれている青少

年たちが伝説の「ポラー/の広場」

をJ業Uこ行くが、そこには金と欲が

うずまく政治家の宴会があるばか

りであった。やがて彼らは口分た

t:の ψを共|可作業場の中に実現

し、伝説の広場を自然と共に生き

る人のつながりの中に見 W,すー」

そんなストーリーだ。 WINDの研

修をj且じて国際的なきずなをL同

そ珂釦時のにして、多くの人のい

となみの中に参加型活動を定着

させ&そんな rWINDの広場」を

ベトナムのカイさん、タイのサラさ

ん、韓国のリーさんたち、そして多

くの円本の仲間たちと共に作って

生きたいと強く思った。

東京労働安全衛生センター

仲尾豊樹
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鹿児向 ・鹿児島労働安全衛生センター準備会 E・mailaunion@po.synapse.ne.jp 
〒899-5215姶良lttl加治木UIT本日IT403イy1リ］ビル2F TEし(0995)63-1700 /FAX (0995) 63－げOI 

自治体 ．自治体労働安全衛生研究会 E-mail sh・net@)ubcnet.or.jp
干102-0085千代凹区六番町II当治労会館3階 TEし(03)3239-9470 /FAX (03) 3264・1432

（オブザーバー）

情 .（＇；・福島県労働安全衛生センター
〒960-8132t，岳山市京浜111[6-58t,・，；品交通労組内 TEL(0245) 23-3586 /FAX (0245) 23・3587




